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第 1章 研究の背景と目的 
 
1.1本研究の背景 
 
近年，異常気象や大規模地震などに伴う災害が多発しており，今後も深層崩壊や表層崩
壊など様々な規模・形態の斜面災害が発生する可能性が高まっている． 
特に異常気象の変化は明らかで，気象庁の資料によれば，雨の降り方も長期的に変化し
ており特に1時間 80㎜以上の激しい雨の発生回数は10年あたり10％の増加を超えており，
強い雨が集中して降る傾向が高まっている．例えば平成 23 年には 7 月 19 日台風 6 号で奈
半利川流域の平鍋観測所では最大 24 時間雨量 798 ミリ，連続雨量 1,067 ミリという未曾有
の豪雨を記録した．続く 1 週間後の 7 月 27 日新潟・福島豪雨が発生し福島県会津地方で総
雨量 700 ㎜を超えて土砂災害が発生，約 1 ヵ月後の 8 月 2 日～3 日には台風 12 号が紀伊半
島に大雨をもたらし，紀伊半島の広い範囲で総雨量が最大 2000 ㎜に達し，死者 78 名のほ
か，深層崩壊が約 50 箇所，表層崩壊は 200 箇所以上となった．ほぼ 2 ヶ月の間に 3 箇所で
集中豪雨が発生している．このような長期的な気候変動は地球温暖化や現在の地球が間氷
期であり，温暖な状態にあること原因であると考えられるが，今後もこのような短期間の
豪雨の可能性が高まっていると考えられる． 
このような斜面災害は土石流や地すべりのようにそれ自体が大きな災害を与えるだけで
なく，道路や発電所などの人工構造物に対しても甚大な被害を与える．  
現在，斜面の崩壊を事前に把握し，災害の発生を予防することが重要であるが，対象と
する流域が広大であること，および影響を与える構造物の箇所数が多いことから困難な状
況にある．このため，地すべり，崩壊や既存コンクリート構造物のひび割れの計測などは，
変動現象が顕在化してから開始されることが多い．しかしながら災害後の計測は，豪雨後
の地下水上昇や余震が発生する不安定な時期と重なることが多い．特に災害直後の計測機
の設置は，二次災害の危険性が高く安全性の面で課題がある．また，多数の地すべり・崩
壊が同時に発生した場合には，通常の地表伸縮計や傾斜計で監視することは非効率的であ
り，資材及び費用の確保の点でも不可能である．また斜面災害が影響を与える可能性のあ
る土木構造物の多くは 1960 年代の高度経済成長期に短期間の間に整備されている．近年こ
れらの構造物が建設後約 50 年を経て老朽化している．このように自然斜面や人工斜面にか
かわらず，その健全性を評価するための点検手法の効率化および省力化が重要な課題とな
っている．また多くの斜面の崩壊発生後に調査が実施され，自然事象と斜面との関わりや
発生メカニズムの解明が試みられているものの，災害発生前における変動現象の予測は十
分に把握できていない．こうしたことから，地すべり・崩壊の発生しやすい箇所や斜面に
隣接する構造物の維持管理の現場においては，広域，局所にかかわらず複数箇所を簡便か
つ同時にモニタリングし，長期に観測する手法開発が望まれる． 
本研究では上記に述べたような地すべり・崩壊や土石流などの斜面の崩壊に加えて，斜
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面災害の末端に位置する擁壁や盛土などのコンクリート構造物についても着目し，写真撮
影画像やレーザ計測の三次元点群データなど，最小限の機材で計測できる動態モニタリン
グ技術を活用した斜面の活動性評価を試みた． 
 なお，本研究では，地すべりと崩壊の違いについては，以下の表に基づき検討を行う． 
 
表 1-1地すべりと崩壊の違い 1-1) 
 地すべり 崩壊 
1）地質 
特定の地質または地質構造の所に
多く発生する． 
地質との関係は少ない． 
2）土質 
主として粘性土をすべり面として
滑動する． 
砂質土（マサ，ヨナ，シラスなど）
のなかでも多く起こる． 
3）地形 
5 ﾟ～20 ﾟの緩傾斜地に多く発生す
る．地すべりに特有の地形を示す
ことが多い． 
20 ﾟ以上の急傾斜地の 0次谷， 
谷頭部に多く発生する． 
4）活動状況 継続性，再発性，時間依存性大． 突発性があり，時間依存性少． 
5）移動速度 
0.01mm/day～10mm/dayのものが多
く，一般に速度は小さい． 
10mm/day以上で速度は 
きわめて大きい 
6）土塊 
土塊の乱れは少なく，原型を保ち
つつ動く場合が多い． 
土塊はかく乱される． 
7）誘因 地下水による影響が大きい． 降雨，とくに降雨強度に影響される． 
9）徴候 
大きく変動する前に亀裂の発生，
陥没，隆起，地下水の変動などの
微候が生ずる． 
発生前の徴候がなく， 
突発的に滑落してしまう． 
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1.2 斜面災害の要因について 
 
日本国土の約 70％は，山地であり，傾斜角度が 30°以上ある急傾斜地も多い中，崩壊す
る斜面とそうでない斜面の存在理由について，明瞭に説明することは難しい．この理由の
ひとつが，複数の発生要因を有しているからであると考えられる．自然斜面の崩壊は素因
と誘因に区分することが提案 例えば 1-2)されており，本章では，まずこれらの斜面災害の要因
について表 1-2 に示すような地形・地質的な素因と災害の発生の直接的な誘因となる自然
現象について整理を行う．その後，斜面災害に係る事例調査の現状とモニタリングの課題
について検討する． 
 
表 1-2 自然災害の要因 
素因の例（地質現象） 風化・硬軟 地質構造 地下水・湧水 
誘因の例（自然現象） 地震 降雨 火山 
 
1.2.1 地形・地質的素因 
 
日本列島は，図 1-1 に示すように，太平洋プレート，フィリピン海プレート，北米プレ
ートおよびユーラシアプレートの 4 枚のプレートが複雑に組み合わさっている．プレート
の境界では，海洋プレートが日本列島に沈み込んで込んでいる．プレートの境界では沈み
込みによる地震が発生することがあり，2011年に発生した東北地方太平洋沖地震 M9.0，最
大震度は 7を記録しているが，今後もプレートの沈み込みに伴う地震発生の可能性がある．
特に図 1-2 に示すように，関東，中部地方，紀伊半島から四国にかけて太平洋側では，今
後 30年で震度 6弱以上の揺れに見舞われる確率の分布図が 70％以上となっており，今後も
地震の発生する可能が高い． 
図 1-3 には，中新世以降，島弧としての日本列島が形成された後の変動量を示す．また
図 1-4 には第四紀以降の上下変動量，図 1-5 には，20 世紀初頭の水準測量による変動量を
示す．この結果から，どの時代においても隆起する場所は概ね同様の傾向を認めることが
できる．日本で最も隆起量の多い箇所は，中部地方北部の山地であり，前述のプレートと
地質構造では，北米プレートとユーラシアプレート，フィリピン海プレートが重なり合う
箇所に相当する．これらのプレートの動きと共に隆起が進行することで地形の変動が顕著
となりこの活動により断層を形成することになる．プレートによる変動の影響は太平洋側
だけでなく，ユーラシアプレートと北アメリカプレートが衝突し応力集中場を形成してい
る古第三紀中新世の地質が分布している新潟県の芋川流域では，平成 16年新潟県中越地震
によって数多くの地滑りが発生した．この地域は約 200～300ｍの大きな起伏量を示した特
異な地形を有している． 
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図 1-1 日本付近のプレートと地質構造 1-3) 
 
図 1-2 確率論的地震動予測地図 1-4) 
今後 30年で震度 6弱以上の揺れに見舞われる確率の分布図 
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特に駿河トラフから東南海トラフ，西南海トラフへ続く沈み込み帯前面の形状は，その
まま中央構造線と同じ傾向を形成している．中央構造線は，西南日本を内帯と外帯に分け
ているが西南日本外帯における付加体の形成は，褶曲や撓曲など複雑な地質構造を生み出
した．付加体には四万十帯や三波川変成帯が代表的な例として挙げられるが，特に三波川
帯に分布する三波川結晶片岩は硬質な片岩でありながら，明瞭な片理面の存在のために地
すべりなどの斜面災害が発生しやすい．この中でも四国山地では起伏量が 300～600ｍを示
し特徴的な地形となっている．このように日本列島は複雑な構造となっており，地質学的
に災害事象が発生しやすい高い危険度を有していると考えられる． 
 
 
図 1-3 中新世以降の上下変動の分布 1-5) 
             
 
 
 
1-6 
 
  
図 1-4 第四紀における上下変動量 1-6)         図 1-5 1904～1974年の上下変動量 1-7) 
(変動量の単位は mm) 
以下に，日本列島の地形および地質的な素因について概略を述べる． 
（１）地形 
斜面災害の多くは河川に接する斜面で発生するが日本の河川は急峻な地形を流れる急流
河川が多い，例えば四国の中央構造線付近を流下する吉野川や重信川では，上・中流域に
おいて，東西に連なる急峻な山地を流れる急流河川で，激しい浸食を繰り返しながら造っ
た深い渓谷は，土砂災害発生の主要原因となる．特に重信川では，流路の短い河川である
が，水源地域は 1,000m級の山稜が連なっている．この急峻な地形を流れ下る重信川は日本
有数の急流河川で，これまでにも数多くの土砂災害を引き起こしている． 
 
（２）斜面堆積物 
過去に何らかの原因により地盤に変動が発生し，攪乱された物質が斜面に堆積したもの
である．Ｖ地谷を形成する河川の緩斜面と人家が認められることも多い．崩土としては現
在,生産されている斜面や谷地形中の緩斜面などもあるが，いわゆる崖錐堆積物として，過
去のある時代に集中的に生産されたと考えられる．これらは固結度がゆるく，締まってい
ない場合もあり，表層崩壊や山崩れ，落石なども発生しやすく，土石流の発生源になると
考えられる． 
 
（３）岩質・地質構造 
河川の侵食や下刻に対して，風化や透水性および地質構造が原因となり斜面が不安定化
して地すべり・崩壊が発生する．地質構造については堆積岩地帯において泥岩・粘板岩や
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泥質片岩が影響することが多い．例えば，平成 16年の中越地震における芋川周辺の第三紀
中新世から第四紀にかけての地質が分布しているが，ここで発生した地すべりの多くは既
存の地すべりの再活動である．また浅層の活動は層理面に沿うすべりで．比較的深層にお
よぶ崩壊には凝灰岩層にすべり面を持つ崩壊，泥岩の不連続面に沿うすべり，泥岩の座屈
による崩壊が報告されている 1-8).また硬質な結晶片岩においては単斜構造では，流れ盤の地
すべりだけではなく，受け盤においてもトップリングやクリープによる地すべりが発生し
ている． 
 
（４）断層 
中古生代の硬質な岩盤よりなる地山においても，断層破砕帯が存在する地点において地
すべりが発生することがある（写真 1-1参照）．この断層が地すべり地に発達する場合には，
断層面の一部が地すべり面を形成する，または断層が亀裂の多いプロセスゾーン 1-9)を形成
し，水みちを作ることにより地下水分布の性状に影響を与え，それによる破砕が進行する
可能性もある．また断層破砕帯自体が崩壊する場合もあり 1-10)，断層の分布は地すべりと密
接な関係がある． 
 
 
写真 1-1 硬質な砂岩と粘板岩の互層の例 
硬質な砂岩に挟まれた粘板岩は破砕を受けている（四万十帯砂岩・粘板岩互層） 
 
（５）地下水位 
地すべり地や崩壊が発生する地形は,他の山地斜面に比較して地下水の分布により安定
性に影響がある．地すべり地は，表流水を集めやすい地形を呈していることや，後背地に
台地が控えている場合が多いこと，あるいは地すべりの移動土塊とその下位の不動岩盤で
は透水性に差が見られ，伏流水を形成しやすいことなどに起因している． 
 
  
硬質砂岩 
硬質砂岩 
変形した粘板岩 
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1.2.2 自然災害的誘因 
 
（１）豪雨・台風 
自然災害の発生の誘因となる台風や豪雨について検討する．土砂災害の要因は，大きく
区分して地震，集中豪雨，火山である．気象庁によれば，日降水量 100mm以上および 200mm
以上の年間日数は有意な増加傾向があり，最近 30 年間と 20 世紀初頭の 30 年間では，100
㎜以上日数は約 1.2倍，200㎜以上日数は約 1.4倍の出現頻度となり，降雨量の増加は明ら
かな傾向となっている．また極端な多雨・少雨の年が増えており，全国平均の年降水量平
年比は長期的には減少傾向にあるものの，平均的な年々の変動幅（標準偏差）は，約 1.4
倍に増大している 1-11)．また図 1-6で示すように雨の降り方も長期的に変化しており特に 1
時間 80 ㎜以上の激しい雨の発生回数は 10 年あたり 10％で増加しており，強い雨が集中し
て降る傾向が高まっている． 
 
図 1-6アメダス地点で 1時間降水量が 80mm以上となった年間の発生回数 1-12) 
（1,000地点あたりの発生回数に換算）赤い直線は期間にわたる変化傾向を示す 
 
このような長期的な気候変動は，図 1-7 に示すように，およそ 10 万年の周期で起こって
おり氷期－間氷期サイクルは北半球の高緯度地方に降り注ぐ日射量が変わったことが原因
によると考えられる．これは地球の自転軸や公転軌道の周期的な変化に対応したミランコ
ヴィッチサイクルであり，最終氷期が終わり，日射量変化による北アメリカやヨーロッパ
を覆っていた氷床面積の減少，海水面の上昇とそれに伴う大気中の塵の減少，さらには陸
上植物の分布が変化したことなどが現在の間氷期への移行にしていると考えられる．また，
図 1-8 に示すように 20 世紀半ば以降，短期間で急激な気温上昇が起こっている．この変化
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は，前述のミランコヴィッチサイクルや数百年スケールの太陽活動の強弱に伴う日射量変
動では，20 世紀後半からの気温上昇だけではなく，産業革命以降の CO2の排出が関与して
いると考えられる．いずれが原因であるとしても，地球温暖化は今後も進行すると考えら
れ，日本における短期間の豪雨の可能性は，今まで以上に高まると考えられる． 
 
図 1-7 南極の気温推定値 1-13) 
 
図 1-8 北半球の気温変化 1-14) 
 
このように気象異常が今後も進行する傾向は年々明確になることで，土砂災害の発生件
数も増加している．防災白書 1-15)によれば，過去 10 年間（平成 14 年～24 年）の土砂災害
発生件数は年平均で約 1,000 件以上であり，自然災害による犠牲者のうち，土砂災害によ
るものが大きな割合を占め，多大な被害を生じている． 
近年発生した大規模な集中豪雨の例として平成 23年に発生した豪雨災害を以下に挙げる．
この年は，平成 23年は 3月に東日本大震災が発生し，その後の余震でも中部地方を震源と
する地震も長野県や静岡県で発生しており，全国的に地震による地殻変動が発生した中で
の豪雨災害となった． 
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①7 月 19 日台風 6 号 1-16) 
台風 6 号は 2011 年 7 月 12 日に発生し，18 日頃から九州・四国・本州の一部がこの台
風の暴風圏に入り，18 日深夜から 19 日未明にかけて最も室戸付近に接近した． 
この台風により，アメダス魚梁瀬観測所では 7 月 17 日 15:00～20 日 4:00 までの連続雨
量が 1199mm，最大 24 時間雨量 860mm，最大時間雨量 62mm(19 日 2:00～3:00)の降雨
を観測し，高知県和田観測所では 17 日 19:00～20 日 3:00の連続雨量 1015mm，最大 24 時
間雨量 755mm，最大時間雨量 64mm を記録した．奈半利川流域の平鍋観測所では最大 24
時間雨量 798 ミリ，連続雨量 1,067 ミリという未曾有の豪雨を記録した．土砂災害の件数
が 45 箇所であった． 
 
②7 月 27 日新潟・福島豪雨 1-17) 
7 月 27 日から 30 日にかけて，新潟県と福島県会津を中心に大雨となった．特に，28 日
から 30 日にかけては，前線が朝鮮半島から北陸地方を通って関東の東にかけて停滞し，前
線に向かって暖かく非常に湿った空気が流れ込み，大気の状態が不安定となって，新潟県
と福島県会津を中心に「平成 16 年 7 月新潟・福島豪雨」を上回る記録的な大雨となった．
この期間の降水量は，福島県会津の多いところで 700 ミリ，新潟県の多いところで 600 ミ
リを超え，7 月の月降水量平年値の 2 倍以上となった． 
この大雨により，新潟県，福島県において死者 4 名，行方不明者 2 名の人的被害があっ
た．また，新潟県，福島県では各地で堤防の決壊や河川の氾濫による住家の浸水・農地の
冠水が発生したほか，土砂災害による住家や道路の被害も多数発生した．その他，停電，
断水が発生し，交通機関にも大きな影響が出た． 
 
③9 月 2 日～3 日台風 12 号，紀伊半島豪雨 1-18) 
8 月 25 日 9 時にマリアナ諸島の西海上で発生した台風第 12 号は，9 月 2 日に四国地方に
接近，3 日 10 時頃に高知県東部に上陸，18 時過ぎに岡山県南部に再上陸した．その後台風
第 12 号は 4 日未明に山陰沖に進み，5 日 15 時に日本海中部で温帯低気圧に変わった． 
台風が大型でさらに動きが遅かったため，長時間にわたって台風周辺の非常に湿った空
気が流れ込み，西日本から北日本にかけて，山沿いを中心に広い範囲で記録的な大雨とな
った．8 月 30 日 17 時から 9 月 5 日 24 時までの総降水量は，紀伊半島を中心に広い範囲で
1000 ミリを超え，多いところでは年降水量平年値の 6 割に達し，紀伊半島の一部の地域で
は解析雨量で 2000 ミリを超えた． 
台風による土砂災害，浸水，河川のはん濫等により，埼玉県，三重県，兵庫県，奈良県，
和歌山県，広島県，徳島県，香川県，愛媛県などで死者 78 名，行方不明者 16 名となり，
北海道から四国にかけての広い範囲で床上・床下浸水などの住家被害，田畑の冠水などの
農林水産業への被害，鉄道の運休などの交通障害が発生した．また，和歌山県や奈良県内
では豪雨に伴う山崩れにより河道閉塞（天然ダム）が生じた．この台風により全国の 202
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箇所で土砂災害が発生した 1-19)．上記 202箇所のうち，土砂災害警戒区域に該当していた箇
所は 47箇所である．また，死者・行方不明者を伴う土砂災害発生箇所は，三重県，奈良県，
和歌山県の 13 箇所で発生した．上記 13 箇所のうちで，土砂災害警戒区域に該当していた
のは 1箇所である．このうち 0.01km2以上の深層崩壊は 22件であった 1-20). 
 
以上の 3 箇所は，ほぼ 2 ヵ月の間で発生した事象である．今後もこのような短期間で集
中的に豪雨が発生する可能性は高まると考えられ，今後の地すべり・崩壊に関するハザー
ドマップ，リスクマップに関する充実が望まれる． 
 
（２）地震 
地震を要因とする土砂災害については，多数の事例がある．直下型地震では，平成 16年
10 月の新潟県中越地震で，芋川流域において 1,419 箇所もの斜面崩壊が発生し，河道閉塞
も 55箇所発生している．プレート型の地震では，平成 23年 3月 11日の東日本大震災にお
いては，141件の土砂災害が発生している． 
斜面災害の顕著な事例が認められたのは，2008 年 6 月「平成 20 年岩手・宮城内陸地震」
であり岩手県を震源としたＭ7.2，最大震度 6 強の直下型地震である．河川における地すべ
りダムの形成や道路の不通，家屋の損壊などの甚大な被害が生じた 1-21)．死者･行方不明者
23 名の半数以上が土砂災害で生じた人的被害である．この地震による自然災害は，土石流
26件，地滑りを含む斜面崩壊 22件，河川の河道閉塞は岩手県及び宮城県の磐井川流域，迫
川流域，三迫川流域で合計 15カ所発生した．この地震では我が国最大の地滑りが発生した
り，橋の両端の土地が縮まったため，橋が折れて落下するなど，典型的な地盤の変動が見
られた．特に荒砥沢地すべりは，古い地滑りの再滑動である．荒砥沢ダム上流部で発生し
た巨大地すべりは，幅約 900m，長さ約 1300m，移動距離は最大約 320mを超え，地震を引き
金とした地すべり規模としては国内有数である．緩い傾斜にもかかわらず 320m滑動した主
要因は，カルデラ湖盆堆積物の堆積過程を反映したものであると考えられる．再滑動した
原因である，シルトやシルト質砂層は，地震時に液状化する可能性のある土質材料である．
有効応力の低下には液状化が関連していることが示唆されている 1-22)が，地表面からの深さ
100m というような拘束圧の大きな条件下での液状化については，ダイレイタンシー特性が
拘束圧に依存するため，未知の領域であり，地すべり機構の解明が進められている． 
  
（３）火山活動 
火山活動については，平成 23年に活動が活発化した霧島山（新燃岳）において，大量の
降灰による土石流発生のおそれが高まったため，既設砂防設備の除石等を緊急的に実施し，
併せて砂防設備等の整備も実施中である．火山活動は火山泥流や土石流等の広域的かつ大
規模な土砂災害をもたらすほか，その活動も降雨に比べ長期化する場合が多いことが特筆
すべき点である． 
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また 2016 年 4 月 16 日に発生した M 7.3 熊本地震後の現地調査からは，阿蘇カルデラを
横切る地表地震断層が確認されている．その後 10 月 4 日には阿蘇山が 36 年ぶりに噴火し
ており，阿蘇カルデラ内の活断層と地表地震断層の分布の関係が指摘されている．阿蘇山
周辺の地形は火山灰質であり降雨や地震によって崩壊しやすい地山であり，間接的にも土
砂災害の原因となっている． 
このように火山と地すべり・崩壊は地質性状の脆弱性によって関連が深く，今後注視す
べき地点であると考えられる． 
 
1.3 本研究の目的と内容 
 
本論文は，上記の背景において地すべりや崩壊が発生する事象を整理し，現在一般的に
実施されている地すべり・崩壊の調査・対策・監視においての問題点を整理し，これを補
う部分の計測手法を確立することで，今後増加すると考えられる斜面災害のリスク低減に
寄与すると考える． 
具体的には，これまでの手法において予測が困難であった事例を把握し，モニタリング
するための必要な着目点を検討する．容易に広域を把握できる非設置型の計測手法や，安
価で多地点に設置が可能な計測手法について検討する． 
これにより有効であると考えられた手法について，その適用性を検討して，既存設備の
維持管理や地すべり・崩壊の活動性評価のための計測手法の提案を試みたものである．図
1-9に本論文のフローチャートと構成を示す．また各章の概要を以下に述べる． 
 
第 2章は，斜面災害の発生源となる不安定な斜面の分布が十分に把握できておらず，か
つ不安定斜面に対策された擁壁などのコンクリート構造物の健全性についても十分に評価
できていない状況を述べる．これに基づき，動態モニタリングを実施するために効果的な
着目点，すなわち斜面の不安定化につながる滑落崖や末端部の特徴的な変状について述べ
る．斜面災害の被害を未然に防ぐあるいは被害を最小限に抑えるために斜面の動態モニタ
リングする簡易な計測技術の確立のための着目点を述べる． 
最後にモニタリング手法の選定と評価方法について述べる．このうち近年新たに開発さ
れた手法も勘案し，地すべり末端部での擁壁の局所的なひび割れや擁壁全体の変状の解析
に写真計測を適用し，広域な変動を把握するために航空レーザ計測を用いた変動ベクトル
解析を選択した． 
第 3章では，地すべり・崩壊の末端部におけるコンクリート構造物で広く認められる局
所的な変状を評価するために，写真測量技術を用いたひび割れ計測手法の基本原理と検証
実験を行い現地への適用を行った事例について述べる． 
第 4章では，精密三次元計測法を用いた長大擁壁の変動について基本原理と検証実験を
行いその調査結果と評価を行う． 
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第 5章では，航空レーザ測量による三次元点群データを用いた大規模な斜面変動につい
て基本原理と検証実験を行い現場への適用を行った．その調査結果と評価を行う． 
第 6章では，斜面変動に関する局所～広域までの計測管理の概念を示し，モニタリング
手法の提案を行う． 
第 7章では，本研究で得られた結果を総括して結論とする． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-9 本論文のフローチャートと構成 
第 1 章 研究の背景と目的 
第 2 章 地すべり・崩壊の事例とモニタリングの課題 
（斜面災害の要因となる事象の整理および 
本研究の課題に沿う手法の選定） 
第 7 章 結論 
第 3 章 画像計測法を用いた 
        ひび割れ計測による 
斜面の活動性評価 
第 4 章 精密三次元写真計測 
        を用いた擁壁変状の
活動性評価 
第 5 章 航空レーザ計測デー   
    タを用いた地すべり 
の活動性評価 
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第２章 地すべり・崩壊の事例とモニタリングの課題 
 
2.1 地すべり・崩壊に係る事例調査の現状 
 
斜面災害の発生原因となる斜面の崩壊発生メカニズムと対策工の検討，監視および予知
については，研究が進められており，多くの知見が得られているが，現在の推定方法では，
すべてを網羅することはできていない．本章では，地すべり・崩壊にかかわる既往事例を，
広域での崩壊予測事例を中心に整理し，現在推定することができなかった事例を挙げ，計
測手法の改善につながる情報を収集する． 
 
2.1.1 地すべり・崩壊の発生事例と発生箇所の推定 
 
(1)地すべりの規模と発生頻度の検討 
地すべりの規模と頻度の関係は過去より研究がなされている．有史以前の情報は不明で
あるものの，発生確率については，1970 年代からヨーロッパの崩土量と頻度の検討が行わ
れている 2-15)．ここでは，崩土量が 106ｍ3のものは 10 年に 1 回，107ｍ3のものは 100 年に
1 回，108ｍ3のものは 1000 年に 1 回となる目安である． 
国内の地すべりの発生頻度と規模との関係については奥田  2-2)による図 2-1に示すように
体積が 106ｍ3を超える地すべりは数年に 1度，107ｍ3クラスは数 10年に 1度，108ｍ3クラス
は 100 年に 1 度程度発生していることを示している．これは前述のヨーロッパの事例に比
べると一桁高い数値となっており，日本特有の活発な地殻変動があることや降雨量による
違いと考えられる．次に発生箇所数と規模を比較した事例では，1953 年の有田川災害にお
ける崩壊箇所は約 2300箇所であるが，これらを規模と土量・面積・平均深さを比較すると
図 2-2 のようになり，土量や面積が減少するにつれ箇所数が多くなる 2-3)，すなわち一度の
災害においてという条件ではあるが，小規模な崩壊ほど発生の頻度が高くなることを示し
ている． 
 このように発生規模と発生確率は明らかではないが，相関があり，大規模な地すべり・
崩壊の周辺にはそれより規模は小さいが，多数の不安定な斜面が分布していると考えてよ
い． 
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図 2-1 日本の地すべりの発生記録 2-2) 
建設省河川局砂防部傾斜保全課資料に基づき奥田が作成 
 
図 2-2 1953年 7月和歌山県有田川上流地域における地すべりの規模と箇所数 2-3) 
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(2)地形的特徴の抽出 
地すべりは，地震や豪雨などの誘因により初生的なすべりが発生した後，停止期間があ
り，再度滑動する．これが繰り返された結果，変形の累積による構造要素として特異な地
形が出現する．このような特異な地形は，地形的特徴と呼ばれ，地すべりだけでなく表層
崩壊など，一般的な崩壊全般に広く認められる．この地形的特徴は，過去に地すべりとし
て滑動した証拠であるとともに，その後の誘因によって，再滑動する可能性もあることか
ら，地すべり・崩壊の活動性評価や予測を行うための重要な着目点である．この着目する
地形の詳細については，続く 2.2 項で整理を行う．ここでは，地形的特徴を用いた広域の
斜面調査についての事例をまとめる． 
地形的特徴の抽出は，地形解析と呼ばれ，地形図の読図と空中写真判読で実施されてき
た．近年ではコンピュータの高速化により，航空レーザ計測による点群を用いて，斜面の
傾斜量と開度を組み合わせた表現方法が開発されることで，数値地形データを用いて判読
可能となっている．地形図の読図による不安定化した斜面の抽出手法としては，江川によ
るものがある 2-4).たとえば，等高線が不ぞろいで，緊密部と膨張部が不規則な配列をなすこ
とや，尾根や，地形の中腹部に池・湿地などの凹地が見られ，異常に膨らんだ地形を示す，
といった定性的な指摘である．また古谷は，主滑落崖と移動体の組み合わせである単位地
すべり地形と，地すべり変動範囲の中に認められる亀裂や凹地，段差や小丘などの微地形
からなると指摘している 2-5)． 
地形的特徴は，(独)防災科学研究所による地すべり地形分布図の作成に伴い，地すべり
地形の輪郭構造や内部構造について時系列的な判断も加えながら整理された 2-6)．このよう
に網羅的かつ統括的にまとめられた資料は，ハザードマップとして活用も期待されてい
る 2-7)．これらの判読は，地形・地質技術者による手作業で行われているが，地形的特徴を
判読した結果から地すべりの危険度の判定を行うことは充分な経験および熟練の技術が必
要である．そこで，八木ほかは，技術者によるばらつきを排除するために評価のプロセス
を一般化するため，意思支援システムである AHP (Analytic Hierarchy Process)2-8)を用い
て判断プロセスを階層構造化して数ある選択肢の中から合理的な意思決定を試みた 2-9)．こ
の危険度評価は，従来行われてきた空中写真判読による地すべりの再滑動危険度と比較し
た結果，4つのランクに設定した評価結果と相関関係にあり，広範囲に一般化できる可能性
を示した．この他，インフラ構造物であるダムの貯水池周辺への地すべり地形判読として
実施された例として，表 2-1 に示すように斜面を構成する地形要素に着目し，その中から
斜面の不安定化を示唆する 9 種類の地形タイプを抽出した上で，地形的特徴の明瞭度を区
分する提案も行われている 2-10).いずれの手法にせよ，地質区分や地質構造，斜面の方角や
傾斜によって実際の不安定の程度は大きく変わるため，決まった手法のみで危険度を判定
することは困難であると考えられる．ただし，これまで実施された広域的な判読は主に空
中写真および既存の地形図である．最新の航空レーザによる地形図や衛星写真によって高
精度な地形図が作成されることで新たな地形的特徴が判読される可能性がある．  
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表 2-1 不安定斜面の地形的特徴とその明瞭度に基づく判読基準表 2-10) 
 
このように抽出された地すべり地形は，斜面カルテ 2-11)として国交省によって実施してい
る危険箇所点検の記載が行われている．この斜面カルテには地すべりの保全対象や周辺の
土地利用方法，災害履歴などの情報を記載することができる． 
 
(3)公刊資料による危険箇所推定 
①深層崩壊の発生箇所の推定 
深層崩壊に関して過去の深層崩壊発生箇所と地形・地質条件との関連を統計的に分析し
た「深層崩壊推定頻度マップ」2-12)を公表している．さらに，深層崩壊に関する調査の第二
段階として空中写真判読等による深層崩壊の渓流（小流域）レベルの調査を進め，平成 24
年 9 月，深層崩壊の推定頻度が特に高い地域を中心に，地質条件等が同質の一定区域内に
おける深層崩壊の相対的な危険度を示した「深層崩壊の発生の恐れのある渓流抽出マニュ
アル（案）」2-13)を公表した. 深層崩壊の発生個所の抽出については，①深層崩壊の発生実
績のある流域，②深層崩壊の発生と関連性の高い地形的な「ゆがみ・変状」がある流域，
③勾配および集水面積が大きい斜面が多い流域，の 3 条件を深層崩壊の発生のおそれのあ
る流域として抽出し，上記の①～③の条件を数多く満たす流域ほど深層崩壊の発生の危険
度が高い流域として抽出をおこなった．ただし，地形的な「ゆがみ・変状」は，いわゆる
地すべりに特有な地形であり，空中写真判読を行う必要がある． 
この手法は，深層崩壊の発生実績が大きな要因となっているが，渓流毎の評価であり，
地すべりや深層崩壊の地点自体を推定するわけではないため，本研究の目的とはやや異な
る． 
 
  
 
地形要素
崖錐堆積物による斜
面で，貯水池湖岸に
分布し滑動の可能性
があるもの
滑落崖や重力性亀裂などを伴うもの 脚部・側部に崩壊地を伴うもの ガリー状の谷を伴うもの 植生の衰えを伴うもの
地形タイプ⑤
地形タイプ④
周囲に比較して植生が衰え，地
下水位の低下が示唆される
明瞭度
α
明瞭度
β
側部にガリー状の谷を伴い
継続的小崩壊が継続
地形タイプ⑥ 地形タイプ⑦
地形タイプ① 地形タイプ② 地形タイプ③
脚部・側部に進行中の崩壊地を伴う
河川流路の変化を伴うもの
地形タイプ⑤
崖錐堆積物を伴うもの
地形タイプ⑨
移動体が河川に侵食さ
れず，河川の流路やダ
ム湖岸線を変化させて
いるもの
[明瞭な滑落崖を伴う]　　　　　　　　　　[重力性裂溝を伴う]
[滑落崖が開析されて不明瞭] [断層等の組織地形]
崩壊跡
谷谷
崩壊跡
谷谷
　[凸状尾根・斜面]　　[谷や崩壊跡に囲まれた尾根・斜
崩壊跡
谷谷
崩壊跡
谷谷
[不安定形状尾根・斜面に崩壊跡を伴うもの]
ガリー状の谷が存在するが，
移動体とは関連がないもの
[不安定形状尾根・斜面] [進行中の崩壊地と移動体・不安定斜面との関連がない]
該当なし
移動体内を流下し、
分割しているもの
新規追加地形タイプ
該当なし
該当なし
植生の衰え
新規追加地形タイプ
新規追加地形タイプ
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②地すべりの発生箇所の推定  
(独)防災科学技術研究所による地すべり地形分布図は，「地すべりは過去に地すべりが発
生した同じ場所や，その周辺地域で発生することが多い」という経験則から，日本全国を
1/50,000の地形図に地すべり地形の空中写真判読結果を示している． 
なお，2011 年の台風 12 号における深層崩壊発生地は，崩壊 20 箇所のうち，地すべり地
形分布図で判読した地域と場所・範囲が概ね一致した箇所が 7 箇所で，一部が一致した箇
所が 5箇所の合計 12箇所となった．また 6割が崩壊発生前に地形的な危険性箇所として抽
出されていた 2-14)．これは地すべり地形を有する斜面が再滑動を生じるという可能性を証明
するものであるが，地すべりの規模や滑動性，安定性について評価は実施されていない．
また各地すべりの今後の活動性の有無についても，降雨や地震の規模によって連動するた
め，判断することが難しいのが実情である． 
 
③地方自治体などの地すべりや急傾斜地の指定 
斜面災害が発生する箇所のうち人家がある場合など社会生活に大きな影響を与える区域
については，地方自治体ごとに地域の設定が行われる． 
砂防指定地，急傾斜地崩壊危険区域，地すべり防止区域の設定は，地域の自治体が指定
するが，この指定地は民間の家屋や地物に影響のある地点に限られる．これには道路も含
まれるが，直接影響のない斜面では選定されることはない．砂防分野においては，土砂量
の解析などにより砂防ダムの設置や河川の改修が行われている． 
 
(4)まとめ 
以上，地すべり・崩壊の発生事例と発生箇所の推定について取りまとめた．現在，国土
交通省を中心に研究が進められ，まとめられている各種の危険度マップは，地域のハザー
ドマップ作製にも有効であり，例えば，DIG（Disaster Imagination Games）などで専門の
技術者と市民，行政が行動訓練を行う貴重な資料となり，常に最新技術による危険度マッ
プの高精度化が望まれる． 
実際に特定できる地すべり地形と崩壊の発生箇所の推定は過去より実施されており，空
中写真や発生事例の検証により把握され上述の通り公刊資料として整っている．しかしな
がら予測の程度は，5割程度であり今後の豪雨・地震事象が増加することを考える十分では
ないと考える．本研究では，モニタリングについて検討を行う前に，上記の的中率が 5 割
程度となっている原因を把握する必要があると考えた．そこで近年発生した斜面災害のう
ち，事前の発生推定ができなかった事例や，困難であると考えられた事例について検証を
行う． 
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2.1.2 予測困難な地すべり・崩壊の事例 
 
上記のように様々な事例研究がおこなわれているものの近年では，豪雨や地震の災害の
規模も未知な事象が発生するなど，これまでの経験以上の事態に遭遇することが増加して
いる．数 km上流の斜面から地すべり・崩壊の堆積物が流下する土石流による被害も増加し
ている．特に異常気象を誘因とした地すべり・崩壊の発生は，たとえばダム設備周辺だけ
でなく，貯水池に係る広大な流域面積
が対象となり，そのリスクを把握する
取り組みが重要である．以下に近年直
面した対応の困難な事例を示した． 
 
（1）事例１：未知の斜面における初
生すべりが発生した事例 
平成 23 年（2011）7 月 19 日，台風
6 号により，奈半利川流域の平鍋観測
所では最大 24 時間雨量 798 ミリ，連
続雨量 1,067ミリという未曾有の豪雨
を記録し，平鍋地区，小島地区，和田
地区で深層崩壊を起因とした土石流
が発生した．特に平鍋地区では，国道
493 号の寸断や，平鍋ダム貯水池への
土石流流下に伴い発生した段波がダ
ムを越流するといった影響があっ
た 2-15)． 
崩壊土砂量は，図 2-3に示すように
17万㎥であるが，下流の平鍋ダムへの
崩壊は 34 万㎥と倍となって貯水池に
流入した．本地点は，以下の図 2-4に
示すように，地滑りマップに記載され
ていない．また，自治体の地すべり指
定地にも指定されていない．ただし，
周辺には滑落崖や移動体が記載され
ている．また平鍋の集落の緩斜面は上
位の谷地形からの土石流の堆積物に
よる扇状地形となる，崩壊量が多いこ
とを示唆している． 
図 2-3 平鍋地区深層崩壊の概要 2-15) 
2-7 
 
 
図 2-4 J-SHIS防災科学研究所地すべりマップ 2-16)より 
 
次に航空レーザ計測結果から，崩壊地周辺の，崩壊発生前後の微地形の変化を見る 1-15)．
図 2-5，図 2-6 として示した範囲が崩壊地周辺地形を示す．航空レーザ測量結果は，標高を
色分けし，グレーが濃くなるほど斜面傾斜が大きくなることを示す．この斜面傾斜の変化
より，斜面上の遷急線と，そのうち過去の崩壊により形成された遷急線が，崩壊前の微地
形を示す図 2-5 に示している．なお，今回の崩壊地の周辺には多くの崩壊跡地が確認され
ており，既往の崩壊地が多い．そして崩壊跡地は斜面上部の稜線上の山頂緩斜面の辺縁部
(A)に存在するものと，今回の崩壊地の北方に隣接する浅い谷状斜面の内部に存在するもの
(B)がある．稜線上の緩斜面は上下 2 段の遷急線を有している(C)ことから，山体が重力変
形し，緩斜面が下方へクリープしていることを示すと考えられる．稜線付近の崩壊跡地(A)
はこの変形により生じた大規模な崩壊の痕跡と推測される．また後者(B)は上記の大規模崩
壊により生産された土砂が，谷状斜面に堆積して形成された崖錐の小規模な崩壊であると
推測される．また今回の崩壊にあたる部分を見ると，崩壊したのは小尾根末端に広がる斜
面であり，直上の小尾根上には小規模な緩斜面(D)が存在する．崩壊源頭部にあたる部分は
急斜面(E)となっていて，中腹部には不明瞭ではあるが，2 本の遷急線があり，その下部斜
面の傾斜は緩い．これらの遷急線は過去に崩壊が発生した際の崩壊冠頭部であり，その下
に崩壊土砂が堆積して崖錐斜面(F)を形成したと考えられる．崩壊後の微地形を示す図 2-6
を見ると，今回は緩斜面直下の急斜面(E)と，その下の緩傾斜の崖錐(F)を含んだ部分が崩
壊したことがわかる．このように詳細な微地形の判読によって事前に崩壊に特定な地形を
判読することができているものの，この地形情報のみで不安定化している，あるいは滑動
する斜面と判定することは難しいと考えられる． 
滑落崖出現箇所 
平鍋大谷 
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図 2-5 平鍋地区崩壊前の微地形 1-15)
 
図 2-6 平鍋地区崩壊後の微地形 1-15)  
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（2）事例２：隣接する箇所に地すべり跡地が確認できる流域 
事例２は，十津川流域の豪雨災害に関するものである．台風第 12号が，2011年 9月 2日
から 5日にかけて西日本を横断し，特に紀伊山地に 2000mmを超える降雨をもたらし，50箇
所以上の深層崩壊を発生させた．十津川水系の風屋ダム付近では，2011年台風 12号の豪雨
において多数の地点で深層崩壊・表層崩壊が発生した．周辺では，図 2-7 に示すように平
成 23 年の災害時だけではなく，明治 22 年の災害でも土砂災害が発生している．土砂災害
の発生は一般住居や発電構造物に隣接し，大きな影響を与える．実際に本地点の上流に位
置する関西電力の長殿発電所は，宇宮原の深層崩壊による土砂が増水した河川に突入し上
流へ向かった津波（段波）により破壊されている． 
  
図 2-8 には，災害後に電源開発株式会社が撮影した航空レーザ測量による 1mコンタ等高
線図とオルソ画像を示す．これによると，オルソ画像では確認できない不連続線が約 200m
にわたって伸張していることが確認できる．これらは，図 2-9 に示す現地調査で前年の台
風 12号豪雨による谷向き小崖と確認されている．このようにレーザ測量による精度の良い
地形図を作製することは，これまでにない未知の微地形が抽出できることになる．なお明
治 22年の崩壊地は植生が再生しており，周辺の未崩壊部分の植生の生育状況と殆ど変らず，
空中写真判読やオルソ画像による崩壊地の区別は困難である．この滑落崖は約 200mの連続
性が確認できたが，地すべり移動体としての範囲の設定には至らず，規模の設定も概略と
なり今後の監視対象となった．しかしながら立地上の問題から計測機器の設置が不可能で
あり，対象箇所までのアプローチも数時間必要とすることから，要注意箇所として抽出す
図 2-7 熊野川水系，風屋ダム付近の崩壊地分布（地形図はダム湛水後） 
「奈良県 紀伊半島大水害 大規模土砂災害アーカイブ」2-17) に加筆 
明治 22 年十津川大
水害時の崩壊地 
平成 23 年台風 12
号豪雨時の崩壊地 
平成 23 年台風 12 号豪
雨時の流出土砂 
明治 22 年十津川大
水害時の流出土砂 
明治 22 年十津川
大水害時の土砂
ダムによる湛水 
小原谷 
対象箇所 
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るのみにとどまっている． 
 
 
図 2-8 明治 22年十津川水害の崩壊地と滑落崖（電源開発株式会社提供） 
上：1mコンタ図 下：オルソ画像 
  
図 2-9 現地踏査における状況写真 
滑落崖は高さ 50㎝，幅 30㎝の段差であり連続が良い．滑落崖は，コケなどの付着は無く褐色で細粒分の多い崖
錐堆積物である． 
判読された滑落崖 
明治 22 年崩落跡 
明治 22 年崩落跡 
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(3)事例３：対策工を行う予定のない不安定斜面 
事例３の対象地点は，十津川の中流域において土捨場調査に伴う航空レーザ測量による
地形図作成で確認できた地すべり地形である．現地状況から平成 23年の紀伊半島の豪雨災
害で活動したと考えられるが，現地は過去に簡易水道が敷設された程度で，道路や民家な
どの民間設備は無く，わずかに植林の痕跡があるほかは整備されていない山地である．地
形的にも周辺の道路（国道や村道）から見通せない死角に位置することから，滑動が一般
に知られることがなかった．なお図 2-10に示すように地すべり分布図に記載は無い．ただ
し図 2-11 に占めすように，空中写真では末端部に崩壊地が認められる．  
対象地点の地質は，白亜紀後期の四万十帯に相当し，日高川層群丹生之川類層の泥岩層
からなり，南側には砂岩層からなる．地質構造は NW～EWで 50～80°で北傾斜となっている
が一部，南傾斜の箇所も確認されている．文献断層で明瞭なものは認められない．周辺に
は平成 23 年に発生したものだけではなく，明治 22 年の十津川水害や，さらに過去に発生
した地すべり・深層崩壊の発生が確認されている． 
電源開発株式会社による航空レーザ地形図の作成後，微地形判読を実施したところ，図
2-12および図 2-13 に示すように地すべり地形を判読することができた． 
現地踏査およびボーリング調査を行った結果，地すべり面と推定される軟質部と堅岩部
の境界を確認し，地すべり面を確認でき，地すべり移動体であることを確認できた．地す
べり岩塊中にも複数のせん断面を確認できており，地表の微地形（滑落崖，小崖など）と
関連のあるものを区分し地すべりのブロックを複数に分けることが可能となった． 
全体の崩壊のメカニズムは末端部の崩壊が顕著であり，末端の緩斜面付近に小崖が多い
ことから下段のブロックが崩壊することで，連鎖して全体の活動が生じたと考える．地滑
りは，比高 280m，平均傾斜角度は約 35°である．地すべりブロックの規模は最大で 580万
㎥に達するが，末端部の崩壊が確認されており崩壊進行の可能性の高い地すべりブロック
は 23万㎥である． 
現地の滑落崖は，写真 2-1 に示したようにいずれも明瞭であり，平成 23年に数 m程度滑
動した可能性が高い．対象斜面の末端部の崩壊も進行中であることから，通常の降雨や自
然崩壊においては，表層崩壊のリスク，異常気象による豪雨・地震の発生においては，深
層崩壊のリスクを検討する必要がある．いずれの崩壊が発生した場合にも，崩落する河川
勾配が小さいため，土砂ダムが形成することになる．この土砂ダムが決壊すれば下流のダ
ムに影響する可能性が考えられるため，土砂災害のリスクが生じることになる．現在では
孔内傾斜計により年複数回の計測を行い，滑動状況のデータ収集を行っている段階である． 
このように，高精度の航空レーザ計測は，事前の文献調査等で認められない数 10㎝の滑
落崖地形を確認することができたことで，リスクを把握することができた事例である． 
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図 2-10  防災科学研究所地すべり分布図（J-SHISによる表示）2-16) 
 
 
図 2-11 該当斜面の鳥瞰写真(北側からの撮影) 
 
 
対象箇所 
対象箇所 
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図 2-12 航空レーザ測量による地形起伏図（電源開発株式会社提供） 
 
図 2-13 対象地域の微地形判読図（電源開発株式会社提供） 
100m 
2-14 
 
 
 
写真 2-1 頭頂部滑落崖 流盤の砂岩露頭 
  
写真 2-2 移動体内の小規模な滑落崖と側方崖 
(a)移動体斜面内の新しい滑落崖，高さ 50㎝で 100mほど連続している． (b)側方の滑落崖，高さ
2m側方崖には褶曲し劣化した粘板岩が分布している 
 
 
  
（a）頭頂部の滑落崖は，高さ 2
～5m で明瞭．コケや植生の
付着が少ないことから数年
以内に発生した可能性が高
いと考えられる． 
（b）滑落崖は，流盤の砂岩に，
明瞭な条線が確認できてお
り，岩盤滑りである． 
 
(a) 
(b) 
(a) (b) 
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(4)事例４：インフラ構造物付近で発生する地すべり・崩壊 
事例４は，地震を誘因とする土砂災害の事例であり，平成 28 年 4 月に発生した平成 28
年熊本地震において 4 月 16 日の本震(発生時刻 1 時 25 分，Ｍ7.3，黒川第一発電所近傍で
震度 6 強）により水路やヘッドタンク等の設備が損壊し，発電用水が流出する事象が発生
したものである． 
 
①崩壊に関する経緯と調査報告 2-18) 
発電所のヘッドタンク付近では，崩壊に伴いヘッドタンク及び周辺設備の損壊により約 1
万 m3の発電用水が流出した．水と土砂の流入によりヘッドタンク下方に位置する南阿蘇村
新所区が被災した．また，阿蘇大橋付近では，斜面の崩壊による水路埋没，埋没に伴う水
路閉塞により約 20万 m3の発電用水が流出した． 
本地点は，阿蘇山のカルデラ地形を示す場所であり，急崖を呈するカルデラ壁付近(立野
火口瀬内に位置するヘッドタンク付近の斜面もこの地形に該当)と降下火砕物が厚く堆積
した中央火口丘群での崩壊発生したものである． 
本地点の地質は，図 2-14 に示すように先阿蘇火山岩類(地質年代：約 220～45万年前)に
属する凝灰角礫岩が基盤をなしており，この層はヘッドタンクなど構造物の基礎となって
いる．基盤である凝灰角礫岩の層を覆うように安山岩が分布しており，この層は崩壊斜面
の頂部及び崩壊斜面上方で確認した．基盤である凝灰角礫岩の上には，安山岩や凝灰角礫
岩の礫と細粒の基質部からなる層(古期崩壊堆積物)が不整合に覆っており，この層は立野
火口瀬形成以降に発生した崩壊や土石流などが堆積して形成されたものと推定される．表
層部には，ローム層(火山灰質土)，崖錐堆積物が被覆している． 
崩壊形態に関して崩壊土砂には，火山灰質土や崖錐堆積物などの表層堆積物だけでなく，
地山の地層を構成する安山岩・凝灰角礫岩の岩塊も含まれることから，崩壊は岩盤を巻き
込んで発生したと推定される．図 2-14 に示すボーリングや露頭にみられる岩盤状況をもと
に，崩壊前の岩盤状況について推定を行っている．今回の地震により崩壊した岩盤は，Ａ
崩壊がＣL級の安山岩及びＤ級の凝灰角礫岩の部分，Ｂ崩壊がＤ級の凝灰角礫岩の部分であ
ったと推定される．崩壊斜面内でみられる安山岩には硬質ながら著しい割れ目の開口，凝
灰角礫岩には風化の影響と割れ目の開口を確認した．このことから，地震の影響で表層側
の岩盤部に割れ目の開口による緩みが発生して，表層側の岩盤部が崩壊したと推定される． 
 
②崩壊の発生 
本地点においては，付近に阿蘇山起源の火山性の堆積物が分布していることから，地質
的な素因としての危険度は当初から高いと考えられる．一方，自然現象の誘因の進行，す
なわち小規模な崩壊や崩壊地が認められたか，という情報は入手できなかった．公刊資料
のうち，図 2-15 に示すように地すべり地形分布図には，崩壊した地点については判読され
ていない，しかしながら，崩壊した渓流の本流上流，崩壊地の北約 300ｍには，不明瞭な滑
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落崖と移動体堆積物が判読されており，この渓流が土石流を発生させていることは考慮す
ることができる． 
発電所の水路構造物は標高差を必要とすることから尾根状の地形に設置されることがあ
るが，サージタンクや水路管などの設備は尾根と並行の方向に位置することは多数あるた
め，地震動に対しては厳しい条件となる，また今回の斜面災害の事例は，直下型地震を誘
因としたものであるが，局所的な豪雨となる場合には地質条件も重なって崩壊するリスク
も有していると考える． 
なお本事例の災害事前の微地形は国土地理院により撮影されている．急傾斜であるもの
の明瞭な微地形の有無は不明である．このように微地形判読を目的とした高精度なレーザ
計測による地形図があり，数 10㎝の滑落崖などが存在していることを確認ができていれば
事前に対策を行えた可能性がある．このように事前にリスクを把握することができること
で，対象方法も異なっていた可能性がある．しかしながら九州を含む西南日本においては
植生が濃いために，通常のレーザ計測と解析では数 10cmの微地形判読図ができない可能性
もあるため，技術的な開発も課題となる． 
図 2-14 黒川第一発電所ヘッドタンク付近の地質平面図 2-16) 
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図 2-15黒川第一発電所付近の地すべり地形分布図（J-SHISによる表示）2-16) 
 
(5)事例５：地すべり指定地内の緩慢なひび割れ進行 
事例５は，地すべり指定地の末端部に位置する地点である．本地点には民家が分布する
ほか，発電設備の管理用道路進入口も地すべり防止区域に指定されている．地すべり自体
は，県による管理下にある．現地では，顕著な割れ目が多数認められる．特に道路の川側
は盛土と考えられるが，川側と山側の擁壁両方に亀裂が認められている．道路の沈下は認
められておらず，斜面の川側への押し出しが認められるのみとなっている．  
現状では，測量ピンによる計測が行われているが，道路の端部の 2 箇所で計測されてい
るのみであり，道路川側の盛土沈下は緩慢であると思われ，急激に変状が拡大することは
ないものと思われる．しかしながら，今後の異常気象による路盤の沈下や亀裂の拡大が進
行する可能性が考えられる． 
黒川第一発電所ヘッドタンク 
崩壊発生位置 
判読された移動体と滑落崖 
2-18 
 
 
図 2-16 地すべり指定地と末端部に敷設された道路（J-SHISによる表示）2-16) 
 
  
図 2-17 地すべり指定地に敷設された道路における地形の変状 
 
 
  
クラック発生位置 
地すべり指定地範囲 
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2.1.3 事例調査のまとめ 
 
事例調査の結果を以下にまとめる． 
① 奈半利川における平鍋地区の深層崩壊については，詳細な微地形の判読によって崩
壊前に特徴的な地形を判読することができているものの，この地形情報のみで不安定
化している，あるいは滑動する斜面と判定することは難しい．この深層崩壊は付加体
である四万十帯の砂岩・泥岩の複雑な地質構造が原因である．ただし,特徴的な地形は
判読されていることから，これらの幅の拡大，連続地形の伸長について着目し，複数
時期の差分による変化を把握することで，予測が可能になると考えられる． 
 
② 紀伊半島大水害における風屋ダム下流の地すべり跡地の新規滑落崖については，高
精度の航空レーザ計測により，旧地すべり地に隣接する地点において微地形（小崖）
が抽出できた．この滑落崖は約 200mの連続性を有していたが，地すべり移動体として
の範囲の設定には至らず，規模の設定も概略となり今後の監視対象となった．しかし
ながら立地上の問題から計測機器の設置が不可能であり，対象箇所までのアプローチ
も数時間必要とすることから，要注意箇所として抽出するのみにとどまっている．こ
の微地形すなわち滑落崖は明瞭に判読されていることから，これらの幅の拡大，連続
地形の伸長に着目し，複数時期の差分を把握することで，予測が可能になると考えら
れる． 
 
③ 紀伊半島山地における新たな滑落崖が確認された事例は，滑落崖はいずれも明瞭で
あり，さらに末端部の崩壊も進行中であることから，通常の降雨や自然崩壊において
は，表層崩壊のリスク，異常気象による豪雨・地震の発生においては，深層崩壊のリ
スクを検討する必要がある．現在では調査ボーリングを実施済みでありこの時設置し
た孔内傾斜計により年複数回の計測を行い，滑動状況のデータ収集を行っている段階
である．周辺に構造物がないために，本地点は対策工や監視を行う予定がない．しか
しながら現状のままでは再滑動のリスクを有することになる．前回の降水量や直下型
地震が発生して崩壊が生じれば土砂ダムとなり，下流の貯水池に影響が考えられるた
め，最低限のモニタリングを実施する必要がある． 
 
④ 黒川第一発電所の事例においては，発電所の水路構造物は標高差のある尾根状の地
形に設置されること多い．特にサージタンクや水路管などの設備は尾根と並行の方向
に配置されることが多く，地震の規模によって局所的に不安定となる場合には地質条
件も重なって崩壊するリスクを持っていると考えられる．本事例においては，地震発
生前の微地形は国土地理院により撮影されているが，急傾斜であるものの明瞭な微地
形の有無は不明である．このような地点についても微地形判読を目的とした高精度な
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レーザ計測による地形図があり，数 10㎝の滑落崖などの微地形の判読および評価がで
きていれば事前に対策を行えた可能性がある．このように事前にリスクを把握するこ
とができることで，対応方法も異なっていた可能性がある． 
 
⑤ 地すべり指定地の末端部の事例は，顕著な割れ目が多数認められる．現状では，測
量ピンによる計測が行われているが，道路の端部の 4 箇所で計測されている．現状に
おいて道路斜面下側の盛土沈下は緩慢であり，急激に変状が拡大することはなく安定
していると思われる．しかしながら，今後の異常気象による路盤の沈下や亀裂の拡大
が進行する可能性が考えられる．このような擁壁の変状などの第三者への遭遇確率の
低い箇所は，逆に発生頻度も高いことになるが，地点数が多いことから，十分な監視
ができているとは言えない．ただし，すべてをリアルタイムモニタリングすることは
コストの課題があることから，簡易で多数設置できる手法が必要であると考える． 
 
以上のように斜面災害の発生は，1章で記載したように気象による降雨量が増加する可能
性が増えるだけではなく，発生箇所を正しく推定することも困難である．多雨により地盤
内の地下水が，高位な状態のままになり地盤が緩んできている可能性もある．特に，活動
が明瞭化しておらず，平常時の変位量が不明で豪雨時のみ滑動するような斜面が多く存在
している可能性があることを考えると，このような場合には，災害被害を未然に防ぐある
いは被害を最小限に抑えるために斜面の挙動をモニタリングする計測技術の確立が必要で
ある．特に，緩慢な地すべりについては，その変動を把握することが困難となっており古
くより課題となっている 2-19) ．また地すべり地形が明瞭だとしても，どのような豪雨や地
震で再滑動するかの判定は難しい．本項での事例の検討から，以下の課題があげられる． 
 
①既存の地すべり地形が再滑動するだけでなく，地形条件が充分に確認できない未知の不
安定斜面において崩壊が発生している．崩壊で生じる特長的な地形は，植生に隠される
ことがあるため，空中写真やオルソ画像だけで判読することは難しい． 
②豪雨によって再滑動，あるいは新規に崩壊した場所は明らかとなるが，隣接する斜面に
ついては，次回以降の降雨時に崩壊が発生する可能性がある． 
③地形的特徴が明らかになっているものの，崩壊により直接の被害が発生しない場合，す
なわち落石や擁壁の変状などの第三者への遭遇確率の低い箇所は，逆に発生頻度も高い
ことになるが，これらは地点数が多く，すべてをリアルタイムモニタリングすることは
コストの課題がある． 
 
上記のような発生が予測することが困難な斜面は自然斜面や人工斜面に限らず多く存在
すると考えられる．これらを解決するために，斜面モニタリングが重要であり，必要な着
目点を次項で整理し適切な動態モニタリング手法を選択する基礎資料とする． 
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2.2動態モニタリングの着目点 
 
本章では，2.1項で得られた斜面災害の事例に基づき，課題を整理し斜面の動態モニタリ
ングを実施するために効果的な着目点の検討を行う． 
斜面災害の発生の問題はいつ，どこで，どのようなタイプで，どのような規模で発生す
るかが重要である．これには地質，降雨や地震などの要因（素因・誘因）が相互に関連す
る問題である．多くの崩壊予備群は，活動が明瞭化しておらず，かつ平常時の変位量が不
明で地震・豪雨などの自然現象が誘因となった時のみ滑動する．しかし，すべての箇所で
一般的な監視機材を設置することには費用対効果の面で課題がある．そこで崩壊の被害を
未然に防ぐあるいは被害を最小限に抑えるためには，簡易な計測技術の確立が必要である．
また変動量が不明な段階で設置機材を配置することはできないため，面的な変動を捉える
ことで情報を補うことが可能となる． 
本項ではこれらの可能性に対してどのような現象や事象が認められるか，または，どの
ような特徴的な地形を抽出する必要があるかについて整理を行う． 
 
2.2.1 地すべり・崩壊に伴う変動事象の特性 
 
 地すべりにおける主な変形構造と空間構成領域の区分について図 2-18に示した．また表
2-2には，地すべりによる変形構造の要素を地表面変形構造，地中変形構造およびそれぞれ
の変動域に区分した事例を示す． 
 
図 2-18おもな地すべり様式による空間構成領域と変形構造 2-20) 
 
 変形構造は，地すべりの滑動に伴って斜面を構成する物質が変形することによって生じ
る構造要素である．変形構造のうち，最も重要なのは輪郭構造であり，これにより地すべ
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りの変動域と非変動域とを区分が可能となる． 
次に，地すべりの輪郭構造として発生域では，地すべりの代表的な構造要素である，滑
落崖や後方亀裂を挙げることができる．滑落崖は，地すべりが滑動を発生し変動したこと
により可動域と非可動域の境界で形成された急崖を示す． 
また移送域では滑落は比高の小さいものが認められるが，円弧すべりや低角度の地すべ
りにおける水平方向の移動による削剥面の輪郭が明瞭になる．このような形状は，平行移
動となっている可能性があり，単に一部の変位をとらえるだけでなく，斜面全体を面的に
とらえる必要がある． 
 最後に，斜面の末端部での移送・堆積域は，輪郭構造としては，小丘や末端リッジの形
成が認められ，その内部構造は放射状の亀裂や縦断・横断亀裂が認められる．これらの末
端部付近は，河川の河床付近や段丘堆積物および崖錐堆積物の堆積領域になることが多い．
これらの地形は，人家や道路のアスファルトやコンクリート擁壁など人工構造物が存在し．
変動を与えている影響がある．これは前述した 2.1項の事例５に相当するものである． 
 
表 2-2 地すべりの変形構造の代表的な要素 2-21) 
 
また，図 2-19 に示す地すべりの進化過程を見ると，安全率 Fs=1.0 を下回り初生変動が
発生する前段階においても潜伏期として不安定が進行している指摘があり，このような段
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階の地形的特徴の変状を捕らえることができれば，事前に崩壊する箇所の選定も可能にな
ると考えられる． 
 
 
図 2-19 初生すべりの準備段階から消滅に至るまでの過程 
横山 2-22)を元に改変 2-23) 
 
本研究で目的とする網羅すべき動態モニタリングについて，以下に整理した． 
 
① 第一の対象として，地すべり末端部の既存のインフラ構造物，すなわちコンクリー
ト構造物やアスファルト面のひび割れを簡易に計測することで，自然事象発生時に
しか変動しない箇所の維持管理の一環として活用できるようにする． 
② 第二の対象は，人工構造物で擁壁など面的に捕らえ，斜面変動の活動性の評価を実
施できるようにする． 
③ 第三の対象は，地すべり・崩壊の全体を対象とする．これらが発生する事象に伴い
特徴的地形が認められることが判明しており，これらを面的に取り扱える方法とす
ることで，部分的な変状や地すべりの微地形の抽出を行う事が可能となる．またこ
の変化を検出することでモニタリングを行うことが可能となる． 
  
2-24 
 
2.2.2 斜面末端部における人工構造物の変状 
 
斜面末端部の人工構造物については，地すべりの影響を把握するだけでなく，社会資本
の整備の一部という面も有する．すなわち我が国では 1960 年代の高度経済成長期に短期間
で社会資本が整備され，数多くの土木構造物が建設されたが，近年これらの構造物が建設
後約 50 年を経て老朽化し，健全性を評価するための点検手法の効率化および省力化が重要
な課題となっている．表 2-3 に示すように社会インフラは地方公共団体が管理している施
設が大部分を占めており，平均年齢が 30 年を超えるものも多く，老朽化が進んでいる． 
 
表 2-3 社会インフラの現状 2-22) 
 
 
図 2-20 我が国における建設後 50年以上が経過する橋梁・トンネル数の推移 2-23) 
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こうした構造物にリアルタイム監視機材を設置することには費用対効果の面で課題があ
るため普及していない．トンネル，ダム，橋梁，道路法面などの土木構造物において，我々
が最初に得られる劣化・変状の情報はコンクリート表面に発生するひび割れである．ひび
割れ状況を把握しコンクリート構造物の健全性を評価し，以後の補修・補強の計画を立て
ることがきわめて重要である．ひび割れの状況の計測項目は幅，本数，長さ，発生場所な
ど多岐にわたる．このうちひび割れの本数や長さの計測は比較的遠方からの目視でも可能
であるのに対し，ひび割れ幅の計測は高精度で定量化が求められるために近接目視により
クラックスケールを当てる作業が必要となり，目視点検の効率化を図ることが困難となっ
ている．以上のことから，簡便で効率的なひび割れの幅の計測方法が必要とされているこ
とがわかる． 
一方で，「道路トンネル定期点検要領」2-24)の管理基準を見るとひび割れに関してⅠ~Ⅳの
判定区分は表 2-4 のようになっており判定基準は定量的ではない．また点検方法も「近接
目視により行うこと」を基本としている点や点検者は「道路トンネルの定期探検を適正に
行うために必要な知識及び技能を有する者が行う」といった点からも点検者への負担の大
きさがうかがえる．補足欄に「今後，調査技術者が近接目視によって行うものと同等の評
価が行えると判断できる新技術が開発された場合は，新技術の併用を妨げるものではない」
といった項目があることから新技術の開発の重要性もわかる．点検要領を詳しく見ると，
点検時の判定区分について，ひび割れの進行がある場合とない場合によって判定の区分が
分かれていることが見て取れる．また，「2013 年制定 コンクリート標準示方書 維持管理
編」2-25)の中のひび割れが生じた構造物の維持管理フローを見ると，図 2-21 のようになっ
ており，ひび割れの発生した原因や構造的要因について検討した後，ひび割れの進行性が
あるかどうかによってその後の維持管理計画が変わることがわかる．ひび割れ進行が進行
しているということは，構造物の機能低下につながる．ひび割れの進行を観察することで
変状の区分や変状の種類を推定することが可能となる．コンクリート構造物の点検作業を
行う上で重要なのはひび割れの進行速度に着目することであるということが読み取れる．
また，日本コンクリート工学会「コンクリートのひび割れ調査，補修・補強指針‐2009‐」25)
ではひび割れ幅，環境条件，設計耐用期間等に応じて，ひび割れが部材に与える影響を評
価し，対策の要否を判断する方法が表 2-5のように示されている． 
 表 2-4 ひび割れに対する判定区分 2-24)  
Ⅰ ひび割れが生じていない，または生じていても軽微で，措置を必要としない状態 
Ⅱ ひび割れがあり，将来的に構造物の機能が低下する可能性があるため，監視，又
は予防保全の観点から対策を必要とする状態 
Ⅲ ひび割れが密集している，またはせん断ひび割れ等があり，構造物の機能が低下
しているため，早期に対策を講じる必要がある 
Ⅳ ひび割れが大きく密集している，またはせん断ひび割れ等があり，構造物の機能
が著しく低下している，または圧挫があり，緊急に対策を講じる必要がある状態 
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図 2-21 ひび割れが生じた構造物の維持管理フロー2-25) 
 
表 2-5 ひび割れの変動量と補修・補強工法の選択例 2-26) 
ひび割れ
幅の変動 
ひび割れ幅 
ひび割れ補修工法の種類 
表面処理工法 注入工法 充填工法 その他の工法 
小 
0.2ｍｍ以下 ○   ○ 
0.2～1.0ｍｍ  ○   
大 0.5ｍｍ以上   ○ ○ 
既存のコンクリート壁面に発生したひび割れ幅計測の計測手法はいくつか存在している
（図 2-22）．もっとも広く行われているのは近接目視計測である．これはひび割れに直接ク
ラックスケールを当てて目盛りを読み取り，記録し，変位量を確認する方法である．また
ひび割れの両側にピンなどを打ち，その間隔をノギスで計測する方法もある．これらの計
測方法は簡単であるが， 
・ 計測者の経験に基づくため判断にばらつきがあり，客観的，定量的な評価ができな
い 2-27) 
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・ ひび割れの変状の進行性の定量的評価が難しい 2-28)． 
・ ひび割れが開口方向に変位するのに加え，せん断方向に変位した場合にその変化を読
み取ることができない． 
・ コンクリートの温度変化による熱膨張の影響を変位したと読み取ってしまう可能性
がある． 
などの問題点が挙げられる．また供用トンネルの目視計測においては，暗い坑内で汚れた
壁面の点検では変状を見落とすことがある 2-28)ことや，交通規制等を行う必要があり道路交
通への影響がみられる 2-28)，ダムでは高所作業など危険が伴う 2-29)といった問題点も挙げら
れている． 
これらの目視計測に対して，クラックゲージ（亀裂変位計）をひび割れに設置し，変位
を計測する手法もある．クラックゲージには 3D ゲージやπ型ゲージなどが存在するが，一
般にコンクリートのひび割れは，常時の変位量は極めて小さいにもかかわらず豪雨や地震
時のみ進行する可能性があるために，きわめて多数の対象箇所に対してリアルタイム監視
機材を設置することは費用対効果の面で課題があり普及していない 2-30)．また電源の確保の
必要性や積雪期の対応なども考慮すると，長期間の計測に向いていない． 
          
(a)クラックスケール              (b)亀裂変位計 
図 2-22 従来のひび割れ計測技術 
 
図 2-23 MIMMによる計測状況 
最近では，点検ロボット技術として，トンネル走行型計測車両 MIMM（Mobile Imaging 
Technology System& Mobile Mapping System）（図 2-23）といったトンネル点検を補足す
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る技術も提案されている．この技術は，車両にデジタルビデオカメラおよびレーザを搭載
し，①覆工コンクリート表面のひび割れ，漏水，材質不良箇所の画像撮影，②覆工コンク
リート表面の凹凸や覆工内面の形状の座標データを取得するものである．画像計測におい
ては 0.2mm 以上のひび割れの検出し幅の計測が可能である 2-31)．この手法はトンネル内を
走行しながらひび割れを検出できるため，従来の近接目視点検のように交通規制などを行
わずに点検作業を行うことができる．また効率的に広範囲のひび割れ情報を検出すること
ができる．一方で，ひび割れや段差といった変状を抽出する作業は，経験者によるトレー
スが一般的である 2-32)． 
また近年では，デジタル画像を利用したひび割れ幅の計測技術が開発されている．この
技術は，基本的には現場での計測は撮影のみであり，得られた画像データをコンピュータ
上で処理し変位を計測する．画像処理の分野において，近年コンピュータおよびデジタル
カメラの性能の発展により，高画質のデジタル画素のデジタル画像の取得，表示，記録な
どが容易になっており，比較的安価に処理することができ注目されている 2-33)．この技術の
利点としては， 
・ 写真撮影により計測データを得られるため専門知識が不要であり，技術の導入が容易
である 2-34)． 
・ デジタルデータが得られるため客観性・再現性に優れている 2-27)． 
・ 基本的に計測する機器はデジタルカメラとパソコンのみなので，計測機器に要するコ
ストを低く抑えられる 2-34)． 
などが挙げられる．これらの優れた特性を持つ技術であるが，既往の写真測量技術はひび
割れの検出しその幅の計測を試みており 2-35)，ひび割れが検出できない場合その手法が活用
できない．撮影条件の違いによるひび割れの見え方の違いを図 2-24に示す．光の当たり方
によってひび割れの見え方に違いがあり，ひび割れと認識できる場合と認識できない場合
がある．このように従来の画像計測技術はひび割れ自体を検出しその幅を計測するため，
ひび割れの撮影条件によりその精度は大きく変わってしまう課題もある． 
 
図 2-24 計測条件によるひび割れの見え方の違い 
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そこで先述の通り，コンクリート構造物の維持管理の上で重要となるひび割れの進行性
の計測に着目し，反射ターゲットを利用し任意の位置から撮影した 1 枚の画像を画像処理
によってひび割れ自体を直接検出することなくひび割れ両側のブロックの変位を計測する
ことでひび割れ幅の変位を簡便かつ定量的に計測する手法が適していると考える． 
ただし，既往の研究では撮影距離 25m 以内であれば，1000 万画素クラスのデジタルカメ
ラを用いて，0.2mm 程度の高精度でひび割れ幅の変位を検出でき，ターゲットに正対した
位置から 60°の撮影角度がある位置からの計測でも，精度の低下は見られないといった結
果が得られている 2-30）． 先に示した日本コンクリート工学会「コンクリートのひび割れ調
査，補修・補強指針‐2009‐」2-26)のひび割れの補修・補強選択の例を考慮すると 0.2mm
のひび割れの変動量が指標となっていることが多く 2-36)，計測の誤差を考慮するとひび割れ
の変動を 0.1mm 以下で計測する技術が必要であると考える．  
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2.2.3 斜面全体の面的な変動の把握 
 
地すべり・崩壊全体の変動をモニタリングするには，対象斜面の挙動をできるだけ広い
範囲で，不安定化していない健全な範囲も含めて広く監視していく必要があるが，各々の
規模，比高や斜距離，幅，挙動は異なる．さらに平常時のバックグラウンドの変動（気温
や季節変動）も異なってくる．そのため，斜面挙動監視の方法は，それぞれの現場の状況
で対応していくことが必要となる．そこで，地すべりの調査方法を例に整理を行い，本研
究で必要な観測内容を整理する． 
 
(1)地すべりの調査方法 
地すべりを対象とした調査においては，以下の通り複数の指針がある． 
・国土交通省：河川砂防技術基準 調査編（平成 24年）2-40) 
・財）国土技術研究センター：「貯水池周辺の地すべり調査と対策」 2-41) 
・地すべり対策技術設計実施要領：平成 8 年度改訂版，第Ⅱ調査・設計編，地すべり対
策技術協会 2-42) 
 
図 2-25には，代表的な調査方針を記す．まず，予備調査として文献調査と地形判読調査
が行われる．地形判読調査は，空中写真を用いた地形判読で広域の概要を把握する．予備
調査に用いられる地形図は，この段階では一般的な 1/25,000地形図や 1/5,000地形図を用
いる．この予備調査の後，概査として現地踏査と地すべり発生・運動機構の推定が実施さ
れる．概査段階では，使用する地形図は現地測量または航空レーザ測量による高精度な地
形図で実施することが望ましい．微地形判読と地表地質踏査を行い，滑落崖の位置と不安
定斜面の規模あるいは地すべり地形での移動体の規模から被害想定を推測する． 
さらに詳細調査としてボーリングコア試料の観察や孔内傾斜計の観測結果に基づいて，
基礎岩盤やすべり面を特定することで全体の規模を明確にする．最終的には，これら調査
によって性状が明確となった不安定斜面に対して監視体制が計画される． 
 
(2)地すべりの監視体制 
監視体制については，表 2-6,2-7 に示されるように地表動態調査と地中動態調査に分類
されており，いずれも設置型でロガーを必要とする有線式である．これらの蓄積したデー
タは，空間地理情報として例えば，Shamen-net2-43)などのネットワークやクラウドを用いて
リアルタイムで監視することが可能である． 
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図 2-25 ダム建設時の貯水池湛水に伴う地すべり対応の方法 2-41) 
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表 2-6 地すべりの調査手法とその目的 2-42) 
 
 
 
 
 
2-33 
 
表 2-7 貯水池地すべりにおける計測の目的と景気の適用性 2-42) 
 
このような観測手法は，変動現象が顕在化してから計測が開始されることになり，本研
究の目的に合っていない．昨今では，広域的に地すべり地形分布の研究も進んでおり，深
層崩壊の分布や地すべり地形の把握は全国レベルで実施され，発生する区域の限定も可能
となった．しかしこれは概括的な把握にとどまっており，固有の箇所の進行が把握できる
ような状態にはなっていない． 
そこで，滑落崖や崩壊地の抽出を精度よく実施することが，変動を正確に捉えることが
できるようになると考えられてきた．航空レーザ計測技術の高度化による，地すべりに関
する微地形のタイプについて区分する研究が進められている 2-37)．これにより個々の地すべ
りの発生位置については，把握することができている． 
地形図から得られる情報をとりまとめて，稲垣ほかは，現在確認できる地形の解析を行
い，初生すべりにおいて地形的なひずみ量が 0.5～2.5%，傾斜が 25～30°であると取りま
とめている 2-38)．また，千木良ほかは，平成 23 年紀伊半島豪雨で得られた航空レーザ計測
の地形図から詳細な微地形を判読し，これにより深層崩壊発生前後の地形を比較し崩壊に
先立った変形量と斜面全体の大きさのヒズミを算出し，5～21％であるとした 2-39)．これら
の傾斜量やひずみの数値には，地すべりや崩壊の予測に対して決定的な情報にはならない
ものの，地域の地質や降雨状況によって特性があることを示し，特定エリアの地すべり・
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崩壊の発生条件を明瞭にする可能性もある．このような，研究の成果は，地すべりの地形
発達史と変位量，傾斜，変化率がリンクしていることを示すが，地形の形状をモニタリン
グすることで情報量が増加するとともに，得られる知見が増えることが重要である．すな
わち，詳細な地形図を得ることが，地形発達史をたどることや，微地形の判読を可能とし，
豪雨や地震といった自然事象の発生後に伸展・拡大しているかどうかを確認するのに有効
である． 
 
(3)変動速度に関する整理 
① 地すべり・崩壊の変位速度 
地すべりの変位の速度については，Vanes2-43)によって記載が行われており，Cruden and 
Vanes2-44)によって７つの速度階が設定されている．日本では図 2-26に大八木 2-45)によって
規模の区分と過去の事例が整理されている．この表では，顕在化した地すべりがほとんど
でありこのような場合は，現在広く使用されている計測機器で監視することが有効である． 
 
図 2-26地すべり・崩壊現象の規模および速度に関する区分 2-45) 
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しかしながら速度階１に相当する年 16ｍｍという極めて遅い地すべりはこれまで計測さ
れることはあまりない．しかし地震や豪雨で活発化する可能性があり，その分布を把握し
ておくことは有用である．移動速度が遅い事例では，鷲尾岳地すべりが報告 2-46)されており，
発生直後の滑動速さは年間１ｍ程度であったが，対策工施工後は年 10cm程度と緩慢な変動
を示した．鷲尾岳よりも遅い地すべりは，人的な活動がない場所においては，変動現象が
見過ごされる場合もあり，一般的な調査では，概査にも適用されない可能性がある． 
このような場合でも，地形の変化が認められることは，図 2-19で推測されている．渡・
酒井 2-47)は，地すべりの形態を崩壊する岩種により４種類に分類し，それぞれの運動速度を
推定している．ここでは，岩盤地すべりがもっとも速く 2cm/日以上であり，粘質土地すべ
りがもっとも遅く 0.5cm/日以上としている．また，藤原は，孔内傾斜計や孔内ひずみ計，
地盤伸縮計の変動種別 2-48)の設定を行っている．これは地すべりの活動性によって４区分を
設定している．表 2-8(a)には，地盤伸縮計の管理基準例を示す．変動種別は，緊急，確定，
準確定，潜在としており，最も遅い変動で 0.5mm/日と記載されている．これは年変動にす
ると 180mm/年程度となり，図 2-26 に示した非常に遅い地すべりに相当する．また表 2-8(b)
には，高速道路調査会による管理基準値は, 点検・要注意または観測強化において 10mm/30
日（年変動にすると 120mm/年）が下限値であり，これより小さい変動に関しては，監視の
継続が判断されることになる． 
以上から極めて遅い地すべりを見極めるためには，1 年あたりの変位量が 10cm 前後（約
0.3mm/日）の変動を見出すことが必要になる． 
 
表 2-8 地すべり計測における管理基準値の例 
(a) 地盤伸縮計 2-48) 
変動 
種別 
日変位量 
(mm) 
日変位量 
(mm) 
一定方向への累
積傾向 
緊急変動 20以上 500以上 非常に顕著 
確定変動 1以上 10以上 顕著 
準確定変動 0.1以上 2以上 やや顕著 
潜在変動 0.02以上 0.5以上 ややあり 
 
(b) 高速道路調査会による管理基準値例より 2-49) 
対応区分 
計測器 
点検・要注意ま
たは観測強化 
対策の検討 
警戒・ 
応急対策 
厳重警戒・ 
一時避難 
伸縮計，地中伸縮
計，光波測距儀 
10mm以上 
/30日 
5～50mm以上
/5日 
10～100mm以上
/日 
10mm以上 
/日 
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なお，前述した貯水池の湛水における地すべりの管理 2-41)では，前述の藤原の提案する管
理基準値を修正して活用しているが，安定性評価に関する根拠は提案されていないため，
地すべりにおける安全率の検証を付記している．ここでは滑動中に相当する準確定変動の
地すべりは安全率 Fs=1.00 としている．また潜在変動では Fs=1.05 である．ただし，すべ
り面の土質強度定数を同一と仮定するなど，推定部分が多く，信頼性が高いとはいえない
ため，実際の管理地の設定の場合には現地の実情に合わせた十分な検討が必要である． 
また，この検討は，あくまで活動中の地すべりであるが，初生的な地すべりの段階の安
全率は，図 2-19 で示すように Fs=1.00前後であると考えられる．初期の亀裂が入る前後で
は，亀裂沿いの地下水が浸透しやすさが大きく変化し，初生すべり発生後は，滑動が進行
する可能性が高くなると考えられる．このためにもできるだけ早期の段階で新規の滑落崖，
あるいは滑落崖の伸長・拡大を把握することが予知につながると考える． 
 
② クリープ量による崩壊予測 
崩壊予測については，図 2-27 に示す斜面の崩壊発生時期を斜面の定常ひずみ速度から求
める方法が利用されている．斜面の変状が進んで崩壊が近づくとヒズミ速度は一定でなく，
漸次増大する．この傾向を第三次クリープ領域として，予知する方法である 2-50)．このほか
に福薗 2-51)は，地表の表面移動速度から崩壊発生の推測について大型実験装置を使用して実
施している． 
 
図 2-27 クリープ破壊試験におけるクリープ曲線 
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2.2.4 まとめ 
 
ここまで，動態モニタリングの課題と着目点について整理を行った．地すべりの可能性
のある地形が認められた場合，図 2-28 に示したような概査～精査および監視体制で対応す
ることになるが，斜面の崩壊は推定されてない箇所でも多く発生していることが事例検討
により確認されている．  
このフローでは，既往の調査の流れとして貯水池湛水に伴う地すべり対応の方法を参考
にしているが，この方法では，地すべりの対象エリアは，貯水池に面する斜面は分水嶺ま
でであるが，河川や枝沢については，貯水池の末端部から平面距離で約 1 ㎞程度までとし
ている 2-41)．しかしながら 2.1項での事例１のように，貯水池から 2㎞上流からでも河川勾
配によっては，崩壊土砂が貯水池に達する可能性がある．また，いわゆる地すべり地形と
判読される，滑落崖＋移動体のセットでない，わずかな遷急線・遷緩線が認められる程度
でも滑動を発生させる可能性もある（図 2-29 参照）．このような概査の対象外となる箇所
においても，何らかのモニタリングを行うことが望ましいと考える．このためにはコスト
の問題や計測の手法，たとえば立地上の問題により設置型にできない等の課題がある． 
 
図 2-28 斜面のモニタリングにおける未知のリスクの考え方 
      *1)設置型計測器 
概査の対象外となった箇所
概査（地形判読，現地踏査）
解析の必要性
の有無
対策工計画設計施工
精査が必要な
地すべりの有無
有
無
再滑動のリスク
有
無
既往手法（貯水池湛水に伴う地すべり対応の方法）
本研究提案
監視・計測*1)
精査（地質調査）
解析（機構・安定）
初生すべりのリスク
リスク低減
上流から
の崩壊
豪雨・地震
で活発化
有
無
対策工の必要性
概査の対象外
となった流域
すべての微地形が
概査と対象となる
わけではない
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図 2-29 斜面における潜在的なリスクの概要図 
 
また，2.1 項の事例で示した地すべり・崩壊などの変状を未然に防ぐためには，図 2-29
に示したように，現在明瞭な地すべり地形だけでなく，できるだけ広い範囲で，不安定化
していない範囲も含めて広く監視していく必要がある．着目点となる地形的特徴は，表 2-9
に示した現象を捉えることが必要である．特に対策工や監視の対象外となったわずかな段
差地形や凹状地形などを把握するためには，存在だけではなく，面的な変動量を捉えるこ
とが重要であり，このような視点で計測手法の選定を行う必要があると考える． 
古い滑落崖 
後方崖 
遷急線・緩急線 
ガリー地形・湧水 
新規滑落崖 
末端部の崩壊 
末端部のひび割れ 
再滑動のリスク 初生すべりのリスク 
初生すべりのリスク 再滑動のリスク 
山頂 
緩斜面 
道路 
擁壁 
道のない 
行き難い場所 
植生で 
存在がわからない 
多数のため 
計測できていない いつ出来たか 
わからない 
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表 2-9 動態モニタリングで確認すべき変動現象のまとめ 
地すべりの伴う変動事象
の典型なもの 
認められる変動現象 
発生域（崩壊源） 後方亀裂，滑落崖，側方崖，凹地 
移送域 側方崖，移動体主部は平行移動 
移送・堆積域（末端部） 亀裂 
人工構造物 
（コンクリート構造物，道
路構造物など） 
圧縮に伴う擁壁の転倒， 
道路面のひび割れ 
 
最後に，計測手法の選定については，ここまで検討を行ってきた自然災害によって発生
する自然斜面の災害および人工構造物で必要とされる変位計測のスケールと精度について
表 2-10にまとめた．ここでは変状の形状やタイプについては考慮していないが，それぞれ
の変位量を計測することが可能となれば，今後の崩壊あるいは劣化の予測が推定可能にあ
ると考える． 
表 2-10 災害の発生事象の規模と変位のスケール 
変動の種類 変動の場 
主な 
変動現象 
対象物 
現地で確認できる 
スケール 
変動の
状況 
地殻変動 
横ずれ 
高さ変位 
相対変位 自然・人工物 数 10cm～数 m 面的 
斜面変動 
引張 滑落崖 自然斜面 数 10cm 面的 
圧縮・ 
引張 
ひび割れ 
自然斜面 数 cm～数 m 面的 
人工構造物 
(アスファルト，
コンクリート) 
数 mm～数 cm 一方向 
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2.3 動態モニタリング手法の選定 
 
本項では，モニタリング手法の選定について述べる．斜面災害における地すべりなどの
崩壊の速度やコンクリート構造物におけるひび割れ幅の計測精度について検討を行い，効
果的に実施できる計測範囲を明らかにする．その後，モニタリングの既往手法の検討を行
い，有望な計測手法の検討を行う． 
 
2.3.1人工構造物の局所的なモニタリングの手法 
 
地すべり・崩壊によって影響を受けるインフラ構造物については，道路構造物や水力発
電所に伴う水路や水圧管路および建屋などの土木構造物が考えられる．これらの多くはコ
ンクリート構造物であるが，この劣化や変状はひび割れの発生から始まることが多く，こ
のひび割れの状況を基に土木構造物の健全性を的確に把握し，以後の補修・補強の計画を
組立てることが重要となるが 2-23)，ひび割れの本数や長さの計測は比較的遠方からの目視で
も可能であるのに対し，ひび割れ幅の計測は高精度で定量化が求められるために，近接し
てスケールを当てる作業が必要になり，目視点検の効率化を図ることが困難となっている．
また一般にコンクリートのひび割れは，常時の変位量は極めて小さいにもかかわらず豪雨
や地震時のみ進行する可能性があり，極めて多数の対象箇所に対してリアルタイム監視機
材を設置することには費用対効果の面で課題があるため普及していない．  
 
(1)既存のひび割れ計測手法 
現在実際のコンクリート壁面のひび割れ幅の定量的計測手法はいくつか存在しているが，
各手法様々な問題が指摘されている．それらの中で最も広く行われているのが，目視計測
（肉眼測定）である．目視計測とは，ひび割れに直接鋼尺（スケール）などを当てて目盛
りを肉眼で測定，記録し，変位量を確認する方法である．場合によっては，ひび割れの両
側にピンなどを打ち，その間をノギスで測定する方法もある．さらに簡易なものになると，
石膏などでひび割れを塞いで，その後にひび割れが石膏に入るかどうかで判断する 2-52)．こ
れら目視計測は簡便ではあるが，①点検者の経験に基づくため，客観的かつ定量的な評価
が困難である 2-53)，②損傷のスケッチなどのアナログデータは，作成が困難であることに加
え，データの管理が困難である 2-53)，③肉眼測定の分解能は 0.5mm 程度 2-52)であり，高精
度な計測手法ではない，などの問題点を抱えている．また，供用トンネルの目視計測にお
いては，暗い坑内で汚れた壁面の点検では変状を見落とすことがあることや，交通規制時
間が増長し，道路交通への影響がみられるなどの問題点も挙げられている 2-23),2-54)．その他
ダムにおいては，人が容易に近づくことができない場所もあるため，仮設足場（組立足場，
吊り足場）を設置して近接目視を行っているが，高所作業になり危険な場合が多く，また
調査面積が大きいことから長時間の作業を強いられる 2-56)．このように，単にひび割れとい
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っても様々な現場の状況下にあり，容易に目視計測を行うのが不可能な場合がほとんどで
ある 2-55)． 
 これらの目視計測に対し，クラックゲージ（亀裂変位計）をひび割れに設置し，変位を
計測する手法もある．クラックゲージには図 2-30(a)のような 3D ゲージや π型ゲージなど
が存在するが，数多く設置することは多大な労力を要し，計測は人間が実施することと，
変位が大きい場合には再設置の手間を伴う．また高価なため厳しい予算制限の下では計測
できるひび割れが限られてくる．近年では図 2-29(b)に示すゲージの計測値が無線信号で送
られてくるものも存在するが 2-66)，高価である上に電池の使用を伴うために長期間の計測に
は向いていない． 
 
(2)デジタルカメラを用いたひび割れ計測法 
 既存の手法の課題について，デジタル画像を利用したひび割れ幅の計測手法が開発され
ている．基本的には実現場での計測は写真撮影のみであり，得られた画像データをパソコ
ン上で処理し，変位を測定する手法である．画像処理の分野においては，近年のコンピュ
ータ及びデジタルカメラの性能の著しい発展により，高画素のデジタル画像の取得，表示，
記録などが容易になっており，比較的安価に処理することが可能となってきている 2-56)．本
手法が定量的であることはもちろんであるが，その他の利点も以下にまとめると， 
 
 専門知識を必要としない写真撮影のみにより計測データを得られるため，技術の導
入が容易であり，データの客観性・再現性にも優れている 2-57),2-58)． 
 日常点検ではほとんどの場合損傷箇所を撮影するため 2-59)，点検者に新たな作業・負
 
(a)3Dゲージ              (b)デジタルクラック計 
図 2-30 新型クラックゲージ 2-66) 
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荷をかけることがない． 
 基本的に計測に要する機器はデジタルカメラとパソコンのみなので，計測機器に要
するコストを低く抑えられる 2-57)． 
 デジタル画像からは，幅以外の情報もよみ取ることができデータベース化も可能で
ある． 
 
などが利点として挙げられる．これら優れた特性をもつ写真測量技術であるが，解決され
ていない問題もいくつか存在する．例をあげると， 
 
 コンクリート表面上のひび割れの有無の検出にとどまっており，幅の絶対量及び変
位の計測にまでは至っていない 2-61),2-60)． 
 ひび割れから漏水している場合や煤や苔などの付着により鮮明な画像を得られない
場合，計測・解析が困難である 2-62)． 
 トンネルなどの暗い箇所での撮影の際には，光ファイバやレーザ光などを使用する
こととなり，低コスト・簡易な手法という写真測量の利点が生かされていない 2-63),2-64)． 
 
などが課題として残っている．これら既往の写真測量技術に共通することは，ひび割れ自
体を画像上で検出しその幅の計測を試みていることである．それゆえに，そのひび割れ自
体の検出に独自の画像処理技術を導入しているが，検出できない場合途端にその手法の活
用の道が閉ざされてしまう．先述の通り，コンクリート構造物の維持管理の上で重要なこ
とは，変状の進行度合でありその速度である．つまり，ひび割れ自体を検出することが目
的ではなく，そのひび割れの両側のブロックの変位を計測することが可能となれば，それ
即ちひび割れ幅の変位を計測できることになる． 
このような写真測量技術が実用化できれば，多くのコンクリート構造物のひび割れに対
して，ターゲットの設置と写真撮影，および汎用性のある解析という簡易的な手法で定時
モニタリングが可能となる． 
本研究ではこの点に注目し，続く第 3 章において反射ターゲットを用いた新たな画像計
測技術の開発と実用化を試みることにした． 
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2.3.2 人工構造物の面的なモニタリングの手法 
 
(1)既設構造物の計測 
 擁壁全体の動態モニタリングについては，擁壁や発電設備を安全に設置しかつ長期に運
用していくため，構造物およびその基礎の状況を常に監視・把握（リスクモニタリング）
することが重要である．規模の大きい擁壁については，光波測量や水準測量で直接抑える
方法が一般的であるが，急傾斜の斜面では安全性の問題や，プリズムを半永久的に設置す
ることは難しい．そのため，固定点を設けずに面的な計測を行うことが望ましい．また地
すべりで実施するような地盤伸縮計や傾斜計を設置する例もある．港湾や河川護岸では護
岸設備に有孔管を設置して傾斜を計測できるようにすることもあるが，新設の場合には有
効であるが，既設構造物の場合には新規にこのような有孔管を設置することは難しく，ま
たコストもかかることから，変状が明瞭でない場合の設置には適していないと言える． 
 
 
図 2-31 山地斜面におけるレーザ計測による DEMデータ作成に関する概念図 
（計測速度，植生繁茂状態により計測精度は異なる） 
 
図 2-31に示すように，規模の大きい擁壁について面的な計測を行うには，既設の手法に
は課題があるが，航空レーザや地上型 3DLS，写真計測を用いた手法が着目されている．た
だし一般的に擁壁は，傾斜 40°前後であるため，航空レーザではレーザ照射方向の問題か
ら正確な値を得ることが難しい．一方，地上型 3DLS を使用すれば，仰角となるため，レ
ーザの照射は良くなる．しかしながら，レーザは計測ごとに，レーザが同じ場所に照射さ
れるとは限らず，再現性の点で問題がある．また，点群でモデルを作成する場合にも，エ
ッジが不明瞭になるため，形状をマッチングさせる場合に，真値が不明となることがある．
地上型3DLS
対象斜面の傾斜角度（°）
0 90
航空LP
（固定翼）
計測精度
（判読できる微地
形の大きさ）
10m
1m
1cm
10 cm
高精度‐航空LP
（回転翼）
30 60
高精度LP
（UAV,ドローン）
植生の壁
精度の壁
(機材・基準点)
緩傾斜地ではレーザが当たりにくい
急傾斜地ではレーザが当たりにくい
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さらに擁壁には長年の経年により植生が発達していることで，これも再現性の不確かさを
助長することになる． 
なお，計測精度に関しては，土木分野では計測距離が数 m～100m において，一般的には
mm 単位の精度が要求されており，他の分野に比べて長い距離で高い精度が必要である（図
2-32 参照）．一般に擁壁の変状を把握する場合，コンクリート膨張収縮を考慮に入れると，
計測距離 20m～100m に対して 5mm の精度が必要とされると考える，この場合，距離精度比
は 2.5×10-4～5.0×10-5となる．土木計測分野で 2.5×10-4～5.0×10-5の距離精度比をもつ
技術としては，プリズム式反射鏡を標点に設ける光波測距や，目視視準による三角測量な
どがある．しかしこれらの計測技術では，多点にわたる面的な計測となると，計測にかか
る人的・時間的コストも膨大になるため，適用が難しい． 
 
図 2-32  計測距離と精度の両対数関係 2-65) 
（精度距離比＝計測精度 / 計測距離） 
 
このような場合には前述した写真測量技術を活用することもできる．レーザ計測のよう
に点群データによる形状を把握することは出来ないが，固定のターゲットを設置しておけ
ば，多角的，多点の写真撮影によってそのターゲットの座標を求めることができる．デジ
タル写真測量は，対象物を様々な方向からデジタルカメラで撮影し，パソコンで画像処理
を行うことで，対象物の寸法・形状を計測する技術である．画像を用いた三次元座標計測
技術は航空写真測量技術として古くから開発され，基本原理としてはすでに確立されてい
る．既存はフィルムカメラを使用していたために現像，焼付け，写真座標計測などに大変
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手間がかかり，専門技師によってしか取り扱うことができなかった．しかし，1980 年代半
ばからデジタルカメラを用いた画像計測技術が研究され始め，1990 年代にデジタルカメラ
とコンピュータが高性能化し，かつ安価で普及するようになってから，船舶や航空機，ロ
ケットなどの大型工業製品の形状計測に利用されるようになってきた 2-65)．また，セルフ・
キャリブレーション付きバンドル調整法という手法が開発されたことによって，非計測用
のアマチュアカメラが利用できるようになったことも普及を促進した 2-67), 2-68)．これによっ
て近接写真測量（close range photogrammetry）または画像計測法（vision metrology）
という分野を築くまでに発展した． 
デジタル写真測量の特徴は，対象物の寸法・形状を容易に高精度で計測できることであ 
り，特に多数の計測点を同時に迅速に計測することができるという強みがある．また，電
子機器の高速化，大容量化，低価格化に伴い，デジタルカメラで撮影した画像をその場で
パソコンに取り込み，短時間で解析することも可能である．このような特徴を利用して，
トンネルの内空変位計測に用いられるなど土木分野への適用が試みられ，その成果が発表
されている．工業計測と比べて計測条件（撮影距離，撮影位置，計測点設置場所）が大き
く異なってはいるが，斜面への適用実績の蓄積により，これらの課題は克服されつつあり，
実用段階を向えている．そこで，続く第 4 章では，構造物およびその周辺に対して精密三
次元計測を実施して，その計測・調査技術の適用性を明らかにして，効果的かつ効率的な
管理方法を確立する． 
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2.3.3 広域の設置型モニタリング手法 
 
広域の斜面変動に関する動態モニタリングについて，たとえば地すべりの高精度の変位
検出は，これまでの国土交通省を中心にした産官学の研究においては，「管理基準値との対
応を明確にするための高精度で地すべりの挙動を観測するためには，ボーリング孔を利用
してすべり面の挙動を直接計測する手法を最優先とし，その他の地表面の挙動はすべり面
の影響がどのように表れたのかを知るための副次的なものとして扱う」2-69)こととしている． 
すなわち地すべりの動態モニタリングは，まず，地盤傾斜計や地盤変位計といったボー
リング内での計測によってクリープ的な挙動をまず把握し，その後すべり土塊全体の挙動
を知るための計測手法の選択することにある． 
ただし，表層崩壊的な挙動が発生する場合では，ボーリング孔内の計測よりも，表面の
変形挙動を把握する手法が選択され，この場合は岩盤の崩壊をリアルタイムに計測する方
法を参考に機器が検討されている．このような機材は設置型の機材として地すべり・崩壊
の変動を確実に把握することができる．以下にはこの設置型の技術を中心に考察し，ボー
リング孔内および表面変位についてまとめた． 
 
(1)地表面を計測するもの 
土木分野における従来の計測手法に関しては，（財）道路保全技術センター「道路防災の
ための計測管理の手引き」2-70)において紹介されている表層崩壊，岩盤崩壊および地すべり
に対する計測手法を記載する．その他日本道路協会「道路土工 切土工・斜面安定工指
針」2-70)，（社）全国治水砂防協会「地すべり防止技術指針及び同解説」2-71)，（社）地すべ
り対策技術協会 「地すべり観測便覧」2-72)に紹介されている計測手法の中から設置手法と
計測方法が確立している計測手法を記載する．なお（財）道路保全技術センター「道路防
災のための計測管理の手引き」において紹介されている計測手法および機器は，本手引き
に基づいてこれまで数 10年の間，道路管理者が斜面・法面観測として使用してきたもので
あり危機管理体制が確立されている．また斜面・法面モニタリングにおいては，降雨量に
よる管理基準値が設けられることが多いが，ここでは水文観測や気象観測は含めず，地表
面の変動と地中の変動を観測する手法を記載する． 
 
①移動杭 
移動杭は，横断あるいは縦断方向に設置した標柱杭あるいは標尺の垂直または水平の移
動状況を測量によって直接定量化する手法である．公称精度：測定誤差は 100～500ｍ離れ
た位置から測定した場合で，実際±2～3mmと考えて対応するように解説 2-73)されている． 
移動杭の適用例および適用限界は，地すべりの変位が微小な場合は，測量機器と測量手
法による誤差が含まれるので，他の計測機器と組み合わせて使うのが一般的．公称精度以
上の分解能が必要なところへの適用は避けられてきた．測定点を近づけると計測精度は向
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上すると考えるが，実際は測定点自体が移動したりするので，精度向上は困難である． 
 
②地上測量 
地上測量は，見通し測量と基準点測量があり，前者は地すべり地外の不動地に設けた基
準点から，格子状に配置した標柱を直線的に視準し，交点付近の標柱の移動方向と移動量
を算出する方法，後者は不動地の基準点をもとに標柱の座標を測量で求め，三角測量の原
理で経時の移動量と移動方向を求めるもので，測量には高精度の光波測距測角儀（トータ
ルステーション）を用いる．移動杭は広義では地上測量に含まれる．空中写真測量も含む． 
三角測量および多角測量にはトランシット(セオドライト)や光波距離計なども用いられ
たが，現在ではトｰタルステｰション(測距測角儀)が主流である．公称精度は，測量に使用
する測量機器は，下記の様に精度によって使い分けられる． 
測角儀（トランシット）：1秒読み，0.1秒読み 
測距儀（光波距離計）：±５ｍｍ以内 
測距測角儀（トータルステーション）：1秒読み，±５ｍｍ以内 
水準儀（レベル）：0.01mm 
 ・測定範囲：3000ｍ以下 
 
数多くの適用例があるが，地すべりの変位が微小の場合は，測量誤差の中に実際の挙動
が埋もれる場合が多く，測量結果の解釈が困難となることがある．そのため測量機器固有
の誤差を考慮した大きさ以上の移動が生じている現場に，適切な機器を選択して解釈する
必要がある．実際は観測者の技術や基準点の移動等によって上記精度が確保できていない
ことも多く，移動の累積傾向の有無の判断に使われ，いずれかの段階で管理基準値と照査
するために他の計測手法と組み合わされる例が多い．測距儀～ターゲット間の温湿度差な
どの誤差要因が混入すると，測角誤差も含めて実用精度が劣るため,大気熱による誤差を除
くために，観測時間帯を日の出・日の入り前後の時間帯に限定するなどの測定上の工夫に
よる制約が生じる． 
 
③測桿 
測桿とは，ボーリング孔内にパイプあるいは丸棒を挿入し，一定期間後に引き上げ，あ
る深度で止まったとき，そこで観測孔が曲がったと判断し，すべり面を確認する．また孔
口からパイプか丸棒を吊り下ろして停止した位置で観測孔が曲がったと判断する手法であ
る． 
 
④ぬき板および丁張り 
ぬき板および丁張りとは，クラックをはさむ２点間の伸縮量を測る手法．木杭や板材と
大工道具だけで設置でき，特殊な測定器が要らない．測定誤差が大きく，詳細な移動量の
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定量化は困難である．水平移動量と沈下量を測ることができるので応急措置として利用さ
れる． 
 
⑤地盤伸縮計 
地盤伸縮計は，滑動の代表的な部分に設置して，その値から全体の運動の方向性および
移動傾向を知るため，地盤変動によるクラックや段差を挟んで設置し，2点間の距離の伸縮
を計測する．公称精度は 0.2mm である．適用例は，特に主滑落崖より上部にも後退性の引
張亀裂が認められる場合に伸縮計が設置されることが多い．ただしインバー線の伸び方向
に直角に近い地盤の動きを捉えることができず一次元的な計測方法である．そのため，地
盤の移動方向が推定できる現場にのみ適用できる．地盤の動きが推定できない場合には，
測線を交差する方向に設置するなど工夫が必要であるが，基本的には地盤の動きを把握し
ておく調査を行っていない場合には，計測結果の解釈が必要となる． 
なお，地すべり移動体内部のクラックをはさむと，地すべりブロック間の相対移動量が
計測できる．伸縮計だけで地すべり全体の絶対移動量を把握するには，頭部から連続配置
とする必要がありコストの面で課題がある．また地すべりが予想される現場の側部に設置
する場合は，インバー線の延び方向を地盤の移動方向に近づけて使用する． 
計測精度は，過去は記録紙機器での倍率を入れていたが，一般的にはひずみ量を電気量
に換算して記録し，伝送することで管理に用いることが多い．精度については 0.2mm の分
解能を持っているとされるが，これまでの現場での使用例から約 1mm の計測精度と考えら
れる．したがって，従来使用されてきた伸縮計では，潜在的な地すべり挙動を把握するの
は困難である． 
また現場への適用課題では，移動量が増大すると，インバー線の保護管である塩ビ管の
ソケットが外れて突発ノイズや誤警報の原因となることが多いため,実際の使用例では活
動が活発な地すべり箇所では補修を頻繁に行っている事例が多く，維持管理費を見込んで
おく必要がある. 
インバー線が長くなると精度が低下するため,実用例からインバー線は２０ｍ以内の直
線としており，鳥獣の被害の対策を含めて全長を保護している．市販の装置は汎用化され
ているものは，±10cm の伸びの範囲内であり，累積変位がｍオーダとなる大きな変位量は
測定できない．それを超えるものは，土木研究所が開発 2-74)しているが一般的ではない．  
沈下が大きく発生する現場では，インバー線が保護管と接触するので測定が困難となる．
積雪があると雪の沈降力や雪のクリープなどによる斜面雪圧が作用するため,豪雪地域で
は防水・排水を確保しつつ地中ないし半地中の埋設構造とするか，十分な強度で地上部の
保護を施すが,実際上測定が困難となっている．そこで，後述する光ファイバを用いたもの
や，地中に設置するフレキシブルタイプ 2-75)の伸縮計が開発されている． 
誘導雷の影響により機器が損傷する例が多発しており，雷害を防ぐ有効な方法が無いの
が現状である．誘導雷は金属製の有線の存在によって生じるので，ガラス製の光ファイバ
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により電源供給およびデータ伝送を行うシステムに代えて被害を避ける実用例も多いが，
山間部ではデータ伝送用のファイバ網の整備がなされておらず，一般的な使用にはなって
いない．また風などの影響を避ける保護管が必要になる一方で，積雪地域では有効な保護
管対策の決め手が無い，あるいはメンテナンスに労力を要するなど，改良の余地が多い．
地盤傾斜計も地表面の挙動を計測するのに用いられてきたが，使用実績は増えていない2-76)
のも実情である． 
 
⑥光ファイバ 2-77),2-78) 
 斜面に光ファイバを這わせ，斜面の変位（歪み）を検出する計測法であり，センサと通
信線が一体化できるため，光ファイバ通信網を利用すれば遠隔地にある現地事務所等から
複数の斜面を一括して，モニタリングシステムの構築が容易である．光ファイバによる計
測のうち，現状で代表的なものは B-OTDR（Brillouin Optical Time Domain Reflectometer）
法，FBG 法（Fiber Bragg Grating）法，MDM（Macro Distortion Monitor）の 3 種類で
ある．B-OTDR 法（Brillouin Optical Time Domain Reflectometer）は敷設した光ファイ
バに光パルスを発光し，歪を受けている部分で発生する後方散乱光（ブリルアン光）を捉
え，発光した光パルスと比べてシフトした周波数の大きさを歪み値として検出する方法で
ある．歪みを受けた位置は反射光の受光時刻から求められる．光ファイバに加わる任意の
場所の歪み分布の連続計測が可能である．計測器による分析時間が最低でも 5～10 分程度
必要であるため，崩壊速度が早いと微少な変状過程を捉えきれない場合がある点が問題で
ある． 
FBG 法（Fiber Bragg Grating）は敷設する光ファイバに予め反射光が発生する一定間隔
（ブラッグ波長）の反射面（約 2000 個/mm）を作成し，歪みを受けたときにブラッグ波長
がシフトする大きさを歪み値として検出する方法であり，B-OTDR に較べて高精度で歪み
を測定することができる．但し，光ファイバケーブル 1 ラインに取り付け可能なセンサ数
は 10 個程度までのため，広範囲（多点計測）になる場合，線量の面で煩雑になる． 
MDM 法（Macro Distortion Monitor）は光ファイバの屈曲率と透過光強度に一定の関係
があることを利用し，光ファイバの湾曲部の透過光強度の検出により変位を測定する． 
光ファイバは図 2-33に示すように電磁誘導の影響を受けない，センサ部の電源が不要で
ある，方法によっては点・線・面的な計測により，小～広範囲なエリアを面的に計測する
ことができ，遠隔地より複数の現場を一括管理できるというリアルタイム性を併せ持つと
いった点が利点である．しかしながら，特殊な取り付け治具の工夫が必要であり，B-OTDR
は 1 次元の伸縮の検知であるため地盤の動きの方向に配線する工夫が必要などのノウハウ
が要求され，さらに温度変化により光散乱が変化してデータがばらつくために，温度補正
用の光ファイバ等を設置して補正するが，この較正が現場ごとに大きな労力になって計測
精度に影響する問題が付帯することが大きな欠点となっているため，実績が増えていない
のが現状である．またコスト従来の伸縮計と同等を目指して実現もしているは 2-76)が，実際
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には特殊な技術であり汎用性はなく，計測値もブラックボックス的な処理が必要とされる
ので，普及するにつれて計測に要するコストダウンが進展することはなく，現段階での汎
用的な活用は困難である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
   図2-33 光ファイバセンサによる斜面モニタリングシステムの概念図 
 
⑦地盤傾斜計 
地盤傾斜計は，一般的にはコンクリートベース上に設置した高感度の 2 本の気泡管を直
交方向に固定して，地盤変動に伴う傾斜変動を計測する．これは水管式と称されるもので
あり，サーボ式加速度計，差動トランス式およびひずみゲージ式も用いられる．公称精度
は１秒である． 
適用においては，非常に高感度である一方，測定原理の関係から±１度以上と変動量が
大きくなると測定範囲外になるので，限られた場所での使用となる．地盤の傾斜を計るの
で，地盤の運動を見誤って設置すると，実際とは異なる計測結果の解釈となる．具体的に
は，円弧すべりの末端部，平面すべりや複合すべりの頭部と末端部，小ブロック化した土
塊上では，観測結果に累積性が見られない，または変動の方向が斜面の傾斜方向に一致し
ないという結果になる．そのため，地盤の運動をあらかじめ把握できているか，多数個の
設置により地盤の挙動を見誤らない措置が必要となる．また明確な累積傾向が見られても，
谷側への傾動と表土のクリープや亀裂性岩盤のトップリングによる傾動の区別が困難とな
る．このため，傾斜の変動量だけで地すべり変動を判断するのは困難である． 
また次の箇所のような事例では設置しても計測結果の解釈が困難と考えられている．表
層が不安定な箇所，2次的な小崩壊が生じる現場，急傾斜地と急傾斜地の肩部，亀裂やガリ
ー近傍，大きな樹木が近傍にある場合，大型車両の通行による振動などが伝播する現場．
上記のような設置場所が限定される理由に加えて，設置するのに技術を要し，安定した結
果を得られるまで 1 ヶ月近く必要となる，観測機器の維持管理に労力を要することから導
入される例が少ない．特に手動式の場合は，数日間隔での計測が必要となり計測費が高く
なる，機器が外気の影響を受けるのでそれを調整して補正する技術が必要になることで結
局はコストが高くなるため，差動トランスや磁気誘導による計測を導入した自動計測器に
よる計測に切り替えるのが主流となっている．これらの理由を背景に，現在では地盤変動
光ファイバ通信網
への接続
リアルタイムでの斜面の崩壊情報の伝達
光ファイバ
変位・崩壊
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内の構造物の安定性の確認，小規模の変動を対象にして設置が容易な地盤への適用，手動
の場合は連続観測を行わずに一定期間ごとの計測によって累積の変位量がどうなっている
のかを考察する手法の適用が主流となっている． 
 
⑧GPS，GNSS2-79),2-80),2-81) 
 GPS による法面監視は全国で導入が進んでいる．低価格化とデータ処理による高精度化
の対応で，地すべり地帯での計測例が増えている．前述の課題である三次元，多点計測と
いう項目に対処することが可能であると期待されている．なお，GNSS(Global Navigation 
Satellite System / 全球測位衛星システム)は，GPS，GLONASS，Galileo，準天頂衛星（QZSS）
等の衛星測位システムの総称を示す．全地球測位システムとは、人工衛星を使用して地上
の現在位置を計測する「衛星測位システム」のうち、全地球を測位対象とすることができ
るシステムのことである。 
現在，29 個の GPS 衛星が地上約 20,200km 上空を約 11 時間 56 分 4 秒毎で周回してい
る．これを利用して図 3-34 のように GPS 測量を行う．GPS は観測点に設置された受信機
が GPS 衛星からの電波を受信し，各衛星からの距離を算出することで観測点の位置を決定
する観測方法である．受信機の座標(x,y,z)は 3 個の衛星で求められるが，時計に誤差がある
ので未知数は(x,y,z,t)の 4 つである．従って，最低でも 4 個の衛星が必要となる．斜面動態
観測に広く用いられているのは相対測位である．相対測位は 2 台の受信機が使える場合に
可能となり，片方の位置座標は既知で，この点に対する他方の点の位置座標が決定される．
すなわち両点の間のベクトル（基線）が決定される．相対測位のうち，現在測量に主とし
て用いられているのは数 cm の精度で計測が可能となる搬送波位相観測による相対測位方
式である．搬送波位相観測とは搬送波にのせられたコードを測定するのではなく，搬送波
の位相を直接計測する方式である．基線ベクトルの処理を行うためには，基線の両端点で
同時に観測される位相が必要である．開発当初，相対測位はデータを後処理することでし
か行えなかったが，近年汎用されるようになった短い基線でのリアルタイムデータ伝送技
術により基線ベクトルをリアルタイムに計算することが可能となり，これが RTK（リアル
タイムキネマティック）-GPS 方式を生み出した．RTK-GPS 方式はキネマティックな相対
測位によりリアルタイムに測位結果を得る方式である．‘キネマティック’とは観測場所が
動いていることを意味し，観測場所が静止していることを意味する‘スタティック’と区
別される．また，‘リアルタイム’とは，測位計算結果が現場で直ちに，あるいは観測点に
いる間に得られることと定義され，実際の観測の後にデータが処理される‘後処理解析’
と区別される．RTK-GPS 方式は移動する物体の位置を瞬間ごとに決定し，移動体の位置を
リアルタイムに把握することができる方式である．また，測量精度は水平方向に対して 5
～10mm+1ppm×基線長，上下方向に対して 10～20mm＋2ppm×基線長といわれている． 
GPS 計測の最大の問題は，低コスト化を図るために計測機器を１周波観測のものにして
いることである．人工衛星から送られてくる電波には，1(1575.42MHz)と，L2(1227.6MHz)
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の 2 種類がある．このうちの L1 のみを使用するのが 1 周波観測，L1/L2 の両方を使用して
観測するのが 2 周波となる．１周波は 1cm＋2ppm×D，２周波は 5mm＋1ppm×D（D：
基線長）であり，１周波の精度劣化をトレンドモデルというノイズフィルタで補うことで
ある．特に鉛直方向の精度は全く確保できない状況で，データ処理の結果±数 mm が検知
できるとされており，この処理が前記 Shamen-Net という会社にデータを送信して始めて
可能になるが，三次元変形の検知は不可能であると考えられる．このデータ処理のブラッ
クボックス性のために，高精度の計測が実現できていると報告されているが，実際取得し
たデータはトレンドによる把握ができているものの直接得られた三次元データ個体では信
頼性が高いとは言えない．また導入する解析処理の性質上，時間遅れと追随性が良くなく，
崩壊性の挙動のように変位速度の速いもの，あるいはクリープ変形のように緩慢で微小な
変位を検出するのは不可能である．その一方で，高精度の２周波の計測装置は，やはり 1
台数万円程度のコストが必要になる．高精度化と低コスト化は両立せず，2 次元的に明瞭な
変形が確認された状態での観測に対応する手法と考える． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2-34 GPS測量の概念図 
 
⑨ AE 計測手法 2-82),2-83) 
 AE とは Acoustic Emission の略で，物質が破壊するさいに発生される弾性波を捉える
ことで，地すべりの挙動を把握しようとするものである．この技術が最も期待されている
のは，鉱山における山はね現象の予兆であり，その実績は多く報告されている．また地下
発電所のような大規模地下空洞開発時の施工管理として断層面あるいは空洞の挙動を把握
するために使用されてきた経緯がある．前記，改善項目の三次元計測や多点同時計測を満
基準局
基準局
基準局
基準局
測定点
GPS電波
GPS衛星
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たすものではないが，弾性波の受信機を孔内で計測する手法なので，地表面の変位からす
べり挙動を解析する間接的な手法ではなく，また受信機自体がすべり面に直接接触してい
なくても遠隔から信号を捉えることができるので，すべり面の動きを直接モニタリング手
法できる方法として，斜面の計測技術を統括する報告などでは，必ず取り上げられる手法
である．断層の緩慢な挙動も捕捉してきた実績から，地すべり面の挙動も予測できると期
待されているのであるが，得られる信号は弾性波の振幅，発生回数が主である．したがっ
て，すべり量やすべり地帯の変位を直接計測するために，それら信号情報とすべり挙動を
結びつける研究が今も続いている．周波数解析などを試みる研究もあるが，現場ごとの較
正が必要になるので，あまり他の現場例は参考にならない．他の計測機器で得られたデー
タが，地すべり面ですべり挙動が発生したことによるものと裏付けるための計測手法であ
る．その判断には，最適な手法の一つとして位置づけられる． 
 
⑩拡散レーザ変位計 2-84), 2-85) 
拡散レーザ変位計は，レーザ光発信源と反射板を斜面に設置し，その間の距離（基線長）
の変化を検出する地盤伸縮計の代替技術である．1 次元的な計測であり，コストも地盤伸縮
計と同等を目指しているので，前記改善点に対応するものではないが，地盤伸縮計は管理
基準値が実績に基づいて明確であり，それを利用する利便性を考慮して，従来の地盤伸縮
計の欠点を改善するものとして期待されている技術であるため，今後も新技術の紹介事例
では必ず引用される手法である．従来の伸縮計の欠点は，地表伸縮計」を用いた変位監視
装置では，以下のとおり運用上の課題が２点ある．インバー線（ワイヤー）に保護管が必
要なため，危険な斜面内での設置作業に時間がかかる．ほとんどの伸縮計が，インバー線
の繰り出し長が１ｍ以下というショートスパン（１機種のみ最大で 4 ｍ程度）であり，斜
面の移動量が大きくなると何度も設置替えが必要となる．その他に，基線長が長い場合で
も高低差があると設置し難いなどの問題点があり，結果の解釈がわかり易い実績のある手
法原理を改善して計測したいという要求から開発されているものである．レーザ光線は出
力を大きくすれば，スポット径が遠距離の計測精度は向上するが，人体への影響などを考
慮して法律的に規制がある．これは航空レーザ測量でも同じ状況であり，そのため精度向
上には工夫を要するが，スポット径の直径および光線の拡がり角度を大きくすることで，
見通しの良好な現場では，雨や雪の影響を受け難い計測が可能になる．基線長５０ｍ以下
で±0.2mm の精度で計測が可能であるとの学会誌上での報告がある．実際には地盤伸縮計
と同程度の精度は確保できると考えるが，反射板の耐久性を含めて機器の耐候性，耐久性
に対するメンテナンスのことを考慮すると，まだ研究開発は必要であり，本格的な導入に
は実績を積む試行が必要であると考える． 
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⑪電波位相計測法 2-86), 
電波位相計測法は，特にダム湛水池斜面に導入されている計測法である．ダム湛水池に
導入が進んでいるのは，GPS が北側斜面では衛星の電波の受信状態が悪く導入を図れない
こと，拡散レーザ変位計でも基線長が長くなり対応できない場合があること，光ファイバ
のような 1 次元の変位ではなく三次元変位が計測したいこと，などの要求を満たすもので
ある． 
 
図 2-35 電波位相計測法の概念 
 
電波を利用して位置を計測する手法には前述の GPS があるが，GPS が人工衛星からの電
波を受信した受信機の変位を求めるものに対して，本手法は図 2-35 に示すように斜面上に
設置した発信機の位置を周囲に配置した受信機で求めるものである．GPS は発信機と受信
機の間が約 20,200km 離れていることに起因する衛星や受信機の時計のばらつき，観測デ
ータにのる衛星の軌道誤差，対流圏による信号遅延，電離層による信号遅延，あるいはマ
ルチパスによる精度劣化のため検出される精度が限られる．本計測システムは発信機と受
信機を共に地上に設置するので，信号波が擾乱されにくく高精度の計測が可能である．す
なわち，GPS が何万ｋｍ離れた送受信機でｃｍの精度を確保できるならば，地上に設置し
た送受信機では数ｋｍ離れていてもｍｍの計測が可能になるという発想である．斜面・法
面上の変位を計測したい箇所に発信機を設置し，これらの電波を少なくとも３個の固定さ
れた受信機で受信して当発信機の位置を求める．受信機が受信する発信機の数には制限が
なく，本計測システムの発信機は乾電池で稼動させているが,計測のタイミングは発信機か
ら受信機に指示して行うため省電力化ができ，この計測のタイミングを考慮すれば数年間
メンテナンスフリーが可能である（図 2-36 参照）． 
受信機の配置を工夫することによって，発信機の変位を三次元方向に分解することが可
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能であり，受信機によって取り囲まれる範囲内に発信機を多数設置することによって，斜
面の局所的な挙動をリアルタイムにモニタリングしている．なお，コストに関しては地盤
条件によるが光ファイバ，拡散レーザ計測は地盤伸縮計，GPS も地盤傾斜計とほぼ同等の
コストと考えて良い． 
またダムアバット付近の斜面の安定性を検証するような場合には，基準点自体の不変性
が問題になることがあるが，本計測では，電波受信側の検証も可能であり，クロスチェッ
クに有効であると考える． 
 
  
(a) 発信側                (b)受信側アンテナ(15cm 角) 
図 2-36 現地に設置した発信機と受信機の例 
 
  
電池 BOX 
発信機とアンテナ 
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⑫MEMS センサ 2-87) 
MEMS (メムス，Micro Electro Mechanical Systems) は機械要素部品，センサ，アクチ
ュエータおよび電子回路を一つの基板上に集積化したデバイスであり，データを無線配信
する機能も一つのチップに集積される．MEMS センサの利点は，数多くの機器を配置させる
ことが可能である．特に転石群など落石崩壊源が密集するような箇所に安価で簡便な MEMS
設備を設置することで，安全管理に期待されている．図 2-37 は，傾斜計の MEMS センサ
の例であり，微小電力無線の場合は 100m，特定小電力無線の場合は１ｋｍ遠方の受信機に
データを通信させることが可能である．前者の場合は乾電池で，後者の場合は太陽電池仕
様の電源でメンテナンスフリーのセンサが製作可能である．受信機は多様電池駆動なので，
同じくメンテナンスフリーで，受信機からさらにデータが携帯電話などに配信されるため，
完全な無線化システムが構築可能である．図 2-38 に示すように機材は小型であるために，
近年では法面の崩壊のモニタリングに適用される事例 2-88)も報告されており今後の活用が
期待できる．ただし電波の到達範囲，特に濃い植生での環境下での事例などでは障害が発
生する可能性もあるため事前の綿密な確認が必要である． 
 
図 2-37 傾斜計を組み込んだ MEMSセンサの概要図 
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(a) 受信機一式          (b)発信機（傾斜計，温度，無線機） 
 
(c)    受信アンテナ（ある程度の障害物があっても受信可能） 
図 2-38  MEMSセンサの機材 
 
(2)地中の変位を計測するもの 
①挿入型傾斜計および設置型傾斜計 
挿入型傾斜計および設置型傾斜計には 2 種類の設置タイプがある．設置型については，
ボーリング孔内に設置した硬質塩ビ管(VP 管)やアルミケーシングの特定の深度に傾斜セ
ンサを固定し，その箇所におけるパイプの傾斜を計測する．傾斜センサには，ひずみゲー
ジ式，サーボ式加速度計，差動トランス式，静電容量式および振子式などがあり，測定範
囲および感度が大きく異なるので，測定目的や測定規模や地すべりの活動度などを考慮し
てセンサを選択する必要がある． 
挿入型は，ボーリング孔にガイド付きのアルミケーシングパイプを不動層まで埋設して
地山と一体化させた後に，傾斜センサをパイプの溝に沿って挿入して，各深度でパイプの
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傾斜を測定する．すべり方向と，それに直交する方向の変位が計測できるので，移動方向
も推定できる．公称精度は，高精度のもので 1/100ｍｍ（0.1秒）の分解能をもつ．また測
定範囲は，±30度までの変化を捉えることが可能である． 
適用例では，一般に測定による誤差は 3ｍｍ/10ｍ（測定区間）程度と高精度であり，原
理上耐用年数もひずみ計より長く使用できることから，緩慢な地すべりのすべり面検知や，
潜在性の地すべりの長期観測に有効であると考えられ，これまでの適用実績は多い．なお
挿入型は自動化された装置もあるが，設置が大規模になり電源設備も必要であることから，
山間部で使用されることはない．そのためリアルタイムに滑動開始や停止の判定が出来な
い欠点がある．また測定範囲が狭いことから，移動量の大きな地すべりでの測定に問題が
生じるため,この問題が発生する現場には他の計測機器，例えば地中変位計などを併設する． 
多数の設置型孔内傾斜計を連続的に設置するのは，費用対効果の困難があるために，設
置型の実績の多くは地すべり面を含めて数箇所で計測する場合である． 
設置型はガイドパイプの変形が大きくなっても挿入型孔内傾斜計と異なりプローブを回
収する必要がない利点があるが，傾斜計の測定範囲を上回る傾斜では計測不能となるため
に，あらかじめ測定範囲を選定して用いられる． 
地盤の移動以外の要因で孔口が変形しないよう配慮が必要であり，実際は長期観測をす
ると，この変形の問題が発生している場合が多い．その関係で埋設型の方が安定した精度
を得ている報告例が多い． 
ガイドパイプ挿入とグラウトによる埋め戻しの確実性から，実用上の深度は 50ｍ程度が
限度である．特に挿入型において計器の選択によっては，温度条件によって測定値が変化
する場合が報告されている．微小な変位を捉えるときは，測定条件を統一する留意が必要
である．近年は，各傾斜計をネットワークで結んだ多段式の傾斜計開発・実用化されてい
る． 
 
②パイプひずみ計 
パイプひずみ計は，塩ビパイプの外周に直交する 2 方向，または 1 方向のひずみゲージ
を 0.5～2.0ｍ間隔で貼り付けものをボーリング孔に設置し，ゲージの電気抵抗の変化から
すべり面および変位を測定するのが一般的である．ひずみの感度は，10×10-4である． 
適用例は，高感度であることから，すべり面付近の微小な変動を検出する場合に用いら
れてきた．大きな移動量が発生した場合は測定できないので，大変形の移動が予想される
場合は避ける．規模の大きな地すべりにおいて，計測深度が深くなるとひずみ計の点数と
リード線の本数が増えるため,ボーリング口径が小さい場合は設置が困難となる．パイプ自
身の重量でパイプにたわみが生じることも避けるため，ゲージ間隔が１ｍの場合は深度３
０ｍが限度である． 
地下の湿度によってリード線の耐久性やゲージの絶縁劣化が避けられず，耐久性に限界
がある．メッキや 2重被覆などの工夫も試みられるが，実際は 1～3年の耐久性であり長期
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観測やクリープ現象を主体とする緩慢な地すべり滑動の検知には不適である． 
測定値の変動が顕著であっても，累積傾向のないものはすべり面と判定できないと考え
られる．一方，ひずみ量が小さい場合でも，累積性のある深度はすべり面の可能性が高く
継続観測が必要であると考えられている． 
地下水観測孔と併用される場合，孔壁との間は透水性を確保するため砂充填されてきた
が，砂詰めの不十分さから計測値がばらつくなどの状態が現れる例が多い． 
 
③孔内伸縮計 
孔内伸縮計は，孔内に固定したワイヤの引き込み量を地表で計測して，変位傾向を概略
的に把握する手法である．公称精度は，0.5mmである． 
適用例は，ガイド管内を充填する方法，地すべりのすべり面以深のみを充填する方法が
取られるが，せん断変位が生じている現地に適用され，クリープ変形やトップリング型の
変形には適用されない． 
すべり面の位置が明確な場合に使用する．大変形などでガイド管の変形が生じて観測不
可能になった場合の孔内計測手法の代替の手法としての例が多い．大変形が予想される場
合は，あらかじめ他の孔内観測機器と併設されることも多い． 
ワイヤの固定が不十分になり，計測困難になる例が多く報告されている．これは本原理
を利用する観測手法に共通した問題である． 
 
④層別沈下計 
層別沈下計は，不動層に固定したアンカーと地上まで連結されたロッドを基準に，孔内
に設置した計器の沈下および隆起をポテンショメータによって計測する手法である．公称
精度は 0.2mmである． 
適用例は，地すべり頭部での沈下，地すべりの発生によって層厚が減少する場合の見か
けの沈下が発生する等の場合，孔内式計測はガイド管が圧縮され，孔内傾斜計が観測不能
になることがある場合に，この沈下計を設置することが多い．沈下計測には，他にスライ
ディングデフォメーター，スライディングミクロメーターおよび孔内伸縮計が利用される． 
 
⑤多層移動量計 
多層移動量計は，地中の各深度に固定したワイヤを地上に誘導して一定の荷重で引っ張
っておき，ワイヤの引き込み量を地上のステンレスメジャーで測定する．ワイヤをガイド
パイプに取り付ける場合と，塩化ビニル管内に取り付ける場合がある．公称精度は，1.0ｍ
ｍである． 
適用例は，測定範囲が大きいことから，パイプひずみ計や孔内傾斜計に併設して，大変
形によりそれらが計測不能となった後の移動量の計測を行う例が多い． 
実際の計測精度は高くないため,微小な変形系測定の場合はひずみゲージ型を使用する
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例もある．深度 25～40ｍまでが一般的な測定範囲．深度 100ｍまでの実績がある．また 0.5
～2ｍの範囲で測定点間隔を選定できるが，多くの例は１ｍ間隔としている． 
自動化が容易にできる利点がある．ただしパイプ内に設置した場合や砂詰め部に設置し
た場合には，計測ワイヤと保孔管ないし孔壁との間のクリアランスにより初期無感帯が生
じるため，緩慢な地すべりや潜在性の地すべりの計測が困難になる．設置点数が少なけれ
ば，被覆されたワイヤの先端にアンカーを着けて，ボーリング孔内に直接グラウトで固定
し，無感帯や抜け上がりを防止することも行われる．保孔管の抜け上がりが生じることが
実例では多く，地すべりの移動量よりも小さい変位量しか計測されないことが多い． 
 
（3）設置型のモニタリングのまとめ 
この代表的な従来の手法を採用した実績例から抽出される改善点は，次のように考える． 
・ 三次元計測：斜面の全体的な動きを正確に捉えるためには斜面の 1 次元あるいは 2 次
元の変位のみでは不十分であり，三次元変位を捉えることが必要である． 
 
・ 多点同時計測：危険予測箇所の観測のみに対処するのではなく，広範囲に連続して連
なる地盤の動きを同時に，面的に捉えることで災害を予測することができる．また，
斜面における計測データは点や線の情報であるが，この値を全体的な空間と時間の場
に拡張し，さらに，直接の観測情報で補完することでデータの妥当性を補完しながら
斜面の安定性を総合的に評価するような計測法が必要である． 
 
・ 耐天候性（落雷・温度）に優れた計測手法：自然界に存在する斜面は雨，風，霧，雷，
高温にさらされる精密機器にとっては過酷な状況にある．実際の運用面では，落雷に
よって破損する機器が多く，災害の多い日本では，計測システム自身が災害に強いこ
とが要求される．また機器の使用年数も期間が長いことが要求され，その期間中のメ
ンテナンスに要する人的，金銭的コストの低減化が実現できていることが必要になり，
この項目が同時に要求される． 
 
これらの改善点を要求するものとして，設置を行わない形での計測手法が注目されてい
る．ただし一つの計測法だけですべての条件を達成するという方向ではなく，一つでも改
善するものがあれば実用面で試行が行われている．  
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2.3.4 広域の非設置型モニタリング手法 
 
広域の非設置型のモニタリング手法は，設置型のように計測機器を配置する必要がない
ため，あらかじめ対象箇所を抽出しておく必要がない点で，本研究の目的に適合している．
本項では，広域を対象とした非設置型の計測技術として，衛星を使用したモニタリング手
法と，航空機および地上固定型によるレーザ計測手法について述べる． 
 
(1)衛星を用いたモニタリング 
地球観測衛星の利用は，空中写真のように光学センサからの画像を利用する手法と，リ
モートセンシング技術の一つである合成開口レーダ（SAR）による計測データを利用する
手法がある．ここでは，後者の技術について述べる． 
SAR は人工衛星から電波を放射し，地表からの後方散乱波を画像化する手法である．空
中写真との相違は，光学センサの利用ではないので夜間や雨天でも観測が可能である．同
一の場所に対して 2 回の観測を実施し，それらの差を取ることを干渉と称し，そこから得
られる距離差の情報から地すべり情報を得るのが干渉 SAR である．利点は，数 10ｋｍ四方
の広域を観測機器の設置無しで観測できることにある． 
干渉 SAR を使った地表面の変位の計測技術は，理論的には実用に供されるものが早くか
ら開発されてきた．近年になって注目されてきたのは，地すべり観測に用いるのに適した
波長のレーザを搭載した衛星が 2006 年から稼動したことにある．これは波長 24cm の L バ
ンドと称される帯域で，精度的には波長 6cm の C バンドや，さらに短い X バンドが有利で
あるが，植生での反射によって地表まで電波が到達しない．一方，L バンドは植生の影響を
受けにくい特徴があるため，本手法の地すべりの観測を対象にした情報としては，2006 年
以降の L バンドの利用が参照すべきものと考えられる． 
このような背景のもと，地殻変動の検出に関しては 2006 年以前の C バンドで計測されて
いる時代に確立された計測理論を用いて，L バンドでの計測を行っている事例が多い 2-88)．
文献等で地すべり観測を対象にする場合は，衛星「だいち」（ALOS, Advanced Land 
Observing Satellite，エイロス）に搭載された PALSAR（フェーズドアレイ方式 L バンド
合成開口レーダーというレーダーの種類）を応用しているものが，最先端の観測データを
提供している．PALSAR は，1992 年に打ち上げられた JERS-1（ふよう 1 号）衛星に搭載
されていた合成開口レーダー(SAR)の改良型センサであり，観測領域の天候や時間帯に影響
されることなく，地球上すべての地域を 5 日以内に観測することができる．高分解能モー
ドでは 10m の分解能で，従来の合成開口レーダーの 3～5 倍に当たる幅 250～300km の広
域の観測が可能である． 
しかしながら，原理としては衛星と対象物の距離の変化を見るものなので，3 成分を同じ
精度で観測することは困難であり，2 次元の計測と考えて良い．また，衛星の性質上，大気
位相遅延補正や地形縞の除去，使用するシーンの組み合わせ技術に習熟したものが必要で，
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精密計測が常に保証されるわけではないことにも留意が必要 2-89)で，計測精度はｃｍレベル
と考えておく必要が在る．さらに衛星の性質上，時間的な分解能には衛星が周回軌道を回
る速度に限定され，連続観測ではなく，2 回の計測の差を観測することから必然的に 46 日
（平均は 23 日，緊急時で 8 日）ごとの観測となる．地すべり観測については，実際には地
殻変動のような長期的に広域の変動を捉える場合に利用するものと考えられる． 
解析精度はCバンドでは約100mの空間分解能を約１ｃｍの変動精度で検出する技術 2-91), 
2-92)は学会誌上で発表いる．しかし，波長が異なる L バンドでは，各種要因に対する補正，
修正技術が確立されていないと，cm オーダの変化量を常に捉えるには至らない 2-90)が，大
気の水蒸気による位相変動はまだ開発途上である．また，PSIｎSAR（Permanent Scatters 
InSAR）2-90)という手法で，高精度で地表変動を捉えることが可能にはなっているが，まだ
精度を常に保証できるものかどうかは実例が少ない状態である． 
現在の技術では，地殻変動のような変状検出 2-93),2-94),2-95),2-96)は，水準測量結果と比較し
て同様の傾向が把握できたと示すに留まっており，L バンドで地すべり挙動を定量的に cm
で検出したという実例報告はなく，広域を対象に地すべりが発生している現象を把握でき
るというのが実情である． 
近年では 17GHz 地上設置型合成開口レーダーの活用が試験的に実施されており，平成
20 年岩手・宮城内陸地震で地すべりを発生した荒砥沢の崩壊の活用例 2-97)もあり，徐々に
活用が広がっている．ただし，地上型の設置の場合には，後述する地上型の 3DLS と同様
に機材の配置条件などに制約がある．また，干渉 SAR 解析により確認された変動縞から，
斜面変動範囲を推定する手法について検討も行われており．実際に斜面変動が発生し，か
つ斜面変動の発生前に ALOS/PALSAR データの干渉 SAR 解析によって変動縞が現れてい
た 10 事例を対象として検討を実施し面積比において 33～67％の的中率が報告されている
が 2-98)，変動量との比較は実際されていないなど，概要調査の領域であると考えられる． 
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(2)航空機によるレーザ計測 
航空レーザ測量は，1990 年代から活用された手法であり，航空機に搭載したレーザスキ
ャナを用いてレーザ光を地上に照射し，地上で反射するレーザ光との時間差より得られる
地上までの距離と，GNSS(全地球航法衛星システム)および，IMU(慣性計測装置)から得ら
れる航空機の位置情報より，地上の標高や地形の形状を精密に調べる測量手法である．植
生の枝葉の隙間を通過したレーザ光により，航空写真では確認できない植生下の地形を詳
細に把握できることから，砂防や地すべり地調査に利用されてきた．近年では特に，地す
べり地や深層崩壊の危険性のある斜面の微地形を判読について，単に地形を視覚的に判読
するだけでなく，斜面の傾斜量と開度を組み合わせた表現方法や実体視判読が開発され，
より詳細な微地形情報を得られるようになった．一方，土木構造物における周辺斜面の地
質リスクを把握するためには正確な地形情報を取得することが重要である．一般的な地上
測量では，転石のような数メートルの小規模な起伏や，落石の発生源となる急崖において
は，測量時の安全性確保の問題や植生の影響により測点が少なくなり地形図としての精度
が低下する．そのような状況で，レーザ計測では，植生の繁茂状況や急斜面に対する照射
角度の制約があるものの地表面の形状を正確に捉えることが可能であるとされ，図 2-39 に
示すような三次元点群データから落石や落石群の判定への活用が進んでいる 2-99)． 
 
 
図 2-39 約 2ｍの転石の検出事例 2-99) 
 
 
 
DEM画像の鳥瞰図 
平面図 
φ2mの転石群の確認 
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最近では多時期の取得データから，変動する斜面を定量的にモニタリングできるため，
大規模な地すべり地のメートルオーダでの差分解析や変位量の把握が行われている．山地
における湖岸及び送電設備のリスク管理の一つとして，斜面の崩壊地に対して高密度航空
レーザ測量を多時期に実施することにより植生及び地形の時系列変化を捉えた報告がなさ
れている 2-100)． 
しかしながら，センチメートルあるいはミリオーダでの地すべり等の斜面変動を把握す
ることは難しいのが現状である．一方，最近の小型の無人ヘリコプタの開発・普及とレー
ザ計測装置が高精度かつ安価となることにより地形データの取得がより容易になり，活用
機会の増加が促進される可能性が期待できる 2-101)． 
 
(3)地上型三次元レーザ計測 
 地上据え置き型のレーザスキャナは，最大数 100m以内の三次元点群データを取得できる
計測機器として注目されており，多くの分野で適用が検討されている．土木分野において
は，地形計測や土木構造物の形状の取得であり，通常トータルステーションをもちいた平
板測量として，多大な労力を必要とするが，この地上型レーザスキャナを用いることで，
急傾斜地や鉛直の壁面などの計測現場に接近することができ従来は困難な地点においても
大量の三次元点群データを取得することができる． 
 三次元レーザ計測の原理については，機材から 1 秒間に数千発のレーザがパルスとし照
射され，そのパルスが地物に反射して装置まで戻ってくる時間を計測し，時間から距離を
把握するものである．そして，各パルスがどの方向に照射されたのかを把握することで，
レーザの反射パルスが有効な範囲（最大約 1000m，実質的に使用可能な範囲は約 500m）に
おいて三次元点群の取得が可能である形状が再現できる．  
 機器の計測方法には，タイムオブフライト方式と位相差方式の２種類がある．まずタイ
ムオブフライト方式は，レーザを発射してから対象物に反射し，帰ってくるまでの時間を
計測して距離を算出する方法である．次に，位相差方式は，出射光と反射光の時間的なズ
レ（位相差）を距離に換算する方法である．特徴として，タイムオブフライト方式は，位
相差方式に比べ，長距離を得意とし，精度も良いが，データ取得に時間がかかる．一方位
相差方式は，大量なデータを短時間で取得できる特徴がある．目的に応じて両方式を使い
分けることが重要である． 
なお，測定機器に関しては，各機器で使用しているレーザ光の帯域により，計測精度と
到達距離が決定する．主に使用されている帯域は近赤外と青色であり，前者の方が到達距
離は長くなる．どの機種でも計測距離が長くなるとデータ間隔は広くなり，このデータ間
隔を変更することによりデータの密度を調整する．また計測距離が長くなるとレーザのビ
ーム幅であるスポットの直径（スポットサイズ）が大きくなるため，距離に応じて計測対
象物の分解能が変化する．計測密度を増やすためにステップ角度を細かくすれば計測時間
を費やすので，計測コストおよびデータ処理の時間が大きくなる．そのためレーザに関し
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ては計測単価という標準的な費用算出の根拠がまだ整備されていないが，計測の際には精
度確保の必要性からも計測のステップ角度すなわち計測点の密度の打ち合わせが必要にな
る． 
土木分野ではすでに活用が進んでいるほか，地質調査においても例えば急傾斜地で植生
の濃い斜面においてフィルタリングを工夫 2-102)することで，岩盤の形状を取得して設計に
反映された事例 2-103)がある（図 2-40 参照）．なお，地上型三次元レーザスキャナの計測で
は，機材を固定するため，既存の基準点などとの関係も把握することで，公共座標や現地
のローカル座標との関係性を把握することができる．またローカル座標でよい場合，すな
わち急斜面の山中での崩壊地で対岸に林道などがない場合や，観測点も植生に覆われてい
るような地点でも実施することができる．対象物に計測機材の設置は不要であるが（ター
ゲットを設置することが望ましい），観測機材の設置は，足場の良い場所を選ぶことになる
ため，効率よく計測するための観測機材の配置が，計測計画の立案段階で重要である． 
 
図 2-40 急傾斜地における落石供給源の調査事例 2-103) 
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2.4 動態モニタリング手法の選定 
 
本項では，上記の各モニタリング手法の検討結果に基づいて本研究の目的に適している
モニタリングの選定を行う．ここまで記載したように地すべり観測においては，地表面の
地盤伸縮計，孔内では孔内傾斜計が使用されていることが多い．これらは現地に設置する
計測機器で，斜面変動の一部を捉える計測値である．このような手法は，滑落崖の顕在化
や斜面の変動が活発化した場合に適しているが，災害前に設置することは無いため，発生
する可能性や予兆を把握することは困難である．地形的特徴は地すべり発生区域には無数
に認められるため，これらに計測器を設置することは現実的ではない． 
測棹などように，簡便に計測する方法を除けば，計器の設置には初期コストが必要であ
り，既存の手法を多数設置して面的な性状をとらえるのは難しい．また積雪により計測に
支障が出ることもあり，メンテナンス費用も必要である．特に緩慢な地すべりや岩盤崩落
の場合は，1年以上の長期計測を行う可能性もある．また，多くの計測機器は電力を必要と
するため，通信機器を有線で結ぶことになる．しかしながら有線計測や電気的な計測機器
は誘導雷や落石などにより支障がある．地すべり伸縮計も，崩壊時に起点・終点ともに崩
壊することもある．また計測機器の寿命があり，長くても 10年程度である．ソフトウェア
側の課題として計測機器は“点”としての計測となることから，対象斜面の全体の評価を
行う場合は別途地質技術者の解析・評価が必要となる． 
以上のように近年の多発する様々な規模の災害発生やその予測については，広域に場合
あるいは局所的な計測にしても非設置型な手法が望ましい．また計測は対象物の面的な性
状についても把握することが望ましい．このような非設置型の技術としては，写真による
測量が一部で活用されている．この技術は，工場での精密機器の変状の計測から発達し，
土木建設分野においては盛土の形状の計測などに使用されており活用が期待できる．また，
斜面においては，崩壊地の形状把握の技術として活用もされている．レーザ計測は，多数
のレーザが射出できるようになり，スキャナとして利用され測量だけでなく，土木・地質
調査に活用する技術として確立している．本研究では，この技術を斜面の動態モニタリン
グのために調査への適用の可能性についてレビューを行う．特に斜面変動の予測や維持管
理に使用できる計測方法を確立することが重要であると考える． 
以上の結果は表 2-11には，サンプリング期間および評価に用いる計測データの種類によ
って動態モニタリングを地形的な着目点で計測する手法をまとめた．  
これらの検討の結果，人工構造物のひび割れ変動を把握する局所的なモニタリングにつ
いては，デジタルカメラを用いた画像計測法を用いた手法を適用する．また，人工構造物
の面的なモニタリング手法については，同様にデジタルカメラを用いた三次元写真計測を
適用する．最後に広域の面的なモニタリング手法については，航空レーザ測量による三次
元点群データを用いた動態モニタリングを適用するものとした．   
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表 2-11 計測機器の基本情報一覧 
 
手
法
計
測
形
態
ス
ケー
ル
計測手法
面的
な
観測
アウト
プット
対象物
への
設置
受信
機の
固定
受信-
計測
方法
積雪
期間
の
計測
精度 機材など 長所 短所
広域 電波位相差モニタリング △
3次元座
標 有(電) 要
無線-
電送 不可
数㎜
～
数cm
発信機，受信
機，基地局
(受信機と基地
局は有線）
地上で行うGPS計測．
対象距離は1㎞以内．発電ノ
イズは問題なし．DOP値を算
出し精度をシミュレーションす
る必要あり
機器の配列が最大のポイン
ト．発信機と受信機の間は見
通しが必要．
配列に制限がある点で，面的
な計測は不可
MEMSセン
サー（傾斜
計・温度）
△ 3軸傾斜量 有(電) 要
無線-
電送 不可 0.1°
10㎝角の発信
機，受信機
岩盤や構造物に直接機器を
設置して変位を計測．多数設
置して無線管理可能なのが
魅力
電波の到達範囲は良好な状
態で数100ｍ程度
バッテリーで駆動するため，
長期観測には不向き
二
次
元
プラムライ
ン・ひずみ
ゲージ
☓ 一方向，ひずみ 有 要 手動 可 0.1mm
ピアノ線，オイル
タンク，コーディ
ネーター
高い精度でX,Y軸方向の任意
のエレベーションにおける平
面座標が取得可能
後付の設置が困難
拡散レー
ザー変位計
測
△ 2点間変位量 有 要
無線-
電送 不可
数㎜
以上
拡散レーザー発
生器，反射板
レーザー距離計よりも出力が
弱い．降雨，霧中でも計測可
能．
機材の固定点が必要
1計測1セットが必要でコスト
高．
（距離は150ｍ程度）
局所
地盤伸縮計・
傾斜計・地中
変位計
△
2点間変
位量また
は傾斜量
有(電) 要 有線-電送 可
数㎜
～
数
cm，
0.01°
フレキシブル
ケーブル，ピア
ノ線，計測機
管理値に採用されるなど，広
く活用されている．フレキシブ
ル，ピアノ線のタイプについて
は，実績が多く，確実である．
携帯電話あるいはwifiを使用
した無線も活用されている
有線であるため配線が必要．
光ケーブルは温度変化などに
影響され，実績はあまりな
い．
GPS計測 △ 3次元座標 有(電) 要
無線-
電送 不可 数㎜
アンテナ，収録
装置
簡易に三次元位置座標を取
得可能．
見通しが悪い地点でも，2点
以上の位置関係が分かる
天空視界が遮られる場合は，
計測値の精度が低下する．
データは処理が必要であり，
リアルタイムでの評価（生
データ）は困難
多点の実施にはコストの面で
困難
航空レーザ
測量 ○
3次元座
標 無 不要 不要 不可
25㎝
DEM
ヘリコプター，セ
スナ，UAV,対空
基準点，GPS測
量
1秒20～40万発レーザーが標
準で，飛行を重ねるほど精度
は向上する
対象が常緑の広葉樹，夏季
の植生繁茂期の計測では精
度が上がらない場合有．詳細
なデータ取得のためには目的
に応じた補備計測が必要．特
にグラウンドデータの取得率
の把握が必要
3Dレーザス
キャナー ○
3次元座
標 無 不要 不要 不可
数㎜
～
数cm
3DLS，基準点，
ターゲット
点群データは，縦断図等の作
成も兼ねる．リーズナブルで
経時変化も得やすい
基準点としてターゲットの設置
が必要．撮影方法・撮影場所
により，精度は異なる．観測
点が確保できる場合は斜面
調査では限定的となる．また
理想的には対象物にターゲッ
トを設置することが望ましい．
ノンターゲットでは10倍の精
度劣化
水中3Dス
キャナー ○
3次元座
標 無 不要 不要 不可
数～
10cm
音波
音波を多数発射することで精
度を向上，濁った不透明な水
中でも計測か可能
気泡の影響や洗掘形状に
よって精度低下する
光波測量 △ 3次元座標 有 要 不要 不可
数㎜
～
数cm
ＴＳ，プリズム 汎用性が高い 基準点の不動性，気象条件，作業者によるばらつき
三次元写真
計測 ○
3次元座
標 有 不要 不要 不可
数㎜
～
数cm
ターゲット（10
㎝），デジカメ．
基準点は不要
一度で広範囲の挙動が把握
できる．ＵＡＶの画像撮影によ
り活用広まる．
ターゲットを設置する必要あ
り．事前のシミュレーションが
重要
局所
周波数シフト
帰還型レー
ザー
△ 3次元座標 有 要 不要 不可
0.075
㎜
(1σ)
周波数シフト帰
還型（FSF)レー
ザー発生装置，
プリズム
レーザーを用いた距離計測
(OFDR)．1秒間1000発のレー
ザー発振．橋梁の振動計測
で実績あり
光波測量より精度が良いた
め，気温変化，湿度変化，計
測対象物の温度変化も敏感
に計測する．常時設置には未
対応
二
次
元
局所 単写真計測 ☓ 2次元座標 有 不要 不要
条件
付き
可
0.03㎜
(1σ)
5.5cmガラスター
ゲット，コンパク
トカメラ，治具な
ど
汎用性高くメンテナンスフ
リー，写真機，撮影箇所と撮
影者を選ばない写真1枚で解
析．クラックがセンチオーダー
で開いても解析可能
ターゲットの設置にノウハウ
が必要
広域 干渉SAR ○ 一方向 無 不要 不要 不可
数cm
～
10ｃｍ
人工衛星
(ふよう，だいち）
人工衛星からの電波放射に
対して地表からの後方攪乱波
を画像化．同地点を2回計測
し，距離差で評価．一度で数
10ｋｍ2の情報を取得
衛星の計測は月に1回（約46
日間）．測定の精度は確立し
ていない．斜面の傾斜方向に
より得手不得手があるため，
事前の調査が必要
局所 クラックゲージ ☓ 一方向 無 不要 不要
条件付
き可
読取
精度
0.5mm
クラックゲージ 機構がシンプル 2点間の距離しか計測できない．開きすぎると，計測不可
局所 3Dクラックゲージ ☓
3方向変
位 無 不要 不要
条件付
き可
読取
精度
0.01mm
3Dゲージ，デジタ
ルリニアゲージ
（小野測器製）
固定された3方向の計測であ
る
人が計測．クラックが開きすぎ
ると，計測不可となる．
定
性 局所 KUMONOS △
定性的ク
ラック幅 無 要 不要
条件付
き可
0.02㎜
以上 専用TS，基準点 図化が容易．
背景が暗い，遠距離は困難な
場合有．条件をよく確認
広
域
リ
ア
ル
タ
イ
ム
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
一
方
向
三
次
元
一
方
向
定
期
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
三
次
元
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表 2-11 で使用した主要な着目点について，以下に記載した． 
 
①リアルタイム性 
 サンプリングタイムを考慮するために，リアルタイム性と定期モニタリングを区分している．リアルタイ
ムであれば，常に計測状態を把握することができるが，本研究での目的を考慮すると，緩慢な地すべ
りや特異な自然現象発生時に変動が認められることが必要であるため，定期モニタリングでも活用可
能である． 
 
②計測形態 
 計測形態では，計測機器がどのような挙動を観測できるかを示している．例えば平面的な変位に対
応できる場合は二次元となり，地盤伸縮計のように単純に線的な変動を検出するだけの場合は，一次
元となる．ただし，一次元ととはいえ地盤伸縮計を設置する場合は，設置方向を把握し滑落崖をまたぐ
ように設置するため，計測結果は滑落崖の変動と直結した値として評価できる．地形的特徴の変動を
観測する目的の場合は三次元データの方が望ましい． 
 
③多点同時観測 
 計測成果において，面的な評価を行いた場合に複数の機材を設置し，一連の計測で同時刻の成果
を得ることができるかを示す．ある程度広域を網羅したい計測では必須となる．代表的な計測として
GPS計測やMEMSセンサのように多数の計測機器を同時にデータ取得できるものがあげられる．例え
ば，岩盤崩壊の予測ではブロックのメカニズムの解析が必須であるが，MEM センサであればこのよう
な条件に適していると言える．  
 
④アウトプット 
 計測成果として得られるデータの種類であり，三次元座標(x,y,z)は，多時期の変位を計測して差分を
取ることで変位を計測するため解析が必要である．座標を得るためには基準点を必要とする場合が多
く，GPS 測量や平板・水準測量を必要とする場合がある．なお相対的な変位でよい場合には，これらの
測量は不要である．一方，三軸傾斜量，2点間変位量は，変位自体を計測する． 
 
⑤対象物への設置 
対象物への設置は，計測する地すべりや人工斜面に対して計測対象物，例えばGPSであれば受信
機材を設置する必要があるかを示す．この時電源が必要であれば，（電）で示している．三次元写真計
測や単写真計測では，ターゲットの設置が必要であるが最初の設置時の 1回のみである． 
 
⑥受信-計測方法 
 計測対象以外にも，受信機や計測ロガーの設置が必要になる場合がある．計測機器の設置につい
て，地表に機材を設置する必要がある場合，例えば地表伸縮計では，2 点間の計測を有線で行わなけ
ればならない．データ送信を行うための電源も必要である．基本的に特に設置型は電源を必要とする．
一方，ターゲットなどを設置した後，計測時にアクセスしなくていいものは「不」と記載した． 
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第 3章：画像計測法を用いたひび割れ計測による斜面変動の活動性評価 
 
本章では，人工構造物の局所的なモニタリングの手法として画像計測法を用いたひび割
れ計測手法を提案する．写真測量技術を用いて多くのコンクリート構造物のひび割れに対
して，ターゲットの設置と写真撮影，および汎用性のある解析という簡易的な手法で定時
モニタリングが可能とするための技術開発と実用化を行う目的のために実施した． 
デジタル画像を利用したひび割れ幅計測の理論について，特に画像処理技術および写真
測量技術について説明する．最初に，本手法の計測手順について述べる．本手法はすでに
理論的な実証は済んでおり，室内試験や簡易的に現場での活用も進んでいる．これらの実
績には課題があるためこれについて整理を行い，本研究での高精度化に関する検証を行う．
これらの技術を活用して維持管理現場への活用を試みた．最後にこの技術を用いて地すべ
りの活動性の評価を試みた． 
 
3.1 基本原理 
 
本手法は図 3-1 のように反射ターゲットをカメラで撮影してひび割れの変位量を計測す
るものである．計測は，反射ターゲットを 2 枚 1 組になるようにひび割れの両側に設置す
る．このターゲットは正確な間隔で白円が配置されており基準尺としての役割を有してい
る．このターゲットはガラス製および反射する白円にはガラスビーズが接着されておりカ
メラのフラッシュに対して再帰反射するように作られている．このためトンネルのような
暗い場所でも計測が可能である． 
計測は，任意の位置からターゲットを写し込むように写真を一枚撮影する．この撮影画
像に対して，射影変換を行うことで，任意の位置からの撮影を可能となる．射影変換は「斜
めから撮影された画像を正対した位置から撮影した画像に変換する」技術である．この技
術によって撮影角度に依存することなく本計測を高精度に保つことが可能となる．射影変
換を行うには，ターゲット上の 4 つの白円の重心座標を用いて，その変換式の未知パラメ
ータを決定する．影変換処理によって画像を正対させた後，変換後の画像を用いて両側の
ターゲット上の円の重心の二次元座標を算出し，2 つの円の重心間の距離を計測することで
ひび割れ幅の変化を計測する．計測の簡単なフローを図 3-2 に示す．この計測に用いられ
ている技術はターゲット円の重心座標の計算に用いる「明度重み付き重心計算法」と画像
を正対化する「射影変換」の 2 つである．次節よりこれらの 2 つの技術について述べる． 
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図 3-1 反射ターゲット 
 
図 3-2 計測手順 
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3.1.1 ターゲット円の重心計算 
 
(1)標本化と量子化 3-1） 
 はじめに画像 A-D 変換について述べる．アナログ画像からデジタル画像を得るためには
デジタルカメラ（A-D コンバータ）によって，アナログの連続した情報から画像を離散点
へ分割し，標本化を行う．2 次元的に配置された標本点は「画素(pixel)」と呼ばれる．標本
化によって，横方向に M 個，縦方向に N 個の画素が作成されたとき，その画像は M×N の
画素数あるいはサイズの画像という．画像全体の面積が同じであれば，画素数が多ければ
多いほど画像は精細になるので解像度とも呼ばれる．標本化によって，画像は空間的に離
散化された画素に分解するが，各画素の値に関しては連続値のままである．連続した輝度
値を離散的な整数値に変換する操作が量子化である．一般的なデジタル画像では，256 段階
の整数値に分解される．この A-D 変換における量子化数を「明度」と呼ぶ．明度を縦軸に
とりターゲット円の明度分布を示した例を図 3-3 に示す． 
 
 
  (a)3次元表示      (b)2次元表示 
図 3-3 ターゲット円の明度分布の一例 
 
(2)明度重み付き重心計算 3-2） 
デジタル画像計測を高精度にするには，唯一の観測値である画像に写っているターゲッ
ト像の 2 次元座標 p(x,y)の計測精度を高めることが重要である．ここで，ターゲットの 2
次元座標を求める方法について述べる．ターゲット円の二次元座標は，明度分布より計算
を行うものであり，その方法は多様であるが，本手法では最低明度の閾値を定め，閾値以
下の明度を 0 とし，閾値以上の明度を持つ画素については，以下の式を適用して，明度を
重みとした重心計算を行う．ここで x，y は重心座標，𝑥𝑥0，𝑦𝑦0は重心計算範囲の原点，𝑎𝑎𝑥𝑥，
𝑎𝑎𝑦𝑦はそれぞれの画素数，𝑞𝑞(𝑖𝑖, 𝑗𝑗)は画素(𝑖𝑖, 𝑗𝑗)の明度である． 
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3.1.2 射影変換 
 
前節の重心計算によりターゲット上の 4 つの円の重心座標を求めた後，それらの 4 点を
基準点として射影変換を行う．射影変換とは任意の位置から撮影された画像を正対した位
置から見た画像に変換する技術である．この技術によって本手法では撮影角度に依存する
ことなく撮影を行うことを可能としている．計算式となる射影変換式は，カメラ座標系と
対象空間座標系の変換式である．本節では，座標系の変換と射影変換式について述べる． 
 
 
図 2-4 射影変換の流れ 3-3) 
 
(1) 座標系の設定 3-4) 
本節では対象空間座標系とカメラ座標について記述する． 
 はじめに座標系について述べる．対象空間座標 X-Y-Z は対象物に向かって右側水平方向
に X 軸を，垂直方向に Y 軸を，手前方向に Z 軸をとる．またカメラ座標 x-y-z は撮影のた
びに移動するが，その初期値は図 3-5 に示すようにカメラの光軸方向を Z 軸上におき，姿
式(3.1) 
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勢を水平に保って原点を見たとき画面右側 x 軸に，画面上方を y 軸に，Z 軸と一致するよう
に z 軸をとる． 
 
 
図 3-5 座標系の設定 
 次にカメラの移動・回転について考える．カメラ座標系は対象空間座標系を図 3-6 に示
すように回転させることで得られる． 
① 向かって右側に水平(Z 軸を X 軸に重ねる方向)に角度𝜃𝜃だけ回す． 
② 次に上方(Z 軸を Y 軸に重ねる方向)に角度𝜑𝜑だけ回す． 
③ さらに反時計方向(X 軸を Y 軸に重ねる方向)に角度𝜅𝜅だけ回す． 
上記の他にも回転を表現する方法は，いくつか存在するが理解のしやすさという観点から
この方法を採用している． 
 このように座標の回転を定義したとき，それぞれの対象空間座標系からカメラ座標系に
向かう回転行列は式(3.2)のようになる． 
 
𝑀𝑀θ = �cos 𝜃𝜃 0 − sin𝜃𝜃0 1 0sin𝜃𝜃 0 cos𝜃𝜃 �   𝑀𝑀𝜑𝜑 = �1 0 00 cos𝜑𝜑 − sin𝜑𝜑0 sin𝜑𝜑 cos𝜑𝜑 �    𝑀𝑀𝜅𝜅 = � cos𝜅𝜅 sin𝜅𝜅 0− sin𝜅𝜅 cos𝜅𝜅 00 0 1�  
 
これらを合成した回転行列は式(3.3)となる． 
 
𝑀𝑀 = 𝑀𝑀𝜅𝜅 𝑀𝑀𝜑𝜑𝑀𝑀 𝜃𝜃 
= � cos𝜅𝜅 cos𝜃𝜃 − sin𝜅𝜅 sin𝜑𝜑 sin𝜃𝜃 sin𝜅𝜅 cos𝜑𝜑 − cos𝜅𝜅 sin𝜃𝜃 − sin𝜅𝜅 sin𝜑𝜑 cos 𝜃𝜃− sin𝜅𝜅 cos𝜃𝜃 − cos 𝜅𝜅 sin𝜑𝜑 sin𝜃𝜃 cos𝜅𝜅 cos𝜑𝜑 sin𝜅𝜅 sin𝜃𝜃 − cos𝜅𝜅 sin𝜑𝜑 cos 𝜃𝜃cos𝜑𝜑 sin𝜃𝜃 sin𝜑𝜑 cos𝜑𝜑 cos𝜃𝜃 �       
 
以下では行列 M の(𝑖𝑖, 𝑗𝑗)要素を𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖と表すこととする． 
 
式(3.3) 
式(3.2) 
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図 3-6 カメラの回転角の定義 
 
(2) 共線条件式 3-5) 
 対象空間点(ターゲット)と画面画像上の点はカメラの原点すなわちレンズの中心を介し
て一直線上に存在するという事実に基づき方程式を立てる．これを共線条件という．図 3-7
に共線条件のイメージを示す．写真面をレンズの中心側に描いたのは，像の逆転をさせな
いためで，幾何学的には等価である．ここで c は焦点距離(画面距離ともいう)を表す． 
 
図 3-7 共線条件の概念 
 
対象空間座標系 X-Y-Zから見た対象点 Pの座標を(X,Y,Z)，カメラの原点 Oを(𝑋𝑋0,𝑌𝑌0,𝑍𝑍0)，
カメラ座標 x-y-z 系の回転角を𝜃𝜃,𝜑𝜑,𝜅𝜅とする．またカメラの座標系から見た P の写真点 p の
座標を(x, y,−c)とし，空間座標系から見た pを(𝑋𝑋𝑝𝑝,𝑌𝑌𝑝𝑝,𝑍𝑍𝑝𝑝)とする．写真面の z座標は常に−cで
ある．共線条件より次のように考えて表現できる．すなわち，X-Y-Z 系で考えたとき，ベク
トル OP および Op の成分は次のように表せる． 
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𝑂𝑂𝑂𝑂�����⃗ = �𝑋𝑋 − 𝑋𝑋0𝑌𝑌 − 𝑌𝑌0
𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0
� 
 
𝑂𝑂𝑂𝑂�����⃗ = �𝑋𝑋𝑝𝑝 − 𝑋𝑋0𝑌𝑌𝑝𝑝 − 𝑌𝑌0
𝑍𝑍𝑝𝑝 − 𝑍𝑍0
� 
これらは一直線上にあるから，実数 k を用いて 
 
𝑂𝑂𝑂𝑂�����⃗ = 𝑘𝑘𝑂𝑂𝑂𝑂�����⃗  
と書ける．一方，座標の回転行列から 
 
�
𝑥𝑥
𝑦𝑦
−𝑐𝑐
� = 𝑀𝑀�𝑋𝑋𝑝𝑝 − 𝑋𝑋0𝑌𝑌𝑝𝑝 − 𝑌𝑌0
𝑍𝑍𝑝𝑝 − 𝑍𝑍0
� 
である．これらの式から(𝑋𝑋𝑝𝑝,𝑌𝑌𝑝𝑝,𝑍𝑍𝑝𝑝)を消去すると 
 
�
𝑥𝑥
𝑦𝑦
−𝑐𝑐
� = 𝑘𝑘𝑀𝑀�𝑋𝑋 − 𝑋𝑋0𝑌𝑌 − 𝑌𝑌0
𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0
� 
 
が得られる．これを成分で書き下すと 
 x = k{𝑚𝑚11(𝑋𝑋 − 𝑋𝑋0) + 𝑚𝑚12(𝑌𝑌 − 𝑌𝑌0) + 𝑚𝑚13(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)} y = k{𝑚𝑚21(𝑋𝑋 − 𝑋𝑋0) + 𝑚𝑚22(𝑌𝑌 − 𝑌𝑌0) + 𝑚𝑚23(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)} 
−c = k{𝑚𝑚31(𝑋𝑋 − 𝑋𝑋0) + 𝑚𝑚32(𝑌𝑌 − 𝑌𝑌0) + 𝑚𝑚33(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)} 
 
となる．この第 1 式と第 2 式をそれぞれ第 3 式で割って k を消去する． 
 x = −c𝑚𝑚11(𝑋𝑋 − 𝑋𝑋0) + 𝑚𝑚12(𝑌𝑌 − 𝑌𝑌0) + 𝑚𝑚13(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)
𝑚𝑚31(𝑋𝑋 − 𝑋𝑋0) + 𝑚𝑚32(𝑌𝑌 − 𝑌𝑌0) + 𝑚𝑚33(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0) 
 y = −c𝑚𝑚21(𝑋𝑋 − 𝑋𝑋0) + 𝑚𝑚22(𝑌𝑌 − 𝑌𝑌0) + 𝑚𝑚23(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)
𝑚𝑚31(𝑋𝑋 − 𝑋𝑋0) + 𝑚𝑚32(𝑌𝑌 − 𝑌𝑌0) + 𝑚𝑚33(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0) 
 
これが画像計測の基本となる共線条件式である． 
 
式(3.4) 
式(3.5) 
 
式(3.6) 
 
式(3.7) 
 
式(3.8) 
 
式(3.9) 
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(3) 射影変換式 
射影変換は，図 3-8 のように，ある平面 L 上の点(𝑥𝑥,𝑦𝑦)が，投影中心Oに関して，他の平
面 L’上の点(𝑥𝑥′,𝑦𝑦′)として投影されるような変換をいう．式 (3.9)は，次のように，写真座標(x, y)と，標高 Z を与えて，地上座標(X,Y)を求める式に書き直すことができる 3-6)． 
 
図 3-8 射影変換の概念図 
𝑋𝑋 = (𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0) 𝑚𝑚11x + 𝑚𝑚12y −𝑚𝑚13c𝑚𝑚31x + 𝑚𝑚32y −𝑚𝑚33c + 𝑋𝑋0 
 
𝑌𝑌 = (𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)𝑚𝑚21x + 𝑚𝑚22y −𝑚𝑚23c𝑚𝑚31x + 𝑚𝑚32y −𝑚𝑚33c + 𝑌𝑌0 
 
式(3.10)は，測定対象物の Z 座標が与えられれば，その点の地上での位置(X,Y)が，対応す
る写真座標(x, y)から求められることを示している．測定対象面が平面の場合には式(3,10)
の代わりに次のような射影変換式を用いてよいことが，射影幾何学の原理から誘導されて
いる． 
 
𝑋𝑋 = ℎ1𝑥𝑥 + ℎ2𝑦𝑦 + ℎ3
ℎ7𝑥𝑥 + ℎ8𝑦𝑦 + 1  
𝑌𝑌 = ℎ4𝑥𝑥 + ℎ5𝑦𝑦 + ℎ6
ℎ7𝑥𝑥 + ℎ8𝑦𝑦 + 1  
 
ℎ1 = −(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)𝑚𝑚11 + 𝑋𝑋0𝑚𝑚31𝑐𝑐𝑚𝑚33      ℎ2 = −(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)𝑚𝑚12 + 𝑋𝑋0𝑚𝑚32𝑐𝑐𝑚𝑚33       ℎ3 = (𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)𝑚𝑚13 + 𝑋𝑋0𝑚𝑚33𝑐𝑐𝑚𝑚33   
式(3.10) 
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ℎ4 = −(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)𝑚𝑚21 + 𝑌𝑌0𝑚𝑚31𝑐𝑐𝑚𝑚33       ℎ5 = −(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)𝑚𝑚22 + 𝑌𝑌0𝑚𝑚31𝑐𝑐𝑚𝑚33       ℎ6 = (𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)𝑚𝑚23 + 𝑌𝑌0𝑚𝑚31𝑐𝑐𝑚𝑚33  
ℎ7 = −𝑚𝑚31𝑐𝑐𝑚𝑚33       ℎ8 = −𝑚𝑚32𝑐𝑐𝑚𝑚33    
 
 
対象空間座標点に設定された(𝑋𝑋,𝑌𝑌)と写真座標(𝑥𝑥, 𝑦𝑦)との間には，式(3.11)が成り立つ．上式
を整理して， 
�
ℎ1𝑥𝑥 + ℎ2𝑦𝑦 − ℎ7𝑥𝑥𝑋𝑋 − ℎ8𝑦𝑦𝑋𝑋 + ℎ3 = 𝑋𝑋
ℎ4𝑥𝑥 + ℎ5𝑦𝑦 − ℎ7𝑥𝑥𝑌𝑌 − ℎ8𝑦𝑦𝑌𝑌 + ℎ6 = 𝑌𝑌 
 
となる．それで 8 元の方程式を連立するためには，対応する 4 組の点対{(𝑥𝑥,𝑦𝑦) ↔ (𝑋𝑋,𝑌𝑌)}が
あればよいことがわかる．任意の形をしたプレートでは特徴点を 4 対選択すればよい．本
計測で用いるターゲットに 4 つの白円が正確に印刷されている理由はこのためである．4 組
の点対の位置{(𝑥𝑥,𝑦𝑦) ↔ (𝑋𝑋,𝑌𝑌)}を，  {(𝑥𝑥1,𝑦𝑦1) ↔ (𝑋𝑋1,𝑌𝑌1)}，{(𝑥𝑥2,𝑦𝑦2) ↔ (𝑋𝑋2,𝑌𝑌2)}，{(𝑥𝑥3,𝑦𝑦3) ↔(𝑋𝑋3,𝑌𝑌3)}，{(𝑥𝑥4,𝑦𝑦4) ↔ (𝑋𝑋4,𝑌𝑌4)}とし，これらを式(2.12)に代入すると，次のような 8 元連立線
形行列方程式が得られる 3-7)． 
⎣
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎡
𝑥𝑥1 𝑦𝑦10 0 1 00 𝑥𝑥1 0 0𝑦𝑦1 1 −𝑥𝑥1𝑋𝑋1 −𝑦𝑦1𝑋𝑋1−𝑥𝑥1𝑌𝑌1 −𝑦𝑦1𝑌𝑌1
𝑥𝑥2 𝑦𝑦20 0 1 00 𝑥𝑥2
𝑥𝑥3 𝑦𝑦30 0 1 00 𝑥𝑥3
𝑥𝑥4 𝑦𝑦40 0 1 00 𝑥𝑥4
0 0
𝑦𝑦2 1 −𝑥𝑥2𝑋𝑋2 −𝑦𝑦2𝑋𝑋2−𝑥𝑥2𝑌𝑌2 −𝑦𝑦2𝑌𝑌20 0
𝑦𝑦3 1 −𝑥𝑥3𝑋𝑋3 −𝑦𝑦3𝑋𝑋3−𝑥𝑥3𝑌𝑌3 −𝑦𝑦3𝑌𝑌30 0
𝑦𝑦4 1 −𝑥𝑥4𝑋𝑋4 −𝑦𝑦4𝑋𝑋4−𝑥𝑥4𝑌𝑌4 −𝑦𝑦4𝑌𝑌4 ⎦⎥⎥
⎥
⎥
⎥
⎥
⎤
⎣
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎡
ℎ1
ℎ2
ℎ3
ℎ4
ℎ5
ℎ6
ℎ7
ℎ8⎦
⎥
⎥
⎥
⎥
⎥
⎥
⎥
⎤
=
⎣
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎡
𝑋𝑋1
𝑌𝑌1
𝑋𝑋2
𝑌𝑌2
𝑋𝑋3
𝑌𝑌3
𝑋𝑋4
𝑌𝑌4 ⎦
⎥
⎥
⎥
⎥
⎥
⎥
⎤
 
 
式(3.13)を解き，8 つの変数ℎ𝑖𝑖を求める． 
 決定された射影変換式により写真上の 2 つの計測点の座標を代入し，対象空間座標の実
際のターゲットの重心座標を算出することでひび割れ幅の変位を計測している． 
 
  
式(3.11) 
式(3.12) 
式(3.13) 
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3.2 精度検証実験 3-8) 
 
本項では，本手法の計測の精度検証実験について述べる．室内実験，屋外実験を行い計
測精度について把握し，本手法を実際の構造物においてモニタリング技術として適用する
際の精度を予測する．実際の現地で使用される場合には，一般的な土木構造物の場合，擁
壁のように数 m の近距離で撮影できるもののほか，ダムなどの大規模な構造物の場合には，
100m 程度の距離は離隔する可能性がある．精度検証実験は，まず既往の研究に対する再現
性実験を行ったのち，遠距離撮影の精度検証実験を行いターゲットの拡大および望遠レン
ズを用いた効果について検証した．ここで本手法の計測精度に影響する誤差の要因につい
て考察を行った．最後に現場での実用性を高めるために 2 方向変位の検出実験を行った． 
 
3.2.1 精度検証実験の概要 
 
各実験での詳細な概要は各節ごとに説明するが，先に使用機器，変位装置の仕様，計測
値の算出方法，撮影角度などの定義について述べる． 
まず本検証実験で使用した機器を表 3-1に示す．実験を通して Canon 社のデジタル一眼
レフカメラ EOSKissX7 を使用した．有効画素数は 1800 万画素である．光源は外部ストロ
ボを装着し使用しているが，ハレーション現象が起こらないように撮影ごとに光の強さを
調整しながら撮影を行っている．また撮影時は，原則として三脚によりカメラを固定して
いる．反射ターゲットを変位させる装置は 2 種類用いた．近距離実験，遠距離実験で用い
た変位装置を図 3-9(a)に示す．変位箇所をマイクロメーターにより可動させることができ
る．2 方向変位検出実験で用いた変位装置を図 3-9(b)に示す．こちらもマイクロメーター
により 2 方向に変位を与えることができる．ターゲットは，石塚硝子(株)による特殊コーテ
ィングを施したガラス製品で，10 年の紫外線や 100kg/cm2の点荷重に耐えられる材質であ
る． 
表 3-1 使用機器 
仕様 
カメラ 
CanonEOSKissX7 
有効画素数:1800万画素 
レンズ 
SIGMA 18-250mm F3.5-6.3 MACRO OS 
SIGMA 150-600mm F5-6.3 DG 
ストロボ Canon スピードライト 600EX-RT 
ターゲット 
55×55mm，110×110mm 
ガラスビーズ仕様反射ターゲット 
有機・無機特殊コーティング 
石塚硝子(株)製 
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  (a) 1 方向変位装置    (b) 2 方向変位装置 
図 3-9 変位装置 
計測値の算出は，以下の方法を採用する．撮影時ある変位量を与えた後に写真を 5 枚連
写する．この 5 枚の平均値を変位量に対する「計測値」としている． 
最後に撮影距離，撮影角度および変位方向の定義をする．撮影距離，撮影角度は図 3-10
に示す．撮影角度に関しては，正対した位置からの振り分と定義している．変位方向に関
しては「開口方向（x 方向）」は，ひび割れ幅が開く方向を正とする．また「せん断方向（y
方向）」は，稼働ターゲットが下方へ移動する方向を正としている． 
 
図 3-10 撮影距離と撮影角度の定義 
撮影距離Ｌ
ターゲット
カメラ
直角
撮影角度α
90°
moving
target
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本手法では大きく 2 つの画像処理技術により構成されている．一つが「明度重み付き重
心計算法」である．本手法唯一の観測値であるターゲット円の重心計算手法である．一般
に重心計算によるターゲット円の中心座標の取得精度は，画像上のターゲット円のスケー
ル，つまり直径の pixel 数と相関があることが知られている．当然のことながら，撮影距離
が大きくなるにつれて画像上のターゲット円は小さくなる．既往の研究においても本手法
の計測精度は直径ピクセル数にのみ依存すると結論づけられている 3-9)．もう一つが，「射影
変換」である．本手法を撮影角度に依存することなく高精度に保つことを狙いとして導入
されている技術である．先述の通り，既往の研究では撮影距離 25m までで計測精度 0.2mm
以内，撮影角度 60°までで計測精度 0.1mm 以内（ただし，撮影距離 0.36m）という結果
が得られている 2-30)．本論文で行った検証は以下の通りである． 
① 近距離での計測結果と角度別による射影変換の効果の再現性を確認する実験を行い，
既往の研究の再現性を検証する． 
② 遠距離での撮影による精度向上を図るため，検証実験を行い各パラメータと精度との
関係を検証する． 
③ 二方向変位の検出実験を行いひび割れ開口方向だけでなくせん断方向に変位した場合
も同等の精度で計測を行うことを検証する． 
 
3.2.2 近距離撮影時の再現性検証実験 
 
はじめに 5.0m 以内の近距離での撮影を想定し，撮影距離と撮影角度をパラメータとした
実験を行った．撮影距離にはターゲット円の重心読み取りの精度と関係しており，撮影角
度は射影変換の効果を検証するためのものである．既往の研究では撮影距離 25m までで計
測精度 0.2mm 以内，撮影角度 60°までで計測精度 0.1mm 以内（ただし，撮影距離 0.36m）
という結果が得られている．本検証では計測法の再現性の確認と比較的近距離と考えられ
る距離までの撮影距離の延長を行った．マイクロメーターにより変位を与えることができ
る装置を用いてターゲットに変位を与えた．変位量は初期値取りした後，0.20mm ずつ変位
を与えて最大 1.00mm の変位を与えている．使用ターゲットは 55mm×55mm のものを使
用し，使用レンズの焦点距離は 50mm である． 
 
(1)撮影距離と計測精度の検証実験 
撮影距離は 1.0m，3.0m，5.0m の 3 パターンを用意した．はじめに撮影距離別の変位量
と計測値のプロット図を図 3-11 に示す．横軸に変位装置により与えた変位量（mm），縦軸
に解析で得られた計測値（mm）をとる．また表 3-2には各撮影距離別の系統誤差（mm），
および偶然誤差（mm）を示す．これらの結果から，1.0m で系統誤差，偶然誤差ともに
0.00mm という高精度で変位を計測でき本計測の再現性を確認した．また距離を延長した結
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果，撮影距離3mで系統誤差0.06mm，偶然誤差は0.04mm，撮影距離5mで系統誤差0.07mm，
偶然誤差は 0.03mm と撮影距離 1m に比べ計測精度は低下しているが，0.1mm 以下の高い
精度を示している．今回の計測においてはレンズの焦点距離を 50mm としたが，既往の研
究では撮影距離 3m，5m においては焦点距離 300mm のレンズを用いて計測しておりレン
ズの焦点距離を大きくすれば 1m と同等の精度で計測できることが予想される．直径ピクセ
ル数と計測精度の関係は確かにピクセル数が減少すると精度が低下しており，計測精度が
直径ピクセル数に依存している様子がわかる．しかしこの直径ピクセル数と計測精度の関
係については後述する遠距離計測の節でもう一度考察を行う． 
 
図 3-11 撮影距離別の計測結果 
表 3-2 撮影距離別の計測精度 
 
 
  
0.00
0.20
0.40
0.60
0.80
1.00
1.20
0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2
計
測
値
(m
m
) 
与えた変位量(mm) 
1m
3m
5m
y=x
撮影距離(m) 1 3 5
直径ピクセル数(pixcel) 125 46 23
系統誤差(mm) 0.00 0.06 0.07
偶然誤差(mm) 0.00 0.04 0.03
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(2)撮影角度と計測精度の検証実験 
「明度重み付き重心計算法」とともに本手法を構成する画像処理技術のもう一つが「射
影変換」である．本手法が撮影角度に依存することなく高精度に保たれることを狙いとし
て導入された技術である．既往の研究では撮影距離は 0.36ｍで一定とする近接で行われて
いるため本検証では撮影距離を 1m，3m，5m において撮影角度を与えていき計測精度との
関係を検証した．撮影角度は0°�正対した位置�，15°，30°，45°，60°の 5 パターンである．
変位量は初期値取りをした後，0.20mmずつ変位を与え最大 1.00mmの変位を与えている． 
はじめに撮影距離ごとに撮影角度別の変位量と計測値のプロットを図 3-12，図 3-13，図
3-14 に示す．横軸に変位装置により与えた変位量，縦軸に解析で得られた計測値をとる．
また表 3-3 には各撮影角度別の系統誤差，および偶然誤差を示す．これらの結果を見てみ
ると，まず撮影距離 1m では撮影角度が 60°まで移動しても，系統誤差，偶然誤差ともに
0.02mm 以内という高精度で計測できている．射影変換も一定の効果を有していると考えら
れる．撮影距離 3m，においては 60°までで系統誤差，偶然誤差ともに 0.1mm 以内である
が角度が大きくなるにつれて精度が少しずつ低下しているのがわかる．撮影距離 5m におい
ては 45°までで系統誤差，偶然誤差ともに 0.1mm 以内で計測を可能としている．また 3m
の時と同様角度が大きくなるにつれて計測の精度は低下していく．3m と 5m において正対
しているときの精度が角度をつけた計測の精度より少し低いがこれの要因については不明
である．以上の結果を鑑みると，近距離撮影においては撮影角度に依存することなく計測
を可能とする「射影変換」技術は一定の効果を表していると結論づけられる．  
 
図 3-12 1m角度別の計測結果 
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図 3-13 3m角度別の計測結果 
 
図 3-14 5m角度別の計測結果 
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表 3-4 角度別の計測精度 
 
 
3.2.3 遠距離撮影を想定した検証実験 
 
つぎに遠距離(10m 以上)からの撮影を余儀なくされた場合を想定して検証実験を行った．
遠距離での撮影はその撮影距離からターゲット円が小さく写りの直径pixel数が減少するこ
とが想定されるためターゲットのサイズや望遠レンズを変更しターゲット円が大きく写る
ようにしている．ここではターゲットサイズ変更の効果と望遠レンズの効果について検証
を行い考察する．さらに遠距離撮影での射影変換の効果を確認するために角度を0°�正対した位置�，15°，30°，45°，60°の 5 パターンに振って検証実験を行った．変位量は
初期値取りした後，0.20mm ずつ変位を与えて最大 1.00mm の変位を与えている．なお計
測は撮影距離を確保するためすべて屋外で行っている． 
 
(1)ターゲットサイズ変更の効果検証実験 
近距離での実験で用いた 55mm×55mm のターゲットと従来の 2 倍のサイズの 110mm
×110mm のターゲットを使用し比較実験を行った．カメラレンズは焦点距離 250mm のも
のを使用した．撮影距離は 10m，20m，30m，40m，50m で実施した．まず，55mm×55mm
ターゲットでの計測結果を見ていく．図 3-15に与えた変位量とそれに対する計測値の示す．
エラーバーは 5 枚計測時の計測値の標準偏差である．撮影距離 30m 以降で誤差が大きくな
っていることがわかる．さらに距離が大きくなるにつれて計測値の標準偏差も大きくなっ
ている．撮影距離別の系統誤差，偶然誤差をまとめた表 3-5を見ると 30m 以降で系統誤差，
偶然誤差が 0.1mm 以上になり 50m では系統誤差 0.41mm，偶然誤差 0.23mm と突出して
大きくなっている．この要因に関しては，55mm ターゲットでは撮影距離が大きくなる 40m，
50m あたりで図 3-16 に示すように，ターゲット円が他の少し明度が高い部分とつながって
しまうため明度の閾値の設定を 252 と極端に大きくして計測を行った．これにより円を表
現するピクセルが減少し，正円を表現できなくなったことが精度低下の要因ではないかと
考える．しかし，40m では系統誤差 0.09mm，偶然誤差 0.10mm とある程度の精度を示し
ており，この違いについての要因を特定することはできなかった． 
 
撮影距離(m) 撮影角度 0° 15° 30° 45° 60°
系統誤差(mm) 0.00 0.01 0.01 0.02 0.02
偶然誤差(mm) 0.00 0.01 0.01 0.01 0.01
系統誤差(mm) 0.06 0.02 0.06 0.05 0.05
偶然誤差(mm) 0.04 0.01 0.04 0.03 0.02
系統誤差(mm) 0.07 0.02 0.05 0.05 0.14
偶然誤差(mm) 0.03 0.02 0.03 0.03 0.07
1m
3m
5m
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図 3-15 55mm×55mmターゲット計測結果 
表 3-5 撮影距離別の計測精度 
 
 
 
図 3-16 撮影距離 50mでの円の形 
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測
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m
) 
与えた変位量(mm) 
10m
20m
30m
40m
50m
y＝x 
撮影距離 10m 20m 30m 40m 50m
直径ピクセル数 48 26 19 14 12
系統誤差(mm) 0.03 0.04 0.12 0.09 0.41
偶然誤差(mm) 0.01 0.02 0.12 0.10 0.23
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 次に 110mm×110mm のターゲットを使用した計測の結果を図 3-17 に示す．50m で誤
差は見られるが，55mm×55mm のターゲットに比べ小さくなっている．5 枚撮影時の計測
値の標準偏差も小さくなっていることがわかる．撮影距離別の系統誤差と偶然誤差を示し
た表 3-6 を見ると距離が大きくなっていくにつれて精度は低下していくものの撮影距離
50m においても系統誤差 0.09mm，偶然誤差 0.07mm とどちらも 0.1mm 以下の精度で計
測が可能である．55mm×55mm ターゲットの計測精度と比較すると，各距離において精
度が向上していることがわかる．以上の結果より，遠距離撮影においてターゲットサイズ
を大きくし円を大きく写すことで本手法の計測精度の低下を抑えることが可能であること
からターゲット大型化の効果を実証することができた． 
 
図 3-17 110mm×110mmターゲット計測結果 
表 3-6 撮影距離別の計測精度 
 
0.00
0.20
0.40
0.60
0.80
1.00
1.20
0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2
計
測
値
(m
m
) 
与えた変位量(mm) 
10m
20m
30m
40m
50m
y=x
撮影距離 10m 20m 30m 40m 50m
直径ピクセル数 98 52 38 28 22
系統誤差(mm) 0.03 0.02 0.06 0.04 0.09
偶然誤差(mm) 0.01 0.01 0.03 0.02 0.07
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(2)望遠レンズの効果の検証実験 
 次にターゲット円を写真上で大きく撮影し，ピクセル数を確保する目的から，250mm の
望遠レンズと 600mm の望遠レンズで比較を行った．110mm×110mm のターゲットを使用
している．250mm 望遠レンズの結果は先述の通りである．600mm 望遠レンズを用いた検
証実験は，撮影距離を 10m，20m，30m，40m，50m，60m，70m，80m，90m，100m
で実施した．まず，250mm 望遠レンズとの比較のため撮影距離 10m～50m の計測結果に
ついて比較する．図 3-18に 600mm 望遠レンズでの 10m~50m での与えた変位と計測値の
関係をプロットした．計測の誤差は焦点距離 250mm のレンズと比較しても大きな差はない
が，エラーバーが小さくなり計測値のばらつきが抑えることができている．表 3-7 に撮影
距離別の直径ピクセル数，系統誤差，偶然誤差を示す．40m において系統誤差が 0.1mm よ
り大きくなっている点を除けば，系統誤差，偶然誤差は焦点距離 250mm 望遠レンズと同等
の計測精度である．直径ピクセル数を比較すると焦点距離 600mm 望遠レンズは 3 倍弱に
なっているが，計測精度が直径ピクセル数に依存するということは焦点距離 600mm のレン
ズを用いて直径ピクセル数が増加したことによって精度が向上することはなかった．また，
同等のピクセル数でも計測精度に少し差がある． 
 
 
図 3-18 600mm望遠レンズの計測結果（撮影距離 10m～50m） 
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表 3-7 撮影距離別計測結果（撮影距離 10m～50m） 
 
 次に，撮影距離 60m～100m での計測の結果を示す．マイクロメーターにより与えた変
位量と計測値の関係を図 3-19に示す．撮影距離 60m 以降では 50m 以前に比べ計測値の誤
差が大きくなっている様子がわかる．5 枚撮影の計測値の標準偏差も大きくなっている．表
3-8に各撮影距離での計測精度を示す．この撮影距離では系統誤差，偶然誤差ともに 0.2mm
以下の計測精度となった．また撮影距離 100m に近づくにつれて精度が改善されている． 
 
図 3-19 600mm望遠レンズの計測結果（撮影距離 60～100m） 
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表 3-8 撮影距離別計測結果（撮影距離 60m~100m） 
 
 
(3)計測精度への影響要因の考察 
既往の研究では本手法の計測精度は直径ピクセル数にのみ依存するという結論が示され
ていた．本計測手法の計測精度を高めるには唯一の観測値であるターゲット円の 2 次元座
標の誤差を小さくすることが必要である．直径ピクセル数と系統誤差，偶然誤差との関係
を示した図 3-20，図 3-21 を見ると，2 つの傾向が認められる．約 50pixel を境界にしてプ
ロットされた点の傾きが異なる．特に直径ピクセル数 50pixel 以下の領域では傾きが急にな
り計測精度も同じ直径ピクセル数でも誤差が大きい．この領域で計測精度を決める直径ピ
クセル数以外の要因について検討する．本検証では2つの要因について考察する．1つ目は，
ターゲット円の重心の 2 次元座標の誤差である．円のような図形のデジタル化において誤
差を生み出しているのは，図形の境界線上である．円の直径ピクセル数とは円を表現する
ピクセルの解像度を簡易に表現したものであり，解像度が上がればデジタル画像での円は
真の円に近づく．2 つ目は，射影変換による誤差の伝搬である．円の 2 次元座標の誤差が射
影変換を行うことによって誤差が拡大されるという可能性である．以上の要因について考
察を行い，本手法の計測精度との関係をまとめる． 
 
 
図 3-20 直径ピクセル数と系統誤差の関係 
撮影距離(m) 60 70 80 90 100
直径ピクセル数(pixel) 54 47 42 37 34
系統誤差(mm) 0.20 0.16 0.18 0.13 0.12
偶然誤差(mm) 0.16 0.09 0.11 0.15 0.12
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図 3-21 直径ピクセル数と偶然誤差の関係 
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① ターゲット円の 2 次元重心座標の誤差 
 まず重心計算時の誤差について述べる． 直径ピクセル数はターゲット円の解像度を表し
ていると考えられる．そこで円の解像度が低下すると精度にどのように影響が出るのか考
察する．図 3-22に円の解像度の低下を簡易に示す．(a)によると，解像度が低下する，つま
り既往の研究で用いられてきた直径ピクセル数が低下するだけでは重心の 2 次元座標は変
化しないことがわかる．一方(b)のように，例えば円の左側が削れるような場合，重心の 2
次元座標は変化する． 
 
   (a)     (b) 
図 3-22 解像度の違いと重心座標の関係 
 
このように円の境界上でピクセルが欠損するあるいは境界線より外のピクセルが含まれ
る場合に重心の座標が変化する．解像度が低い場合 1 ピクセルが欠損することによる重心
のずれは大きくなる．解像度が低下することによりピクセルの欠損が精度に及ぼす影響が
大きくなることが精度を低下させる一つの要因であると考える． 
 
 
 
図 3-23 ターゲット円の解像度の違いとその 2値化画像 
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② 射影変換式による誤差伝搬の影響 
射影変換における誤差伝搬の影響について述べる． まず，望遠レンズの効果検証実験で
用いた 10m～50m での画像を射影変換の処理をせずに計測を行った結果を図 3-24 に示す．
計測値の誤差が低減されている．各撮影距離別の計測精度を表 3-9 に示す．撮影距離 50m
までで系統誤差，偶然誤差ともに 0.03mm 以下での計測が可能であった． 
次に，60m～100m での計測結果を図 3-25に示す．表 3-10を見ると撮影距離 100m にお
いても系統誤差，偶然誤差ともに 0.1mm以下の計測精度で計測を行うことが可能となった． 
 
 
 
図 3-24 10m～50mの計測結果 
 
表 3-9 撮影距離別の計測精度 
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図 3-25 60m～100mの計測結果 
 
表 3-10 撮影距離別の計測精度 
 
表 3-11 射影変換前後の円の解像度の違い 
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射影変換なしの計測結果について考察する．射影変換前後の直径ピクセル数の変化の様
子を表 3-11に示すと射影変換によりターゲット円の解像度が向上している．射影変換式は
変換前の画像の点 4 点から変換後の画像 4 点の対により射影行列を求めており，変換後の
画像のスケールが一定である．そのため変換後の画像を描画する際に拡大されて描画され
る．画像処理では画像の画素は，格子状配列に配置され，その中心に標本点があるとみな
せる．変換前の入力画像について座標変換をすべての座標に対して適用した場合，必ずし
も画素の中心に変換されず元の標本点からずれてしまうことがある．特に図 3-26 のような
画像を拡大するような変換では，変換後の座標の間にすき間が生じる．そこで変換後の出
力画像にすき間があかないように，逆変換を用いた内挿法（補間法）によって実現する 3-10）． 
 
図 3-26 画像の拡大 3-7） 
本手法の変換後画像の描画の際は線形補間法を用いている．変換時の補間により誤差が
拡大していると考えられる．本検証では重心計算での明度の閾値は 204 である．図 3-27 の
射影変換前の明度分布を見ると，解像度は小さいが境界が明瞭である．射影変換後の明度
分布を図 3-28 に示す．射影変換前に比べて解像度が増加している．閾値周辺のピクセルが
なめらかにつながっており閾値の設定によって重心計算に係るピクセルが変わっている．
また，図の明度分布では，射影変換前に円の左側の明度が少し小さい．これが射影変換後
には左側に少し膨らんでいる． 
以上の要因が，重心 2 次元座標の誤差のつながっていると考えられる．変位一定のまま
撮影距離を変化させ撮影した写真 5 枚のターゲット円の 2 点間距離を計測しそのばらつき
を確認した．図 3-29 に射影変換を行った画像 5 枚の 2 点間距離を計測した結果を示す．5
枚の計測値が徐々にずれていくことが見て取れる．これが計測の誤差につながると考えら
れる．表 3-12 に撮影距離別の標準偏差と系統誤差，偶然誤差を示す．標準偏差と系統誤差，
偶然誤差の間に相関は見られない． 
しかし，計測値の平均がずれていくことにより計測精度の低下につながっていると考え
られる．次に射影変換を行わずに画像 5 枚の 2 点間距離を計測した結果を図 3-30 に示す．
5 枚計測の標準偏差は射影変換を行った時と撮影距離ごとに比較するとあまり差がない．し
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かし写真五枚の計測値の系統的なずれが軽減されていることが見て取れる． 
以上に結果から解像度が低下してきた場合，射影変換の処理を行うと計測の誤差が大き
くなることが確認できた．ターゲット円の解像度が低下した場合は射影変換の処理を行わ
ずに計測することにより本手法の計測精度を高精度に保つことができることを実証した． 
 
 
  
(a)射影変換前              (b)射影変換後 
図 3-27 射影変換前後の明度分布 （3D比較） 
 
 
(a)射影変換前            (b)射影変換後 
 
図 3-28 射影変換前後の明度分布（平面比較） 
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図 3-29 射影変換を実施した撮影距離別 2点間距離 
 
表 3-12 射影変換を実施した 2点間距離の標準偏差
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図 3-30 射影変換を実施しなかった撮影距離別 2点間距離 
 
表 3-13 射影変換を実施しなかった 2点間距離の標準偏差 
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(4)遠距離撮影の撮影角度の検証実験 
以上の検証により，ターゲット円の解像度が落ちる場合は射影変換処理を行わずに解析
を行うことで遠距離撮影が高精で実施できることがわかった．そこで，この計測条件とな
った場合の撮影角度について精度検証を行う．撮影距離を 10m，30m，50m，100m で撮
影角度を0°�正対した位置�，15°，30°，45°，60°の 5 パターンで変化させ写真を撮影し，射
影変換の処理を行わずに実験を行った．変位量は初期値の撮影後，0.20mm ずつ変位を与え
最大 1.00mm の変位を与えた．図 3-31，図 3-32 を見ると撮影角度が大きくなるにつれて
計測値が下方に系統的にずれていく傾向がわかるが，これは他の撮影距離でも見られた現
象であった．表 3-14 に各撮影距離の撮影角度と系統誤差，偶然誤差を示す．撮影角度 30°
までで系統誤差，偶然誤差ともに 0.1mm 以下で計測が可能である． 
 
図 3-31 撮影距離 10mでの計測結果 
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図 3-32 撮影距離 50mでの計測結果 
 
表 3-14 撮影距離ごとの撮影角度と計測精度の関係 
 
 
(5)遠距離計測実験まとめ 
 遠距離撮影では，ターゲット円が小さく写ることにより円の解像度が低下する．ターゲ
ット円を大きく写すために本検証ではターゲットの大型化と望遠レンズを用いて実験を行
い，いずれも効果があることを実証した．また，円の解像度が低くなる場合は射影変換の
処理を行わないことにより，100m 先のターゲットでも撮影角度 30°以内であれば計測精
度 0.1mm 以下で計測が可能であることを実証した． 
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3.2.4 2方向検出の検証実験 
 
 現場での計測の実用性を高めるため，2 方向の変位を同等の精度で計測可能かの検証を行
った．実際のトンネルや擁壁に発生したひび割れは開口方向に進行すると同時にせん断方
向にも進行することも十分考えられる．構造物において開口方向はコンクリートの温度変
化による膨張収縮の影響等も考えられるが，せん断方向に変位がある場合は構造上の問題
が発生している可能性がある．従来のノギスや簡易なクラックゲージでは 2 点間の距離を
開口量とすることが多いため，二次元平面での解析が可能となることで，より汎用性が高
まると考える．図 3-33 を用いて本検証について述べる． 
 
 
    (a)1 方向(x 方向)にのみ変位  (b)2 方向(y 方向)に変位 
図 3-33 1方向変位と 2方向変位の違い 
 
仮に，クラックゲージの計測より 2 つの測定点が 16mm 変位したという結果が得られた
とする．(a)は開口方向にのみ 16mm 変位した場合であり，(b)は開口方向に 10mm，ずれ
方向に 10mm 変位し，結果この二方向の変位量が合成されて 16mm の変位という結果が得
られた場合を示している．従来のひび割れ計測手法では，(a)と(b)の違いを明確にするこ
とは難しく，その結果以後の構造物の補修計画を適切に立てることが難しいとされている．
このような状況から，本計測のターゲット白円の重心の 2 次元座標からひび割れの変位量
を検出するという特徴からひび割れ幅を開口方向とせん断方向に分けて検出可能かどうか
の検証を行った．本実験では x 方向(開口方向)および y 方向(せん断方向)に変位を与えるこ
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とが可能な装置を用い，x 方向，y 方向に 0.2mm ずつ等しく変位を与え実験を行った．撮
影距離は 1m，3m，5m でターゲットに正対した位置から撮影を行った．レンズの焦点距離
は 50mm である．図 3-34 に実験結果を示す．そして，方向別の系統誤差と偶然誤差を表
3-15に示す．実験を行った撮影距離すべてにおいて系統誤差，偶然誤差ともに 0.1mm 以下
で計測を行うことが可能であった．これらの結果より，近距離撮影の結果と比較しても x
方向の変位と等しい精度で y 方向の変位も検出できていることがわかる．これにより，2 方
向変位計測の実用性を示した． 
 
表 3-15 2方向の計測精度 
 
  
撮影距離(m) 系統誤差(mm) 偶然誤差(mm) 系統誤差(mm) 偶然誤差(mm)
1m 0.00 0.00 0.01 0.00
3m 0.02 0.02 0.03 0.00
5m 0.06 0.03 0.01 0.01
x方向 y方向
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図 3-34 撮影距離別 2方向実験結果 
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3.2.5 維持管理への適用 
 
 本項では，本計測手法を実際の構造物のひび割れ幅計測法として適用した例を示す．本
研究で計測を行った現場は 3 か所である．まず 1 箇所目の計測箇所は，ダム貯水池の岸に
位置するコンクリート製のスロープである．こちらは平成 23 年にひび割れが発生してから
約 2 年間にわたって計測を行い，平成 25 年 9 月に崩壊した．2 箇所目は，インフラ構造物
である発電所内部のコンクリートに発生した亀裂である．3 箇所目は遠距離撮影の実用例と
して橋梁基礎のひび割れ計測への適用例を示す． 
 
事例１：湛水地護岸コンクリート製スロープ 
 
(1)現場概要 
 対象とする構造物は，某ダム貯水池の右岸側に位置するコンクリート製スロープである
（図 3-35）．平成 23 年度の出水時にスロープの貯水池側が護岸の洗掘により沈下したこと
により，ひび割れが発生した．対象ダムは運用水深 5～6m と水深が浅く，ダムの放流を行
うと河川状態になる．このため計測対象のスロープ付近は通常の運用状態でも河川の流れ
により護岸が洗掘されることに加え，降雨などにより水位が上昇した際に流速が増し洗掘
がより進行すると考えられる．ターゲットの変位はこの洗掘の速度に関係する可能性があ
り，計測を実施した． 
計測は平成 23 年 12 月 9 日に初期値撮影を行い，平成 25 年 9 月 4 日まで計 31 回の計測
を行った．撮影間隔は約 1 か月ごとである．最終撮影日以降はスロープの貯水池側のブロ
ックが崩壊した．また平成 24 年 2 月 16 日撮影時にターゲットに損傷があり解析パターン
を変更し，その後，流木の衝突により損傷がひどくなったため平成 24 年 12 月 27 日に新た
にターゲットを設置している．ターゲットの設置方法はコンクリートへの接着剤による直
接接着である．計測の際使用した機器は市販のコンパクトデジタルカメラで撮影を行った．
写真は 5 枚撮影し 5 枚の平均値を計測値とした． 
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図 3-35計測箇所の様子 
 
(2) 計測結果 
 計測結果を表 3-16に示す．計測結果を見ていくと，ひび割れが進行性のものであること
がわかる．ひび割れの月間の平均変化量は 2.44mm/月と開口速度が速いことがわかる．図
3-36にひび割れの累積変化量をプロットした図を示す．平成 25 年 2 月 12 日以降のプロッ
トを見ると累積変化量のプロットがばらつき，値が増減しているのが見て取れる．この現
象について考察を行う．計測の誤差という可能性を考えると前述した 3.2 項での検証実験で
示した通り，撮影距離 1m 程度では計測の精度は 0.00mm とほぼ一致することが実証され
ている． 
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表 3-16 全計測結果 
 
 
 
図 3-36 ひび割れの累積変化量 
1 H23.12.9 4.7 52.49
2 H23.12.15 7.3 52.93 0.45 0.45
3 H24.1.13 3.0 53.84 0.91 1.35
4 H24.2.16 1.4 54.77 0.93 2.28
5 H24.3.14 2.7 56.65 1.88 4.16
6 H24.4.17 12.5 59.24 2.59 6.75
7 H24.5.17 19.1 61.08 1.85 8.60
8 H24.6.20 21.4 63.50 2.42 11.01
9 H24.7.19 27.0 66.50 3.00 14.01
10 H24.9.5 25.7 70.67 4.17 18.18
11 H24.9.24 20.0 73.37 2.70 20.88
12 H24.10.22 17.0 75.13 1.75 22.64
13 H24.11.27 6.4 77.59 2.46 25.10
14(旧)，15(新) H24.12.27 -0.3 79.70 2.11 27.21
16 H25.1.28 1.0 83.48 3.78 30.99
17 H25.2.12 2.1 82.95 -0.53 30.46
18 H25.3.22 8.2 93.53 10.58 41.04
19 H25.4.3 10.8 94.47 0.94 41.98
20 H25.4.5 15.1 96.42 1.95 43.93
21 H25.4.8 9.7 94.92 -1.50 42.43
22 H25.5.10 14.5 88.41 -6.50 35.93
23 H25.6.12 25.6 109.14 20.73 56.65
24 H25.6.26 20.3 99.86 -9.28 47.37
25 H25.7.3 23.2 97.74 -2.12 45.25
26 H25.7.5 27.9 93.95 -3.78 41.47
27 H25.7.22 27.2 99.82 5.87 47.33
28 H25.7.25 26.9 99.83 0.01 47.35
29 H25.8.16 26.7 102.80 2.96 50.31
30 H25.8.27 23.1 102.14 -0.66 49.65
31 H25.9.4 21.2 104.15 2.01 51.66
累積量(mm)気温(平均気温) 2点間距離(mm) 変位量(mm)計測回 日付
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このばらつきに関してはひび割れの変位を開口方向（x 方向）とせん断方向(y 方向)の 2
方向に分解すると特徴が現れる．図 3-37に示すように開口方向はターゲットが開く方向を
正，せん断方向はターゲットが上流側に動く方向を正としている．累積変位量を月間変位
量に換算し 2 方向に分解した結果を図 3-38 に示す．開口方向に 2.39mm/月，せん断方向に
月間変位量 0.77mm/ 月でひび割れが進行しており，開口方向に卓越したひび割れであった．
ひび割れの進行は護岸が洗掘されることにより河川側のブロックが重力により落下してい
くためであると考えられる．ひび割れのせん断方向成分が上流側に進行しているのは洗掘
が上流側から進行しているからであると考えられる．図 3-39に示す実際の崩壊後の写真を
見ても上流側から洗掘が進行していることがわかる．開口方向の累積変位量をプロットし
たものを図 3-40，せん断方向の累積変位量をプロットしたものを図 3-41に示す．この結果
を見ると，先ほど述べたひび割れ変化のばらつきは開口方向に現れているが，せん断方向
には現れていないことが見て取れる．屋外での計測のため温度変化によるひび割れの膨
張・収縮も考えられるが変位量は最大 20.73mm の変位があるため温度変化のみの影響とは
考えられない．つまり計測の誤差ではなくスロープに異常が発生しひび割れの変動が起こ
ったと考えられる．  
ひび割れの挙動を正確に把握することは，その後の維持管理計画を決定するための有益
な情報となる．2 方向に分割することによりひび割れ幅の変化の特徴を抽出し，実際の現場
でのモニタリング技術としての実用性を示した． 
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(a) 設置直後         (b)河川側ブロックの変化状況 
図 3-37 開口方向とせん断方向の向き 
 
 
図 3-38 方向別の月間変位量 
  
図 3-39 崩壊前後の護岸の洗掘状況(電源開発株式会社提供) 
(a)崩壊前，(b)崩壊後 
(a) (b) 
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図 3-40 開口方向の累積変化量 
 
図 3-41 せん断方向の累積変化量 
 
(4) まとめ 
 本手法をコンクリート製スロープのモニタリングに適用して得られた結果を下記に示す． 
ひび割れの変位を 2 方向に分解することで開口方向に 2.39mm/月，せん断方向に
0.77mm/ 月という開口方向に卓越したひび割れであると判定することを可能とした．実構
造物においてひび割れの変位方向と変位量を判定することにより本手法の実用性を示した． 
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事例２：地下発電所の維持管理 
 
(1)現場概要 
電力設備である地下発電所のコンクリート壁面上に認められるひび割れを対象に適用さ
れた．当ひび割れは建設初期より認められたが，その幅の変動量については不明であった．
ひび割れは側面から天井まで約 5ｍの間連続して発生しており，その進展挙動を把握したい
ものの有効な計測手段による定量化が行われておらず，本計測の適用によりひび割れ幅の
変化の計測を実施した．計測箇所は地下発電所の図 3-42 に計測例示すような天井部分であ
り，通常で手の届かない位置であるため本計測手法が効率的に実施可能であった． 
 
図 3-42 地下発電所構内でのひび割れ幅変動量の計測(電源開発株式会社提供) 
 
(2)計測結果 
計測対象箇所は，屋内であるため日照などの影響による温度変化の季節変動は少ないと
考えられた．表 3-17は，代表的な地点として S-1 地点の計測期間中のひび割れ幅の変化を
計測した結果を示す．これによれば変位量は初期値より+0.19mm～-0.23mm となり変位を
示す傾向は認められない．図 3-43 には，全 11 地点の測定結果を示す．同時に示す当該箇
所の気温データを掲載したが，季節変動に以外の変動は認められない．S-6 および S-8 地点
の開口量は大きいものの，この 2 箇所はコンクリートブロック継ぎ目に相当するため，拡
大～収縮量が大きくなっていると考えられる．これを含めて，これらの結果から本計測結
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果は開口するトレンドは認められない．対象箇所は今後も年 1 回程度の計測を行い，地震
などの災害時にのみ計測により管理する維持管理計画を立案できた． 
表 3-17 S-1地点の計測値一覧（例） 
撮影回 年月日 
撮影 
枚数 
2 点間距離(mm) 
距離 変位量 累積量 
1 H25.8.27 5 23.33  - - 
2 H25.9.18 5 23.19  -0.14  -0.14  
3 H25.10.25 5 23.24  0.05  -0.09  
4 H25.11.20 5 23.28  0.04  -0.05  
5 H25.12.24 5 23.37  0.09  0.04  
6 H26.2.17 5 23.47  0.10  0.14  
7 H26.3.20 5 23.52  0.05  0.19  
8 H26.4.30 5 23.48  -0.04  0.15  
9 H26.6.16 5 23.25  -0.23  -0.08  
10 H26.8.27 5 23.10  -0.15  -0.23  
11 H26.10.28 5 23.23  0.13  -0.10  
12 H26.12.25 5 23.42  0.19  0.09  
13 H27.2.17 5 23.39  -0.03  0.06  
14 H27.4.20 5 23.33  -0.06  0.00  
15 H27.6.25 5 23.25  -0.08  -0.08  
16 H27.8.21 5 23.15  -0.10  -0.18  
17 H27.10.27 5 23.26  0.12  -0.07  
 
図 3-43 地下発電所での計測結果一覧 
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事例３：橋梁基礎構造物の維持管理 
 
(1)現場概要 
計測対象とした構造物は，電力設備（電源開発（株）の管理施設）である圧力水路管の
橋梁コンクリート橋脚部分に発生したひび割れである．周辺は地すべり・崩壊や深層崩壊
が多く発生する地点であり，土砂災害による土石流が橋梁に対して影響を与えることが想
定された．また計測対象点は直接ゲージを設置したり，直接スケールを当てることにより
計測することが困難であることから，本計測手法により計測を実施し，データの取得を継
続して行っている．計測対象となったターゲットは図 3-44に示すような川中の橋脚に設置
されており，計測するひび割れは構造物に対して非貫通で密着しているが，延長数 m に及
ぶものである． 
 
図 3-44 橋梁のひび割れ幅変動量の計測状況(No.3を撮影) 
 
 
図 3-45 橋梁計測全体図(電源開発株式会社提供)  
P5右岸側
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下
流
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(2)計測結果 
計測は約 3 年間で不定期に実施し，撮影距離は 50m であるため，本研究で検討された遠
距離撮影手法の提案による射影変換処理を行わない解析方法により行った．横軸に計測日，
縦軸にターゲットの 2 点間累積変位量をとったグラフを計測地点における気温データとと
もに図 3-46に示す．これを見ると，初期値から収縮方向への変位が見られるが，開口方向
への変位は見られない．平成 26 年前後に数値に乱れが認められるものの，全体的に変化は
認められない．また温度変化の影響もほとんど変化は認められず，本計測対象点は安定し
た状態であると判断した．今後は，定期に計測を実施し，地震等の災害時に計測を行うこ
とで，橋梁の健全性の基礎資料として活用されることになった． 
 
図 3-46 橋梁計測結果(電源開発株式会社提供) 
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3.3 斜面変動の活動性評価 
 
3.3.1 現場概要 
 
ダム湛水地斜面に地すべり対策工として施工された水抜きトンネルおよび調査横坑を対
象とした．図 3-47 に計測対象のトンネルの位置を示す．該当するダムは，建設時である 1955
年から 1956 年にかけてダム左岸およびその上流側の地山が，工事用クレーン走行路および
仮排水路のための掘削により不安定化して斜面上部では数 m の落差を生じる斜面変状と崩
壊が発生した．このため，水抜き横坑，山留め法切（掘削除去），山留めグラウチング，山
留めコンクリートよう壁の設置，押さえ盛土などの対策工により地すべりを安定化させダ
ム建設を行った 3-12)． 
ダム左岸の斜面では，1978 年に山留めコンクリートよう壁および斜面上部（標高 360m
付近）での複数の開口亀裂が発見され，安定状態にあった斜面の再滑動兆候を確認した．
このため，1978 年 10 月以降，計測を含めた本格的な挙動調査を開始するとともに，1979
年から 1980 年にかけて旧水抜きトンネルを施工した．その後，斜面変動は安定化する傾向
にあったが，1983 年の降雨時に変動を示し，1988 年まで累積的な変動を観測したため，地
下水位の変動調査などを踏まえ，1990 年に新水抜きトンネル（延長 280m）を施工し，地
下水面を地すべり面より低くなるように低下させた．現在のところ，一部には微小な変位
挙動が見られるが，地すべり挙動に関する資料 3-13)を参照すれば，地すべり滑動の兆候は認
められない状態にあると考えられる．しかしながら，なお微小な変位は継続していること
から，観測を継続している．現状の観測結果からは，地すべり計（伸縮計）の変位は 5 ㎜/
年以下，水平変動量は 7 ㎜/年以下であることが確認されている．左岸斜面地山内に想定さ
れる地すべり面の状況を目視により観察し，さらにその力学的な特性を評価することを目
的として，調査横坑を新設している 3-12)． 
 
図 3-47 対象となる地域の地図 3-14)  
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3.3.2 地質概要 3-12) 
 
本地点周辺の地形は，標高 600～1,000mの山地が徐々に高度を下げながら，北東－南西
方向に延び，この中を河川が北から南へ直線的に流下し，比高差 400～800mの深いＶ字谷
を刻む壮年期の地形をなしている．ダム左岸の斜面は，傾斜角が 30度前後の比高差 250m
程度の斜面となっている．ダムが位置する地域は，緑色片岩ないし黒色片岩と呼ばれる結
晶片岩が分布している．ダム左岸の地山は，緑色片岩を主体として一部に黒色片岩を伴っ
ており，片理に沿う小規模な破砕帯や粘土シームが認められる．電源開発株式会社の調査
によって以下の地質情報が確認されている．結晶片岩の片理面の走向は N30°W～N10°E，
その傾斜は 30度前後で西傾斜を示す箇所が多く，これらの片理面の方向は左岸斜面の地山
全般に認められることから，左岸斜面の地山は，南－北ないし南南東－北北西の走向で，
西へ約 30°で傾斜する同斜構造となっている．このため，ダム左岸の地山は，全体として
斜面に平行な流れ盤である．斜面周辺の沢や谷の露頭では新鮮堅硬な緑色片岩と黒色片岩
が分布しているが，斜面内では，地表付近の岩盤には緩みが見られ，片理沿いに割れて開
口し，一部で風化が進んでいる．また，斜面の上方では，やや厚く崖錐堆積物が分布して
いる．想定地すべり面はダム左岸の上下流の斜面に拡がっており，ダム近傍のレベルから
標高 380m付近にかけて緑色片岩を主体とする地山内にあり，流れ盤となっているものと考
えられる．その深さは最大 50m程度であり，それよりやや浅い深さ 35mの二条の地すべり
面の分布が考えられる．深部地すべり面より下の岩盤は，電研式岩盤分類で CH 級を示し，
それより上の地すべりブロックは，緩みや風化の見られる CM級ないしそれ以下の岩級を主
体とした岩盤で，斜面の上方には厚さ 10mを越える崖錐堆積物が分布している．また，現
状の地下水位は水抜き対策が実施されていることから，想定地すべり面より下に位置して
いる． 
 
 
図 3-48 想定地質断面 3-12) 
  
崖錐堆積物 
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3.3.3 地すべりにおけるひび割れ計測の目的と設置 
 
調査横坑を含めた水抜きトンネルは，図 3-49 のような位置関係にある．全長 300m にわ
たり多数のひび割れが確認されており，ひび割れの拡大もノギスによる目視測定による日
常点検により明らかになっている．ただし，図 3-50のようにひび割れに壁面の石灰成分が
付着したり，ノギスによる測定点の見極めに個人差が出るなどして，詳細な計測には不向
きであった．またクラックゲージの設置なども検討されたが，ひび割れは多数あるため高
コストとなることやデータロガーを使用する際の電源の確保が困難であるなどの理由から
見送られてきた．このような厳しい計測条件の下，平成 23 年 1 月に試験的に 10 ヵ所にタ
ーゲットを設置し，同年 8 月にさらに 20 ヵ所ターゲットを設置し計測を開始している． 30
ヵ所のひび割れの場所及び備考を表 3-18にまとめ設置位置を図 3-51 に示す． 
 
図 3-49 調査横坑の平面・断面位置とすべり面との関係概要図 3-12) 
 
図 3-50 トンネル内の様子(電源開発株式会社提供)  
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表 3-18 全 30ターゲットの設置概要（青字：初期設置，赤字：追加設置） 
 
 
図 3-51 反射ターゲット設置位置(電源開発株式会社提供) 
 
 
No.
坑口からの
距離
場所 同一 区分
1 10.2m L
11 10.2m 天
2 10.3m R
12 10.3m 天
3 16.4m R
13 43.0m R
4 57.0m L
14 65.0m 天
15 65.0m R
16 95.0m 天
17 95.0m R
18 100.3m 天
5 101.6m R
19 120.0m R
6 140.4m L
20 140.4m 天
21 181.0m L
22 5.0m 天
7 22.0m R
23 22.0m 天
24 27.5m 天
8 30.2m R
25 30.2m 天
26 35.0m 天
27 35.0m 天
9 39.7m R
28 39.7m 天
10 44.0m 下
29 49.7m 天
30 49.7m 天
表層すべり
偏圧
深層すべり
同一
同一
同一
同一
同一
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通常ターゲットの設置は，計測したいひび割れに対して両側に接着剤などで直接接着す
るが，本トンネルはコンクリート壁面が平面ではないこと，そして湧水によりターゲット
に石灰成分が付着する恐れがあり以下のような方法を採用した（図 3-52）．まず，電気式ド
リルを壁面に対して垂直方向に∅20mm 程度の孔を開け，M-14 アンカーボルトを打設する．
次にねじ加工したターゲットの支柱をビス止めする．その後，鉄板に接着した反射ターゲ
ット板を接着剤によって支柱に固定した．  
 
図 3-52 ターゲット設置方法の写真 
 
3.3.4 計測結果と斜面の活動性評価 
 
 対象現場の計測は約 5 年間行われている．撮影方法はターゲットに対して 1.0m 以内の近
接撮影を行った．計測結果を表 3-19に示す．表の各セルの値はひび割れの累積変化量を表
しており各計測回の計測値から初期値を引いた値である．年間変化量は総変化量を経過年
数で除した値である．表中に赤字で示したのはひび割れの年間変化量が 1.0mm/年以上の箇
所である．まずトンネルの坑口から 10m の位置にある No.1，No.11 である．この 2 つのタ
ーゲットは同一のひび割れを計測しており，No.1 が側壁，No.11 が天端に設置されている．
図 3-53 に No.1，No.11 のひび割れの様子を示す．ひび割れの開口量が大きい様子が見てわ
かる．図 3-54 に No.1，No.11 にひび割れの累積変化量を示す．年間変化量がそれぞれ
5.16mm/年，5.47mm/年と突出して大きいことがわかる．このひび割れは斜面表層のすべ
り面の影響を受け進行しているものと考えられる．  
また，図 3-55 には，現地にカメラを設置したまま 30 分間隔のインターバル撮影を行っ
たものである．坑内気温はほぼ 9.5～10℃と安定していた．この結果から，ひび割れは深夜
から明け方にかけて変位する傾向が認められた．計測期間の近似式から変位量は 0.06mm/
日であり，この変位量では 1 年の変位は 22mm 程度となることから，全体的な変位量とは
整合しない．夜間の変位に関する原因は不明であるが地球潮汐による影響の可能性がある．
現状では，このような表層崩壊はクリープ的な変動であり，日常的な変位が発生している
ことを示している．   
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表 3-19 全ターゲットの計測結果 
 
 
   
図 3-53  No.1（左），No.11（右）のひび割れの様子 
 
 
図 3-54 No.1，No.11の累積変化量 
計測日 2011/1/20 2011/3/3 2011/5/25 2011/8/31 2011/9/25 2012/3/8 2012/6/7 2012/10/25 2013/2/18 2013/8/29 2013/9/24 2014/2/6 2014/3/11 2014/7/18 2014/10/25 年間変化量
No.1 0 0.42 1.28 2.27 2.85 6.40 7.07 8.54 11.07 12.62 13.06 16.00 16.68 17.80 19.44 5.16
No.2 0 0.04 -0.19 0.01 -0.29 -0.30 -0.35 -0.29 -0.30 -0.16 -0.30 -0.29 -0.37 -0.29 -0.23 -0.06
No.3 0 0.00 0.18 0.08 0.09 0.17 0.23 0.26 0.27 0.01 0.12 0.04 0.12 0.06 0.04 0.01
No.4 0 -0.09 0.04 0.05 0.06 0.18 0.09 0.08 0.22 0.11 0.13 0.17 0.23 0.17 0.23 0.06
No.5 0 0.03 0.10 0.05 0.00 0.23 0.47 -0.04 0.16 0.07 0.02 0.13 0.26 0.10 0.11 0.03
No.6 0 -0.08 0.24 0.12 0.04 0.07 0.27 0.08 0.16 0.33 0.34 0.27 0.27 0.49 0.46 0.12
No.7 0 0.02 0.17 -0.26 0.16 0.28 0.17 0.31 0.08 0.27 0.14 0.19 0.20 0.40 0.31 0.08
No.8 0 0.23 0.73 1.04 1.18 2.01 1.89 2.15 2.47 2.45 2.48 2.90 3.24 3.19 3.93 1.04
No.9 0 0.04 0.15 0.16 0.25 0.25 0.16 0.25 0.17 0.13 0.11 0.26 -0.42 0.21 0.25 0.07
No.10 0 -0.04 0.19 0.32 0.21 0.21 0.43 0.31 0.44 0.41 0.39 0.62 0.63 0.49 0.48 0.13
No.11 0 1.33 5.23 6.50 8.05 11.24 12.93 13.53 16.30 17.64 18.40 20.58 5.47
No.12 0 -0.03 -0.01 0.00 -0.04 -0.10 -0.17 -0.23 -0.30 -0.11 0.09 -0.15 -0.05
No.13 0 0.02 -0.09 -0.11 0.07 0.00 0.18 0.05 0.05 -0.03 0.12 0.49 0.16
No.14 0 0.08 0.03 0.08 0.10 0.23 0.10 0.15 0.10 0.23 0.13 0.15 0.05
No.15 0 -0.50 0.25 0.14 0.18 0.24 -0.19 -0.37 -0.08 -0.51 -0.07 -0.32 -0.10
No.16 0 0.00 0.00 0.00 -0.06 -0.02 0.01 -0.09 -0.06 -0.05 -0.06 0.03 0.01
No.17 0 -0.02 -0.07 0.04 0.01 0.09 0.00 0.16 0.17 0.07 0.04 0.24 0.08
No.18 0 -0.13 -0.15 0.01 0.00 0.19 0.01 0.03 -0.12 -0.11 0.18 -0.18 -0.06
No.19 0 0.00 0.00 -0.02 -0.10 -0.01 0.00 0.12 0.18 0.16 0.14 0.10 0.03
No.20 0 -0.22 -0.03 -0.33 -0.14 -0.15 -0.11 0.02 -0.20 -0.01 -0.07 -0.07 -0.02
No.21 0 0.09 0.10 0.18 0.09 0.05 0.00 0.06 0.00 0.08 0.15 -0.06 -0.02
No.22 0 0.00 0.01 -0.07 -0.02 -0.28 -0.15 -0.14 0.00 -0.04 -0.27 -0.27 -0.08
No.23 0 -0.53 0.01 -0.11 0.09 -0.19 -0.11 0.26 -0.14 -0.07 -0.05 -0.06 -0.02
No.24 0 0.04 0.09 0.12 0.14 0.13 0.23 0.21 0.21 0.33 0.28 0.34 0.11
No.25 0 -0.10 -0.10 0.84 0.90 1.56 1.59 1.77 1.87 2.12 0.84
No.26 0 0.37 0.37 0.40 -0.78 -0.78 0.49 0.15 0.15 0.15 1.07 1.07 0.34
No.27 0 -0.05 0.28 -0.01 0.01 0.09 -0.09 0.11 0.10 0.17 0.37 0.27 0.09
No.28 0 -0.22 -0.53 -0.18 -0.13 -0.32 0.13 -0.26 -0.50 0.40 0.28 0.35 0.11
No.29 0 0.04 0.26 -0.10 -0.20 0.13 0.21 0.20 0.35 0.32 0.38 0.59 0.19
No.30 0 0.00 0.18 0.18 0.18 0.18 0.53 0.49 0.79 0.69 0.78 0.93 0.30
0
5
10
15
20
25
累
積
変
化
量
（m
m
） 
No.1
No.11
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図 3-55 No.1における 2日間の 30分間隔の累積変化量 
 
もう一箇所は調査横坑に設置された No.8 である．ひび割れの様子を図 3-56 に示す．No.8
の累積変化量を図 3-57 に示す．こちらの年間変化量は 1.04mm/年である．調査横坑は湛水
地斜面の深層すべり面を貫通するように建設されている． 
また，図 3-58には，No.1 と同様に，現地にカメラを設置したまま 30 分間隔のインター
バル撮影を行った結果を示す．なお本地点も，坑内気温は安定しており 9.5～10℃と安定し
ていた．この結果を見るとひび割れ幅は，ほぼ安定しており，No.1 で認められたような開
口トレンドは無い．すなわち No.8 の変状は No.1 のような表層崩壊に伴うクリープ的な変
動ではなく，直接監視していないので決定的ではないものの，常時の変動はほとんどなく，
地震や降雨を誘因とした変動であることを示唆していると考える．この結果は第 2 章でも
提示した，地すべり滑動が，常時発生しているわけではなく，イベント（降雨や地震，規
模に応じて）により変動を起こしている一つの例と挙げることができる． 
なお，ターゲット No.8 の位置と深層すべり面の位置関係を示した断面概要図を図 3-59
に示す．図のようにすべり面の位置とターゲットを設置したひび割れが地すべり滑動性の
一部を反映している可能性を示しており，あくまで坑壁のひび割れを計測したものではあ
るが，これを理解した上で，高精度で地すべりに関する動態モニタリングとして活用でき
ると考えられる． 
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図 3-56 No.8のひび割れの様子 
 
図 3-57 No.8の累積変化量 
 
図 3-58 No.8における 2日間の累積変化量 
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図 3-59 すべり面とターゲットの位置の概念図 
 
なお，表 3-19 に示した数値の中で，黄色に塗っている箇所は年間変化量が 0.1mm を超
える箇所である．そのうち No.25 は No.8 と同じひび割れを計測しているため年間変化量
0.84mm/年と大きな変化が見て取れる．注目するべきは年間変化量 0.1mm 程度というごく
微量のひび割れの変化を経年的に検出している点である．コンクリート構造物の維持管理
計画においてひび割れの進行性が重要な判定材料となることは 3.1 項で述べたとおりであ
る．例えば図 3-60 の No.4 の計測結果を見ると，計測値が多少変動しながらも，徐々にひ
び割れが開いていく傾向が見て取れる．従来のスケールを当てる目視点検の作業では，ひ
び割れが本当に進行しているのか温度・湿度変化によりひび割れが膨張・収縮しているの
か区別することは難しい．本手法の 1.0m での計測の精度は系統誤差，偶然誤差ともに
0.00mm であり，この高精度計測によって年間変化量 0.12mm/年というひび割れの微小な
変化を把握できている．このように本手法を用いることによって従来のひび割れ計測では
区別できないひび割れの温度・湿度変化による膨張・収縮および，ひび割れの微小な変化
を区別できる高精度な計測手法であると言える． 
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図 3-60 No.4の計測結果 
 
(5) まとめ 
 ひび割れ幅の変化量を高精度に計測するという本手法を水抜きトンネルの地すべり面付
近のひび割れモニタリングに適用して得られた結果を下記に示す． 
・トンネル内のひび割れ 30 ヵ所に対して計測を行うことで，ひび割れの進行が認められる
箇所と認められない箇所が判明した． 
・計測精度 0.00mm(表 3-2 を参照，撮影距離 1m)という高精度計測により年間変位量 0.1mm
程度の微小なひび割れの変化をひび割れの膨張・収縮と区別してとらえ，微小なひび割
れの変動および進行性を計測可能である． 
・ひび割れの進行が顕著な箇所は斜面のすべり面と一致しており重点的に計測を続ける必
要があると考えられる． 
・進行があまり見られないひび割れについては，豪雨や地震時などのひび割れが進行する
と考えられる場合に計測を行うなどの維持管理計画を立案するということも考えられる． 
・表層のすべりについては，本計画の変位傾向を参考に対策工の検討が行われている．ま
た深部すべり面における計測では，斜面付近に設置されている地表伸縮計や孔内傾斜計
のデータの管理基準値を補完するデータとして活用されている．そのほかの微少な変位
量を示す箇所についても定点観測地点として現地機関による管理に使用されている． 
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3.4 まとめ 
 
 本章では，人工構造物の局所的なモニタリング手法として適用するため，デジタル画像
を利用しひび割れ幅の変化量を計測する手法の精度検証実験を行い，実際の現場に適用し
検討を行ったものである．本手法で用いた画像処理技術は「明度重み付き重心計算法」と
「射影変換技術」である．本計測の精度は，検証実験の結果，直径ピクセルに依存する部
分と依存しない部分が明らかとなった．この境界は約 50pixel である．50pixel を下回る領
域では円の解像度の低下により境界のピクセルの誤差が現れる．また射影変換の処理を行
うことによって誤差が伝搬しており，重心の 2 次元座標の誤差が拡大した．検証実験の結
果より，本手法の計測精度は計測の条件付きではあるが下記に示す通りである． 
 
(1) 直径ピクセル数 50pixel 以上確保できる場合（主に近距離撮影時）は，従来の計測手
順に従い計測を行う．撮影角度 60°までで系統誤差，偶然誤差ともに 0.1mm 以内で
計測可能である． 
(2) 直径ピクセル数が 50pixel を下回る場合（主に遠距離撮影時）は射影変換を行わずに
計測を行う．撮影距離 100m，撮影角度 30°以内で系統誤差，偶然誤差ともに 0.1mm
以内で計測可能である． 
 
撮影距離が大きくなりターゲット円の解像度が低下する場合は，ターゲットの大型化，
望遠レンズの使用による焦点距離調整によって精度の低下を抑えることが可能である． 
また，ターゲットの 2 次元座標を算出するという本手法の特徴を生かし，ひび割れの開
口方向とせん断方向の 2 方向に変位を検出することを可能とした． 
 実際の地すべりに伴う構造物の維持管理モニタリングに適用して得られた結果をまとめ
る．ダム湛水地斜面の水抜きトンネル，コンクリート製スロープ，発電所構内，橋梁基礎
の遠隔撮影に本手法を適用し計測を行い，現場の維持管理や地すべりの活動性の評価に活
用されている． 
 
(1) 5 年間のモニタリングにより進行性のあるひび割れと進行性が見られないひび割れを
区分した．これにより重点的に監視する箇所と豪雨，地震等のひび割れ進行の可能性
がある場合に計測を行う箇所というように効率的な維持管理が可能である． 
(2) 高精度な計測により，年間変位量 0.1mm 程度の微小な進行性のあるひび割れと温度・
湿度変化による膨張・収縮とを区別することが可能であった． 
(3) ひび割れの変位を 2 方向に分解することで開口方向に 2.39mm/月，せん断方向に
0.77mm/ 月という開口方向に卓越したひび割れであると判定することを可能とした．
実構造物においてひび割れの変位方向を判定することにより本手法の実用性を示した． 
(4) 遠距離撮影においても約 50m 離れた橋梁基礎のクラックを計測することが可能である
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ことを明らかにした． 
(5) 緩慢な活動性を示す地すべりの調査横坑におけるコンクリートひび割れを計測した結
果，年間で認められる変動はクリープ的な常時性の変動ではなく，地震や降雨による
変動であることを示唆している可能性が認められた．この結果は第 2 章でも提示した，
地すべり滑動が，常時発生しているわけではなく，イベント（降雨や地震，規模に応
じて）により変動を起こしている一つの例と挙げることができる． 
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第 4章 精密三次元写真計測を用いた擁壁変状の活動性評価 
 
本章では，人工構造物の面的なモニタリング手法を適用できる手法を確立するために精
密三次元計測法を用いた山留擁壁の計測を実施し，地すべり末端部に位置する擁壁の活動
性について評価を試みる． 
擁壁全体の変動計測については，某湛水地左岸に位置する斜面挙動を監視することを実
用化のための対象地点とした．この斜面は，昭和 30 年に某湛水池に設置された幅 120m，
高さ 30m の大きなコンクリート構造物である．この斜面構造物には，斜面全体にわたって
多くの開口亀裂が存在している．この斜面挙動の原因とその挙動を明確にするためには，
多くの計測機器が必要であるがコストの問題もあり最低限の実施となっている．そのため，
これら擁壁全体を対象とした変状計測手法が必要となった． 
なお，本地点はクラック計が設置されており，この年間の変位量はおおむね 5mm であ
る．このため，本手法の管理目標は「三次元的に 5mm の変位を捉える」ことした． 
斜面の変位検出は，過去の研究 4-1)において実施されているが，必要精度に関する記述
がなく，経験的に必要精度が判断されている．また，デジタル写真測量は基準点を持たな
いため，計測毎に違った座標系で三次元座標が算出される．二つの座標を単純比較するこ
とには意味がないため，座標内に，いくつかの不動点を設けて，重ね合わせを行い，座標
系を一致させることが必要である．既往の研究では，不動点の設定方法に，統計的な検定
を取り入れている事例 4-2)のほか，全計測点を不動点として重ね合わせを行っている事
例 4-3)がある．これらどの方法が，どのような斜面に適しているかという議論がなされて
いないため，不動点の選定に関しても一定の規定がない．さらに，当該斜面は幅 120m，
高さ 30m にわたる斜面に設けられた長大構造物であり，撮影地点も制限がある．このよう
な斜面におけるデジタル写真測量を利用した斜面挙動監視の適用例はない．そのため本研
究では，当該斜面において 5mm の変位を三次元的に捉えるための変位検出方法に一定の
規定を設け，斜面変動を監視することを目的とする． 
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4.1 デジタル写真測量の基礎理論 
 
精密三次元計測は，設置したターゲットに対して高解像度のデジタルカメラを用いて多
点撮影を実施するもので，デジタル写真測量の技術を用いる．撮影されたデータを解析す
ることで高密度かつ高精度な三次元空間座標が得られる．作業の実施手順と主な解析作業
内容フローを図 4-1 に示す 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-1 実施手順と主な解析作業内容フロー 
 
 
計画 
・ 計測目標と要求精度 
・ カメラ，レンズの選定 
・ ターゲット径，数，配置 
・ 撮影場所の選定 
・ シミュレーション 
・ 撮影条件 
  シャッター速度，絞り，感度 
・ 撮影順序，重複度 
撮影 
ターゲット座標計測 
・ ターゲットの抽出 
・ ターゲット番号の認識 
・ ターゲット中心座標の計算 
写真接続 
・ 対象点座標の初期値 
・ 外部標定の初期値 
・ 写真接続 
調整計算 ・ 大誤差の除去 
・ 精度計算 
 
評価 ・ 外的誤差の計算 
 
項目 作業内容 
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4.1.1モデルの設定と解析原理 4-4) 
 
(1)方程式と未知数 
計測対象となる構造物をさまざまな方向から撮影し，1 つの点は複数の画像に写る．そ
れらの画像を組み合わせて，特定の点がどの写真のどの位置に写っているかを調べれば，
その点の 3 次元位置を逆算できる．これが画像計測の基本的な考え方である．画像上の x, 
y 座標のみがデータとして得られる．この後で述べる幾何学的条件を適用して方程式群を
作り，それらの最小 2 乗解を求める．方程式の数は，画像に写った点の数の 2 倍である．
例えば対象点が 20 個あり，15 枚の画像を得たとき，そのすべての点が写っていたとすれ
ば，方程式の数は 20×15×2=600 になる． 
ここでの未知数は，次の 3 つのグループに分類される．詳細は後述する． 
 
① 対象点座標：(X,Y,Z) 
② 外部標定要素：カメラの撮影位置(X0,Y0,Z0)，回転角(θ,φ,κ)の 6 つの変数 
③ カメラの構造に起因するパラメータ：焦点距離やレンズひずみ係数など．カメラのモデ 
ルとしてどのような式を採用するかによって数は異なるが，本研究では 8 個用いた． 
 
対象点の数を n，画像枚数を m とすると，対象点座標は 3n 個，外部標定要素は 6m 個，
カメラパラメータ（8 個）を合わせて 3n+6m+8 の未知数が存在する．カメラパラメータは
オフラインで，例えば専用のカメラ校正装置などを用いて求めることが可能である 4-5),4-6)．
しかし，この方法では本来の計測作業に加えて，装置や解析を必要とするので，合理的と
は言えない．これに対し，計測作業中に他の未知数と同時にパラメータを求める方法を考
える．この方法をセルフ・キャリブレーション付きバンドル調整(bundle adjustment with self 
calibration)，もしくは単にバンドル調整 4-7)と呼ぶ．解法の基本となるのは空間の幾何学・
線形代数学である． 
 
(2) 座標系と回転角 
最終的に求めるものは，対象点の 3 次元座標である．この座標軸 X-Y-Z は空間上に任意
に設定する．一方で得られる座標は，画像上に設定した 2 次元座標(x, y)である．両者の位
置関係は，中心投影原理を背景として結び付けられる． 
まず，座標系の設定について述べる．対象空間座標 X-Y-Z は，対象物の適当な点を原点
にとり，対象物に向かって右側水平方向に X 軸を，垂直上方に Y 軸を，手前方向に Z 軸
をとる．また，カメラ座標 x-y-z の初期位置は，カメラの光軸を Z 軸上におき，姿勢を水
平に保って原点を見たとき，画面右側を x 軸に，画面上方を y 軸に，Z 軸と一致するよう
に z 軸をとる（図 4-2 参照）． 
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図 4-2 座標系の設定 
 
次にカメラを移動・回転させて写真を撮影する．このとき，対象空間座標系を以下のよう
に回転させて，カメラ座標系が得られるものと考える（図 4-3 参照）． 
 
図 4-3 回転角の定義 
1) 向かって右側に水平（Z 軸を X 軸に重ねる方向）に角度θだけ回す． 
2) 次に上方（Z 軸を Y 軸に重ねる方向）にφだけ移動する． 
3) さらにカメラを反時計方向（X 軸を Y 軸に重ねる方向）にκだけ回す． 
回転を表現する方法として，上記以外にもいくつか存在する4-8)． 
本研究でこの方法を採用したのは，最も理解しやすいためである．すなわち，カメラの姿
勢を見たとき，3つの角度の概略値が簡単に判る．回転角度が容易に求められることは，後
述の解法における初期値設定において，非常に大きな利点である． 
このように座標の回転を定義したとき，それぞれの対象空間座標系からカメラ座標系に向
かう回転行列は式(2.1)である．それらを合成した回転行列(2.2)となる． 
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(3)共線条件式 
 三次元計測の最も基礎的な理論は，共線条件式である．これは，カメラのレンズ中心と
画像面（CCD 面）に写った対象点，そして実際の対象点が一直線上にあるという共線条件
を用いる．これを共線条件(collinearity condition)という． 
 
図 4-4 精密三次元計測の原理 
 上記の共線条件から，多数の写真の多数の像に対して以下のような共線条件式が得られ
る．これは非線形な式であるため，初期値の回りでテーラー展開を行ない線形化し連立方
程式を作り，繰り返し最小 2 乗法で解く． 
 
 
 
式（4.1） 
(x,y)：写真上の 2 次元座標 
(X,Y,Z)：計測対象点の 3 次元座標 
(X0,Y0,Z0)：レンズ中心の 3 次元座標 
(Δx,Δy)：レンズひずみの補正項 
m：対象空間座標系に対するカメラ座標系の回転行列 
c：レンズの焦点距離 
 
前述の式(1)の計算に際しては，未知数を初期値と補正量に分け，初期値のまわりでテーラ
ー展開して線形化して式(2)を得る．次に，その線形連立方程式を解いて補正量を計算する．
さらにこの補正された初期値を用いて解を更新し，次の線形化の初期値とする．この手順
を解が収束するまで繰り返すことで未知数を求める．  
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exxxv =+++ 332211 AAA                     式(4.2) 
ここで，添字 1 はカメラの位置と角度に関する量，添字 2 はカメラの内部パラメータを補
正する量，添字 3 は計測点座標に関する量を表す．Ai は係数行列で，e は計測値と共線条
件式による理論座標との差よりなる残存量ベクトルである． m 枚の画像で，n 個の計測点
を撮影したとき，１つの計測点につき 2 個の方程式が成立するので，方程式の数は 2mn と
なる．一方，カメラの位置と角度に関する未知数は 6m 個，計測点の 3 次元座標は 3n 個の
未知数となる．本研究ではカメラの内部パラメータを 8 つの未知数で表現するので,例えば
対象物上に 100 点の計測点を設置し，その計測点を 20 枚の画像で撮影した場合,428 個の未
知数を 4000 個の方程式で解くことになる．具体的には，式(3)で表される 2 乗誤差の総和
を最小にする未知数を求める． 
 
            min)()()( →−−==Φ xexevvx AA TT                   式(4.3) 
 
式(3)の条件を満たすために xで偏微分して 0とおくと正規方程式と呼ばれる式(4)が得られ
る． 
ex TAAA =)( T                        式(4.4) 
 
この方程式を解くことにより，計測点の 3 次元座標を他の未知数と共に得ることができる． 
 
(4)精度の評価 
 ①内的精度 
各計測点における観測方程式の残差の標準偏差を内的精度σ i(σxi,σyi,σzi)とする．こ
の量は共線条件式から計算される統計的な量であり，その平均二乗偏差 m(mx,my,mz)をも
って計測全体の内的精度とする．またσxyzと mxyzは以下の式のように定義する． 
 
   
 
式（4.5） 
𝜎𝜎𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥 = �13 �𝜎𝜎𝑥𝑥𝑥𝑥2 + 𝜎𝜎𝑥𝑥𝑥𝑥2 + 𝜎𝜎𝑥𝑥𝑥𝑥2� 
式（4.6） 
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𝑚𝑚𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥 = �13 �𝑚𝑚𝑥𝑥2 +𝑚𝑚𝑥𝑥2 +𝑚𝑚𝑥𝑥2� 
式（4.7） 
 
 内的精度は得られる計測対象点のばらつきの範囲を示していると言え，三次元計測に
おける精度検証は主に内的精度を用いて行なわれる． 
 
②外的精度 
  別の手段で計測された測定値と三次元計測によって計測された測定値との差，もしく
は差の平均二乗偏差を表す． 
外的精度とは，真値と推定値の差を言う．三次元計測で得られた三次元座標と，他の
計測手法で得られた三次元座標の差で示す．本調査では光波測量を実施しているため，
光波測量による 15 箇所のターゲットの二点間距離の差と三次元計測で得られた二点間
距離と比較を行うことにした．ただし光波測量の誤差も考慮して検討行う必要がある． 
このほか，初回撮影時において，任意の測定箇所について強制的に数 mm 動かしてそ
の変化が測定できるかによって検証する（今後，強制変位実験と記載する）． 
よう壁にはクラック変位計が設置されており，これに隣接する位置にもターゲットを
設置し，両者の整合程度を確認する．また本計測の実施に合わせて，コンクリートよう
壁のクラック分布（分離したブロック）および性状を把握のため，必要に応じて壁面の
直接観察を実施して，よう壁に見られるクラックを記録する． 
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4.1.2 計測条件 
 
①カメラの選定 
今回使用したデジタルカメラの仕様を表 4-1 に示す．画素数は CCD 面積に比例し
ている．使用した Kodak のカメラは一つの画素の大きさが 0.008mm(8μm)で一定であ
る．画素数の多いカメラを用いるメリットは，同じ範囲を写したとき，ターゲット像
をより大きく写すことができるので結果として分解能をあげることができる． 
②レンズ選定 
今回の撮影では，計画時において 18mm.28mm.50mmの 3 種類のレンズを準備した．
なおズームレンズについては，レンズひずみが異なることにより解析に問題があり，
仕様対象外とした．レンズひずみが小さい点から焦点距離の長いレンズを適用すべき
であったが，現地の撮影環境において対象斜面との撮影距離が 30ｍ程度しか離隔でき
ないため最終的に，Nikon 18mm 広角レンズを使用した． 
表 4-1 デジタルカメラの仕様 
項目 仕  様 
カメラ 
KODAK 製 DCS Pro14n 
形式：F マウントレンズ交換式一眼レフレックスタ
イプデジタルカメラ 
有効画素数：13.7 メガピクセル（4,536×3,024） 
撮像素子：36×24mm サイズ CMOS センサー 
画素サイズ 0.0080mm 
撮像感度：ISO80～800 相当（1/3 段ステップ） 
レンズ 18mm=Nikon NIKKOR 18mm 1：3.5 
ストロボ 
第 1 回目撮影(H20 年度) 
National PE-560MG（ガイドナンバーFULL56） 
第 2～7 回目(H20 年度，H21 年度，H22 年度) 
Panasonic PE-60SG(単２電池×6 個：発光間隔約 7 秒，発光回数 190 回） 
第 8～10 回目(H23～24 年度) 
Panasonic フラッシュライト：DMW-FL500 
(単 3 形充電式ニッケル水素電池（Ni-MH）4 本：発光間隔約 5 秒，発光回
数 140 回） 
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4.1.3 計測方法 
 
(1)基準尺の設置 
計測は，山留擁壁に設置したターゲットと基準尺の撮影により行った．基準尺とは 2 つ
のターゲットを持つ黒色棒状の機材であり，その長さを事前に測定しておくことで，解析
に用いる．基準尺は，写真画像に最低 2 枚（縦横）必要であるが，数多く入っていること
が望ましい． 
基準尺は，長く且つ本数が多いほど計測の精度が上昇する．このため H21 年度以降は 5m
の基準尺を 5 本用いた．使用した基準尺は，図 4-5 に示すように 1ｍ，3ｍ，4ｍ，5ｍの基
準尺としても使用が可能であり，この設定の違いにより解析を別途行い，基準尺の長さの
違いによる精度の効果を検証することができる．支柱はアルミ製であり，設置は，極力し
なることの無いよう複数個所で固定して設置した． 
 
 
 
図 4-5 基準尺写真と 5m基準尺ターゲット間隔 
 
(2)計測準備 
計測は，レンズひずみの影響を抑え，測定精度を向上させるため，複数の撮影位置から
複数の方向で撮影するほか，よう壁に接近して撮影を行うために高所作業車を用いた．使
用した高所作業車の仕様を表 4-2 に示す． 
5m 
4m 
3m 
1m 1m 
4-10 
 
表 4-2 高所作業車の仕様 
項目 仕  様 
形式・名称 
SK-27A/高所作業車（AICHI 製） 
●バスケット  
最大積載荷重（搭乗人員） 200kg（2 名）  
最大地上高 27.0m  
最大作業半径 15.4m(100kg 積載時)  
内側寸法（長さ×幅×高さ） 1.2m×0.7m×0.9m  
首振角度 左 95°～右 100°  
●ブーム  
型式 4 段同時伸縮方式  
ブーム長さ 8.060m～25.670m  
伸縮ストローク 17.61m  
伸縮速度 17.61m/60s（伸・縮）  
起伏角度 －12°～80°  
起伏速度 －12°～80°/50s（上・下）  
●旋回装置  
旋回角度 360°（全旋回）  
旋回速度 1.0rpm 
 
(3)写真撮影 
(a) 撮影設定 
精密三次元計測における理想的な画像とは，真っ暗な背景の中にターゲットが白く
撮影されるものである． 
このような撮影にあたり，シャッター速度，絞り，ピント，感度の設定を表 4-3 に
示す．絞りは，被写界深度を深くするため最もしぼり，ピントは∞で固定した．また
撮影中にレンズコーンが動かないようにテープで固定した．これは観測方程式の重要
な仮定で，撮影中の内部パラメータは一定ということで，レンズが動くとこの仮定が
成立しなくなることを防ぐために実施した．シャッター速度および CCD 感度は撮影条
件（主として周囲の明るさ）によって適切に決定する． 
本撮影前には条件をかえて数枚ためし撮りし，その画像を確認して最もよい条件を
選ぶこととした．このときカメラを光軸まわりに 90 度ずつ回転させて撮影した．これ
は同一の点の像をできるだけ画面上で分散させ，レンズひずみパラメータの同定精度
を上げるために行った． 
表 4-3 撮影設定 
シャッター速度 絞り ピント 感度 
1/125 秒 22 無限大 ISO 200 
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(b) 撮影形態 
撮影形態はどこから何枚撮影するかを設定するものである．撮影形態によって観測
方程式の係数行列 A の値が変化し，精度に影響を与える．撮影形態を考える上での要
因は，①撮影角度，②写真枚数，および③撮影画像の重複である． 
①撮影角度 
撮影角度については，任意の 1 点を 2 つ以上の方向から見るときの角度をなるべ
く大きく（90 度に近く）取るようにする．図 4-6 に示すように，撮影角度がせまい
と画面上での誤差による対象物の位置測定誤差が大きくなる．十分な角度をもって
撮影された画像ネットワークを「強いネットワーク」とよぶ． 
 
図 4-6 画面上の計測誤差と対象点の存在範囲 
②写真枚数 
写真枚数は，一つの対象点を何本の光線で決定するかであり，図 4-7 にそのイメ
ージを示す．光線の数が多いほど対象点の存在範囲は小さくなり，計測精度が向上
する． 
 
図 4-7 光線の本数と対象点の存在範囲 
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計測精度と，1 地点からの光線の本数のあいだには図 4-8 に示す関係がある 4-9)． 
1 地点からの撮影枚数が１枚であれば k=1 となる． 
観測が独立であれば，対象点の存在範囲は光線の本数の平方根に反比例して小さくな
る．枚数を 4 倍に増やすと 4 精度は 2 倍となる．また，対象物上の誤差と画面上の誤差
は比例することになり比例係数 q が撮影形態の効果をあらわす数字で，強いネットワー
クでは q=0.5～0.7 程度の値をとる． 
式（4.8） 
 
図 4-8 式 4.8の説明図 
 
 ③写真の重複 
精密三次元計測においては，対象物全体をおおうように各方向から撮影する方法が望
ましい（収束撮影）．しかし本地点の撮影では対象物の規模が大きいため，一箇所の撮
影で全体が撮影できない．このため写真を重複させる必要がある（図 4-9）． 
 
図 4-9 写真の重複 
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4.1.4 解析 
 
(1)ターゲット座標解析 
画像解析には，京都大学により開発された「Robot_I A」を使用した．コンピュータに
画像を取りこんでバンドル調整計算に入るまでの処理は大きく分けて以下に示す２つの
段階がある． 
①ターゲット像の認識と中心座標の計算 
②写真の接続 
 
①写真の選定および画像の前処理 
撮影された画像はカメラに内蔵されたメモリーカードに保存し，これをパソコンで読
みとり，前処理を行う．写真の選定は，ひとつの写真に多くのターゲットが写っている
写真を中心に選択し，最終的には，後に算出されるカメラ位置（外部評定要素）の算出
精度が良好となるものから選択した．次にカラー画像のカラー情報を破棄し，グレース
ケールに変換した． 
②ターゲット中心座標の計算 
ターゲット像の中心座標は画像計測法のなかで唯一の観測値であり，本方法では一番
重要である．対象座標の誤差は，ネットワーク強度によるが，画面上での誤差が投影さ
れた大きさにほぼ等しいとされている． 
画像の座標はふつう左上を原点にとり，右に j 軸，下に i 軸をとる．単位はピクセル
（画素）である．CCD 画の中央を原点にとり，右に x 軸上に y 軸をとる．単位は mm で
ある．図 4-10 に両者の座標系を示す． 
          式(4.9) 
 
図 4-10 ピクセル座標系と CCD座標系 
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1 画素サイズはカメラのカタログに記入されていないので，CCD 全体のサイズを画素
数で割った数字をつかう．今回使用したKodak DCS Pro 14nは，36mm/4500=0.008mm
であり，計算には a=0.008を用いている． 
ターゲット中心座標の計算処理は，図 4-11 に示すように 
１） 像を含む枠を切り出す 
２） しきい値上の輝度をもつ領域を取り出す 
３） 取り出した領域の重心を計算する 
 
図 4-11ターゲット中心座標の求め方 
③ターゲットの認識 
ターゲット番号は，図 4-12 に示した．ソフト上では，手動により入力し，ターゲッ
ト像をクリックさせることで認識を行う． 
何の事前情報もないときは手動で認識するしかないが，対象点座標と写真の外部標定
（および撮影距離）が知られているときには半自動認識が可能となる．これは共線条件
式によって像の位置を計算で出すことができるので，計算座標に最も近い位置にある像
と認識される．本解析では，直径 10 ピクセル以上で円が描かれ，輝度が 0～255 段階中，
100 以上のものをターゲットとして認識した 
 
図 4-12 ターゲット番号認識処理画面の例 
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(2)写真接続 
接続手順処理の概略は，前述の解析ソフトで実施するが手順を以下に記す． 
１） 最初の撮影場所の異なる２枚の写真のすべてのターゲットに番号をつける．（手
作業） 
２） この２枚に共通に写っている 3 点以上の対象点について，三次元座標の概略値を
与える．（今回，実際の処理では 6 点の対象点として作業した．） 
３） 与えた座標を用いて写真 1 および 2 の外部標定を単写真標定（1 枚の写真を用い
るミニバンドル調整：日本三次元計測学会 1997）で求める．このときの外部標定
の初期値は画像をみて概略を入れる． 
４） 写真 1 および 2 に共通に写っている点の三次元座標を前方交会（外部標定既知の
2 枚の写真から，対象点座標を求める方法）で求める． 
５） 写真 3 のターゲットのうち，以上の操作で座標既知となった点の中から 3 つ以上
番号づけする． 
６） それを用いて写真 3 を単写真標定し，外部標定を出す． 
７） 写真 3 のターゲット番号を半自動認識させる．その時点までに座標既知の対象点
には番号がつくが，座標未知の点の像には番号はつかない． 
８） 番号がつかなかった点については，手で番号づけする． 
９） それまでの写真のペアで前方交会し，座標未知の点の三次元座標を求める．この
ときまだターゲットの数字が１つしかなく，前方交会できなかった点については
保留し，適当な写真が現れるまで待つ． 
この手順をくりかえし行う． 
 単写真標定と前方交会および点の投影をくり返して適用し，既知情報を順次増やす．
写真の順序および重複度が適切であれば，手順が進むにつれて作業進行は早くなる．
実際には１枚接続するごとに，その時点までの写真の組でバンドル調整し概略値を最
確値とする．これにより内部標定の確度が上がる． 
 この作業において，１枚ずつ写真を処理する過程で番号や初期値の入力ミス，写り
の悪い像などチェックも行う． 
以上の手順で写真の外部標定および各対象点座標の初期値を得た．内部標定要素の
初期値は，画面距離 c として用いたレンズの焦点距離値を入れ，これでバンドル調整
計算が可能になる． 
4-16 
 
(3)調整計算 
①バンドル調整計算 
写真接続を終えたらバンドル調整計算を実行し，三次元座標を出力する．その解法に
は，対象点座標の平均分散を最小にする内的拘束法を適用している． 
 
②大誤差の除去 
くりかえし計算が収束したら，観測誤差が大きいターゲットを確認する．大きい誤差
が存在する理由として，ターゲット像の不良によるものがほとんどである．暗く斜めに
写ったり，障害物にかくれたりして重心が正確に算出されなかったターゲット像である．
このような像に対しては，捨てるか再度画像にもどって重心を再計算させるかして，修
正する．修正後再びバンドル調整計算に戻り，誤差を低下させれば，計測終了となる． 
 
③精度計算 
対象点座標の平均精度 xyzzyx mmmm は式(10)のように定義する．n は対象点の数である． 
2
xiσ などは分散共分散行列の対角項から求められる． 
式(4.10) 
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4.2 三次元写真計測の高精度化 4-10) 
 
4.2.1 高精度化のためのシミュレーション 
 
本手法は，対象物を数多くの撮影位置から撮影することで，数多くの未知数を求めるが，
目標とする計測精度を得るために，どの位置から何枚の写真を撮影するのが良いのかが重
要な要素となる 4-11)．しかし一般に計測対象ごとに撮影位置などは制限され，必要以上の
写真撮影は解析の効率化を妨げる．そこで，本研究ではカメラの撮影位置と角度および対
象物の 3次元座標を読み込むことで模擬的な撮影画像を作成し，この画像を用いて対象点
の 3次元座標を算出する試行によって，撮影に関する諸パラメータが計測精度に与える影
響を考察した．設定した撮影（カメラ）位置および対象物（ターゲット）の配置関係を図
4-13に示す． 
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図 4-13 シミュレーション対象の概要 
対象物上にターゲットを 40 点設置し，設置したターゲット群の中心から約 40m の距離
にある 16地点から，各地点でカメラを 2回転させて合計 32枚の画像を撮影することを想
定した．想定したカメラは 600 万画素であり，レンズの焦点距離は 35mm に設定した．ま
ず写真枚数と精度の関係について検証する．撮影条件としては,解析に使用する画像を 32
枚から順に 2 枚ずつ減らしていき，精度の変化について検証した．その結果を図 4-14 に
示す．  
4-18 
 
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
4 8 12 16 20 24 28 32
写真枚数（枚）
内
的
精
度
(m
m
)
 
図 4-14 写真枚数と内的精度の関係 
本計測においてはターゲットの像の 2 次元座標が唯一の計測値である．この残差 v の不
偏推定量 20σˆ の中で，非負の平方根からなる計測点の 3 次元座標の推定値は，内的精度と称
する計測のばらつきを評価する指標となる．図 4-14 の縦軸は，この内的精度を示したも
のである．この図は，枚数を増加させれば画像精度が向上することを示す．また内的精度
σxyz ∝  1/√(画像枚数）という関係が成立しており，画像をある程度確保することは重要で
あるが，必要以上に写真枚数を増加させても精度は向上しておらず，解析作業の効率の点
からも，撮影枚数の選択を考慮することが重要になることも分かる． 
 
 
図 4-15 撮影距離と焦点距離の比と内的精度の関係焦点 
次に，撮影距離とレンズ焦点距離が精度にどう影響するのかについて検討した結果を図
4-15に示す． 
距離c (mm)は 35mm で一定であり，撮影距離d を変化させ, cd (m/mm)という値をパラメ
ータにして内的精度を計算したものである．撮影距離は各解析において 6ヶ所からの撮影
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距離を平均したものを用いた．図 4-15 より， cd 値と精度は線形関係にあることが分か
る．これは撮影距離が長くなれば精度が劣化することを示しているが，逆にレンズの焦点
距離の大きければ精度が確保されることが分かる． 
さらに撮影角度が内的精度に与える影響について検討した結果が図 4-16である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-16 撮影角度と内的精度の関係 
撮影角度とは，計測対象に対する撮影位置の両端によって作られる角度を示す．解析で
は撮影位置は 6ヶ所，写真枚数は 12枚とした．その条件下で，最小で 27°，最大で 130°
まで撮影角度を変化させたのが図に示した結果である．撮影角度が 102°より大きくなっ
た場合に精度が低下したのは，正面付近からの画像が不足したためと考えられる．これら
の結果は，撮影角度が内的精度に及ぼす影響は，カメラ回転数，撮影枚数などに比べて大
きく，撮影位置の決定が写真測量での内的精度を確保するために重要であることを示すも
のである．  
以上の検討結果から内的精度σxyzは，次式のように定義される． 
0σˆσ ⋅⋅= c
d
k
q
xyz          式(4.11) 
ここで，各係数は次の意味を持つ． 
q ：撮影位置により決定される係数 
k ：写真枚数 
d ：カメラから対象物までの撮影距離 
c：レンズの焦点距離 
0σˆ ：計測点の 2 次元座標の読み取り誤差 
すなわち計測点の 2 次元座標の読み取り誤差が，撮影枚数や撮影角度によって決定され
る値で増幅された結果が，得られる内的精度となる．さらに計測点の 2 次元座標の読み取
り精度を向上させるため，本研究では対象物上に計測点の目印となるターゲットを設置し
た．ターゲットには微細なガラスビーズをシート上に並べ，フラッシュ光を再帰反射させ
る構造の反射シールを使用する．反射部は円形をしており，その中心を画像処理にて計算
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することで計測点の画像座標系上での 2 次元座標を得る．これにより，1 画素の 1/10 の計
測精度で 2 次元座標値を計測することが可能である．本研究ではこの結果を利用して，計
測点の読み取り誤差を使用するデジタルカメラの画素数から予想し，式(4.11)に基づいて
実際に現地で撮影して要求される精度を満たすような，ターゲットの配置および写真の撮
影条件を立案するシミュレータを作成した．このシミュレータによって最適な撮影計画を
立案することが可能になった． 
 
4.2.2 高精度化の現場での検証 4-12) 
 
本章において，デジタル写真測量を用いた変状計測の実用例を紹介する．計測対象は，
昭和 30 年代に斜面に設置された山留擁壁である．幅 120m，高さ 30m のコンクリート構造
物であり，当構造物には亀裂等の変状が目視により各所で確認されている．クラック計や
傾斜計といった局所的な計測はすでに実施されているが，規模が大きいため擁壁全体の面
的な動きは把握できておらずデジタル写真測量による三次元計測を実施した．擁壁上には，
全体で 128 個のターゲットを設置し，18mm レンズ搭載の 1350 万画素のデジタルカメラを
用いて，あらかじめシミュレータによって，内的精度が 5mm 以下となる撮影位置を選択
し，結果として 21 の撮影位置から合計 70 枚の画像を撮影した．図 4-17 に現場の状況を，
図 4-18および図 4-19 に使用機材を示す．ガラスビーズ入りのシールターゲットは市販さ
れているものを使用した． 
前述のシミュレータによって必要とされた 10m および 20m の高さからの撮影には高所
作業車を用い，１箇所につきカメラを 0°および 180°回転させて数十ｍの距離から対象物
の撮影を行った．まず表 4-4 に地上から通常の方法による撮影と，シミュレータの撮影計
画による計測における内的精度を示す．それぞれ，水平方向を x,鉛直方向を y,そして奥行
方向を z の添字で表し，xyz は全方向の平均を示す．シミュレータに基づいた計測の内的
精度は 1.5mm 以内となり，通常の撮影に対して，全てにおいて上回り，高精度な計測が実
施できたことが分かる．この理由としては，シミュレーションの結果に基づいて高さ方向
の角度分布を増加させたことで内的精度が上がったものと考えられる． 
 
 
図 4-17撮影地点（枠内が高精度化検証位置）  
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図 4-18使用機材 
（左より固定ターゲット，可動ターゲット） 
 
 
図 4-19ガラスビーズ入り反射シール 
 
表 4-4 撮影方法の違いによる計測の内的精度(mm) 
 
水平σ
x 
鉛直σ
y 
奥行σ
z 
平均σxyz 
通常の方法 5.6 2.9 4.3 4.4 
シミュレータの方法 1.0 0.8 1.2 1.0 
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4.3 実斜面での変位検出実験 4-13) 
 
本項では，デジタル写真測量における計測結果の実務面での適用に関する問題を扱う．
具体的には，実斜面での変位検出実験を通して，当該斜面の挙動監視にむけ，変位検出に
必要な内的精度を検証するとともに動点の探索設定方法を検討した． 
 
4.3.1 変位検出の方法 
 
対象物の変位を検出するには，変位前と変位後の三次元座標の差を取る必要がある．図
4-20に変位検出の概念図を示す．絶対座標系で変位を算出するには，絶対座標系で表現さ
れる三次元座標が必要であるが，斜面上には，どこが不動点でどこが変動点なのか不明で
ある場合が多いことから，三次元座標が既知の基準点を 3 点以上設置することは困難であ
る．そのため本章では，フリーネットワーク解法を用いて相対的な三次元座標に関する計
測を行った．これによる得られる座標系は，スケールおよび計測点の相対的な位置関係は
正確に再現しているものの，計測毎に座標系が異なるため，座標系の重ねあわせを行う必
要がある．座標の重ね合わせは次の 4 段階が必要である．  
 
 
図 4-20 変位算出の概念 
 
①大誤差の除去 
デジタル写真測量では，計測回ごと，および計測点ごとに内的精度（真値からのばらつ
き）を持つ．計測範囲の端に位置する計測点は，撮影枚数が計測範囲の中央に比べ少なく
なることや，撮影距離が遠くなるといったことで，計測坂地の中央の計測点に比べて内的
精度が悪くなる．そこで，ある一定の閾値を設けて，大きな内的精度を持つ計測点を取り
除く必要がある．対象となる構造物によっては，斜面全体にわたって，内的精度の大きさ
の違いが著しくなることがある．これは，実際の構造物に対する撮影地点が制限されるこ
とになり，撮影ネットワークが弱くなる計測点が多いためである．大誤差の除去として計
測点を削ることは，必要最低限に抑えて，かつ変位検出に必要な内的精度を実現するため
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に，この段階は重要である． 
 
②動点の探索 
重ね合わせ計算の基準点とするため，計測点の中より不動点を設定する．そのためには，
動点の探索が必要である．動点の探索方法として，本研究で行った変位検出実験では以下
の三つを行い，当該斜面への適用性を検証する． 
 ・全点重ねあわせるによる方法 
 ・面ひずみによる方向 
 ・統計的仮説検定による方法 
全点を重ねあわせる方法は，計測点すべてを不動点として重ね合わせる．実際に動いて
いない計測点では，動点に比べ検出変位量が小さくなるため，検出変位量が小さい計測点
を不動点とする方法である． 
面ひずみよる方法は，変位前と変位後を比較して，斜面の歪みが大きい箇所に動点が集
中していると判断し，その周辺を不動点とする方法である．面ひずみは，任意の計測点 3
点からなる三角形の面積の変化を歪みに換算したものであるため，変位検出のように座標
の重ね合わせは不要である． 
統計的仮説検定による方法は，重ね合わせの差が正規分に従うとしたときに，その差を
持つ計測点が，動点であるか，不動点であるかを統計的に判断する方法である．統計的仮
説検定による方法では，不動点を設定する上で先見的な情報は必要ない．  
 
③変位の推定と検知 
上記②で設定した点を不動点とし，それらを基準として座標の重ね合わせを行い，変位
を検出する．座標の重ね合わせの計算方法として，最小 2 乗重ね合わせを用いる． 
 
④変位量の評価 
算出された検出量が，実際に動いた変位によって検出されたものであるのか，重ねあわ
せ誤差によって検出されたものであるのか，を検討する．まず，検出変位量が，後述する
重ね合わせ精度σv の 1.645 倍（危険率 5%）を下回るとき，それは重ね合わせ誤差である
可能性が高い．また，ある計測点の検出変位量が 1.645σv を超え，他の検出変位量よりも
突出していたなら，あきからに変位として見なせる．また変位ベクトルの方向が，斜面情
報に照らし合わせ上で異常である場合は誤検出と見なせる．さらに，計測点が複数同じコ
ンクリートブロックに存在するとき，そのうちの一つのみ変位が検出された場合も誤検出
である場合が高い． 
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4.3.2 変位検出実験の概要 
 
本節では，変位検出実験の概要を述べる． 
可動タ－ゲットを，擁壁中段に 3 個（奥行方向，鉛直方向，水平方向），法尻に 2 個（水
平方向，斜面垂直方向）を設置し（図 4-21），強制的に変位を与えて，可動タ－ゲットが
動点として検出できるかどうかを検証する．また可動ターゲットの変位量検出を行い，検
出変位量と強制変位量と差である外的精度を算出する． 
撮影条件を以下にまとめる．撮影は 21 箇所から行った．高所作業車の補助を借りた 2
段目(10m)，3 段目(20m)からの撮影では，一枚の画像で計測範囲全体が収まらないため，
斜面を上下 2 分割して撮影した．一方向の撮影につきカメラを 0°，180°回転させて撮影
を行ったため，2 段目，3 段目からは，一撮影地点につき 4 枚の画像を取得することとな
る．地上からの撮影となる 1 段目(0m)からは，一枚の画像で計測範囲全体が収まるため，
一方向の撮影につき 2 枚の画像を取得する． 
擁壁中段に取り付けた奥行方向(Z)の可動ターゲットを「中段奥行」，鉛直方向(Y)の可動
ターゲットを「中段鉛直」，水平方向(X)を「中段水平」と呼ぶ．斜面の法尻に取り付けた，
斜面に垂直方向(Y+Z)に可動するターゲットを「法尻垂直」，水平方向(X)の可動ターゲット
を「法尻水平」と呼ぶ． 
可動ターゲットは，なるべく初期三次元座標値の座標軸を一致するように据え付けたが，
完全に一致させることは困難である．検出変位量と強制変位量，およびその差で算出され
る外的精度は，スカラー量で評価する．変位ベクトルは，他の計測点と同時に変位ベクト
ル図で評価する．可動ターゲットに与えた強制変位量は，1mm，5mm，10mm，50mm の計
4 パタ－ンである．変位量の測定にはノギスを用いた．表 4-5 に可動点に与えた強制変位
量を示す．変位前(変位 0mm)の計測を行ったあと，1mm の強制変位を与えて計測を行う，
といったように，それぞれの変位パターンにつき計測を行うことになるため，それぞれの
変位パターンによって解析結果が異なる．表 4-6 にそれぞれの変位パタ－ンにおける計測
結果を示す．どの変位パターンにおいても内的精度σxyz はほとんど同じである．各方向
の内的精度σx，σy，σz を比較すると，σz が最も悪い．これは斜面前方からしか斜面を
撮影ができないことに起因する，系統的な誤差である．内的精度は計測範囲中央から外側
に行くにつれて大きくなる傾向が認められた． 
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図 4-21 可動タ－ゲット設置位置 
 
表 4-5 変位パタ－ンと強制変位量(単位：mm) 
 
表 4-6 各変位パタ－ンの内的精度（単位：mm） 
 
 
  
 y軸(鉛直)
x軸(水平)
z軸(奥行)
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4.3.3 変位検出と内的精度の検討 
 
本節では，内的精度に対して外的精度可動点の変位が検出することができるかを検証し，
STEP.1 にあたる大誤差の除去のための閾値を検討する．検証方法は，計測点数を内的精度
が大きい順に徐々に減らしていくごとに，重ね合わせを行い，変位量を検出していく．動
点は既知であると仮定し，可動点以外のすべての点を不動点として重ね合わせを行った．
重ね合わせの良し悪しは，重ね合わせ精度によって評価する．重ね合わせ精度とは，式(4.4)
によって計算される重ね合わせ残差 v の標準偏差であり，n を不動点数とすると，以下の
ように表される． 
数式σv=√Zv1 /n    式(4.12) 
また，可動点の変位検出精度は外的精度で評価する．外的精度は以下の式で計算される．
[外的精度]＝[検出変位量]－[強制変位量] 
計測値の内的精度は，斜面中央から外側に行くに連れて大きくなるため，全体の内的精
度を小さくしていくと，図 4-22 のように外側の計測点から削られていく．内的精度およ
び計測点数は以下のように減じた． 
① 63 点：2.0σxyz 計測エリア（σxyz=1.27mm，σmax=2.40mm） 
計測範囲のすべての計測点を用いる．内的精度は 2.0σxyz 以内． 
②49 点：1.2σxyz 計測エリア（σxyz=1.08mm，σmax=1.49mm） 
内的精度が 1.2σxyz （1.5mm）を超える計測点を取り除いた． 
③36 点：1.0σxyz 計測エリア（σxyz=0.96mm，σmax=1.25mm） 
内的精度が 1.0σxyz （1.25mm）を超える計測点を取り除いた． 
④26 点：0.85σxyz 計測エリア（σxyz=0.85mm，σmax=1.08mm） 
可動ターゲットよりも大きい内的精度(1.1mm)を持つ計測点をすべて除いた．内的精度
は 0.85σxyz 以内． 
 
図 4-22 計測精度の閾値の変更による計測エリアの変化  
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4.3.4 変位量の検出 
 
上記の解析結果を用いて，変状（変位）の検出を確認するために，マイクロメータの付
いた可動ターゲットを図 4-21 に示したとおり，擁壁の中段に取り付けた．可動タ－ゲッ
トは，奥行き方向，鉛直方向および水平方向に 3 個設置し，それぞれ 1,5,10,50mm の強制
変位量を与えた．撮影は可動ターゲットに変位を与える前後に行い，両解析結果を比較す
ることで変位を計測した．変位の算出には，まず式(4.4)を解くことにより計測点の 3 次元
座標を求めるが，基準点を設けなければ座標系を決定することができない．しかしながら，
擁壁全体に変状が発生している場合や変動が不明な場合は，基準点を設定することができ
ない．そこで，本研究では 2 段階の方法によって，擁壁の変状を検知する方法を開発した． 
第一には，全未知数から形成される図形の重心を拘束して解を得る．数学的には，式(4.4)
の両辺に通常の逆行列を拡張した Moore-Penrose の一般逆行列を操作することで解を得る
ことに相当する．この場合，変位を与える前後の 2 回の解析結果は，独立したもので，同
一の座標系で計測値の座標値を議論することはできない．ただし，計測点間の距離は座標
軸に関係のないスカラー値であり，2 回の計測値を比較することが可能である．ここでは，
任意の３つの計測点が作る三角形の面積の変化によって，変位発生箇所を検知する方法 4-7)
を利用する． 
 
図 4-22 面積変化(面ひずみ)の変化による変状箇所検知例  
4-28 
 
 
図 4-22 は，擁壁上に設定した計測点から作成される三角形の面積の変化を示す．図に
おいて変化が生じている箇所は，マイクロメータによって計測点に変位を与えた箇所に相
当する部分である． 
第二に，この変状箇所の状態を詳細に調べるために，2 回の計測を同一の地上座標系上
に変換し，変位をベクトル 
表示させる．すなわち各解析結果を同じ座標軸上で重ね合わせる作業を行う．まず各モデ
ルの座標系と地上座標系の関係は式(4.13)で表される．ここで Y は対象空間の座標ベクトル，
R は直交行列，ｘはモデルが存在する任意の空間の座標ベクトル，ｂは平行移動ベクトル，
そして s はスケール比である． 
bsRxY +=                      式(4.13) 
 
対象物（擁壁）を撮影する際には，長さが既知の情報となるように，あらかじめ正確に
長さを測定した基準尺を数本設置する．毎回同じ基準尺を撮るようにすれば，撮影ごとの
スケール比は１であり，また撮影ごとの座標軸の重心の座標が原点になっているので，平
行移動は考慮しなくてもよく，式(4.14)のように簡略化される． 
RxY =                      式(4.14) 
 
 撮影対象上のターゲットｎ点に対して，式(4.15)の残差vの 2 乗和が最小になるようにし
て，両モデルを重ね合わせる． 
iii RxYv −=  ),1( ni =                 式(4.15) 
 
 この手法により，従来は撮影対象物の形状を求めるために使われていた写真測量を，変
位を検出するための手法へと発展させることが可能となる．本手法により重ね合わせるこ
とのできない部分が変位を生じた計測点であると認識でき，変位が生じていない計測点を
基準にして同一の地上座標系を作成して，各計測点の変位を算出する．表 4-7にマイクロ
メータによって与えた変位を検出した結果を示す．表は，計測から得られた変位と実変位
量との差を記述したものである．変位の生じた方向によって計測値との差の大きさが異な
るが，5mm の変位を 2mm 以下の誤差で検出できていることが分かり，本手法の妥当性を
証明できたと考える． 
表 4-7 マイクロメータによる強制変位 5mmでの計測結果（mm） 
 水平方向 鉛直方向 奥行方向 
計測値と実変位量（5mm）
との差 +1.68 +1.75 -0.63 
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4.4 ひずみ分布，重ね合わせを使った検証手法 
 
山留めよう壁の挙動評価は，図 4-23に示すフローで実施した．本フローは，測定結果か
ら 2 点間距離分布，2 点間距離分布で変位が発生しているエリアを中心に，重ね合わせ手法
を用いて，詳細な変位方法の検討を行った．一般的にはひずみ分布図を作成し変位エリア
の選定を行うが，本計測箇所では，ターゲットの配列が，ひずみ分布を検討するための三
角形の面積の設定が立地上難しい．そのためひずみ分布の評価方法を本地点に適用するこ
とが困難であり独自の評価フローが必要であった． 
 
図 4-23 挙動観測フロー図 
  
2 点間距離分布の作成 
変位発生箇所に対して， 
重ねあわせ手法によるベクトルの検討 
クラック計，測量結果と検証 
5mm 以上の変位が
ある箇所が，周辺に
も類似傾向が分布す
 
変位とは認定しない 
変位エリアを設定 
変位方向と量を決定 
変位方向決定 
トレンドが認識でき
るか（決定係数 0.5
以下は却下） 
変位量決定 
 
No 
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4.5 維持管理現場への適用 
 
4.5.1 計測状況と結果 
 
前述のとおり山留擁壁の挙動をまず相対的に把握するひずみ分布により把握し，次のひ
ずみ分布から変位が発生している箇所を抽出し，当変位箇所を対象に三次元変位分布を求
めるという 2 段階の評価を行った．内的精度 1σは，全 6 回の計測の の平均値が 1.87mm，
各計測における の最大値および最小値がそれぞれ 2.18mm および 1.48mm と良好な結果を
得た．この結果より三次元座標値が約 95%の確率で含まれる内的精度±2σは最大値で±
4.3mm であり，これを基準に考えれば当初の目的である 5mm の変位を検出するという目的
を達成できていると考えた．なお山留擁壁は，コンクリート製であるため温度特性を把握
する必要から赤外線サーモセンサにより行った温度計測で全 6 回の計測における気温差の
最大値は，13.4℃であった．コンクリートの膨張率を 10×10-6/℃であるとした場合，約 30m
のコンクリート擁壁は，最大 4mm ほどの温度特性よる変状が生じている可能性がある．本
計測の内的精度 2σは±4.3mm であることから，コンクリートの温度特性による変状をとら
えている可能性があることになる． 
 
表 4-8 精密三次元計測全体の実施回数 
年度 計測実施日 
精密三次元計測の実績
回数 
平成 20年度 2009/3/5 第 1回 
平成 20年度 2009/3/18～19 第 2回 
平成 21年度 2009/10/23～24 第 3回 
平成 21年度 2009/12/4 第 4回 
平成 21年度 2010/3/4 第 5回 
平成 22年度 2010/9/16～17 第 6回 
平成 22年度 2011/3/4 第 7回 
平成 23年度 2011/8/29～30 第 8回 
平成 23年度 2012/3/8～9 第 9回 
平成 24年度 2013/2/20～21 第 10回 
平成 26年度 2015/1/20～21 第 11回 
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図 4-24 ターゲットと撮影位置の関係 
 
図 4-25 ターゲット仕様および設置写真  
0m,15m,30mの
高さから撮影
〇 ターゲット設置箇所
■ 写真撮影箇所
（座標は相対座標を示す）
（ｂ）横断面図
（ａ）縦断面図：上下流方向を川側から上流側 下流側
約10m間隔
山側 川側
60mm
100mm 100mm
基準尺ターゲット
ターゲット
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計測の計測条件と内的精度を表 4-9 に示す．計測全体の内的精度には，ダミーターゲッ
トの内的精度，基準尺の内的精度の結果を含まない． 
 
表 4-9 計測内容と測定結果 
 
使用基準尺 使用 
写真 
枚数 
ターゲット数 
読み取
り精度 
内的精度 
1m 5m 60mm 30mm mx my mz mxyz 
 本 本 枚 枚 枚 μm mm mm mm mm 
1 6 - 70 - 81 10.36 92.07 25.56 27.28 57.37 
2 8 - 100 - 81 4.947 18.25 5.06 5.41 11.37 
3 - 5 147 81 47 2.327 2.39 1.03 1.53 1.74 
4 - 5 180 81 47 3.681 3.45 1.47 2.12 2.48 
5 - 5 215 81 47 3.996 3.68 1.69 2.73 2.82 
6 - 5 210 81 47 3.123 2.96 1.27 1.87 2.15 
7 - 5 197 81 47 2.095 2.67 1.11 1.80 1.96 
8 - 5 288 81 47 2.604 2.68 1.39 2.27 2.18 
9 - 5 286 81 47 1.994 1.84 0.99 1.48 1.48 
10 - 5 187 81 47 1.757 1.93 1.20 1.79 1.67 
11 - 5 251 81 47 1.884 1.73 1.09 1.56 1.49 
 
図 4-26に変位分布の解析結果を示す．計測期間は，2009 年 10 月から 2013 年 2 月までの
3 年 4 カ月間である．擁壁全体にクラック変位計を配置した場合と同じ効果を得るように，
任意の 2 点のターゲット間の距離を求めたものであり，当 2 点間距離の内的精度±2σを超え
る 4.3mm 以上の変位が認められ，さらに変位の時系列変化を回帰直線で近似した際の決定
係数が 0.5 以上となる箇所を示したものである．表 4-10 には解析結果の詳細を示す．表に
は 2 点間距離の内的精度±2σを超える 4.3mm 以上の変位が認められた 13 箇所の変位の時系
列データを示すが，前述の決定係数が 0.5 以上となり変位が発生していると認められる箇所
は 7 箇所であった．さらにこの 7 箇所は，全 6 回の計測においてほぼ一定方向の変位を示
しており，コンクリートの膨張収縮による変動の影響では説明できない変位トレンドを示
していると考えられる．これより山留擁壁の北側中段上位を中心に 5mm 以上の変位が発生
していることが判明した．特にクラックが集中するターゲット番号 12～17 ,24,27,42,43 番を
中心にクラックを挟んで 2 点間距離が縮小する変位が集中している傾向が認められる．ま
たターゲット番号 58,59 番ではクラックを挟んで拡大が認められた．以上が 2 点間距離の変
位が確認でき，かつクラックに囲まれたブロックであり変位が発生している箇所と推定し
た． 
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図 4-26 2次元変位分布図 
 
表 4-10 変位解析結果の詳細 
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4.5.2  三次元変位分布の解析結果 
 
図 4-27に変位が発生したと推定された箇所に存在するターゲット番号に対する三次元変
位分布の解析結果を示す．図は上下流と示した方向の下流側が正の水平方向，図の上方向
が正の標高方向そして図に立てた法線方向の手前側が正の奥行方向を表す．この結果より
変位が発生したと推定した箇所で 4.8～8.7mmの変位が認められる．この変位は，地すべり
末端部における斜面変動による変位の一部であると考えることができる．  
 
図 4-27 三次元変位分布図 
 
表 4-11 変位発生個所における 3次元変位の詳細 
 
表 4-11には図 4-27の結果について初回と第 6回撮影時の計測結果間で得られた三軸方
向の各変位と全体の変位量の詳細を示す．図 4-27に示す変位が，全体的に図の手前方向す
変状発生推定箇所上流側 下流側
○はターゲット設置位置を示す
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なわち河川方向に表れていることを示している．ただし二次元変位分布で変位発生と推定
した箇所ターゲット番号 58と 59番付近では三次元変位は，認められなかった．この原因
は，二次元変位分布において確認された 2点間距離変位分布が 1箇所であり，上流側のよ
うに変位分布がまとまって確認されておらず，変位のエリアが小さいためであると考えら
れる．また年間の変位量に換算すると 1.7mm/年の変位量であることから，活動性はあるが，
本計測における検出限界以下程度に小さいと考えられ，管理上は問題ないと考えられる． 
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4.6 擁壁変状の活動性評価 
 
擁壁変状の活動性評価については，異なる計測手法との検討を行った結果，実際の変動
について評価を行う．この評価については，現地に設置されたクラック計の計測結果で検
証しながら，実際の擁壁の面的な変動を把握することで解釈を試みる． 
  
4.6.1光波測量との外的精度評価 
 
精密三次元計測で得られた三次元座標と，光波測量による 16 箇所のターゲットの二点間
距離の差とデジタル写真測量で得られた二点間距離と比較を行った．ただし光波測量の誤
差も考慮して検討行う必要がある． 
表 4-12 には，光波測量と精密三次元計測による座標および 2 点間距離と距離差を示した．
これによれば距離差は，4～28mm の範囲で，平均 10ｍｍとなった．光波測量の誤差が約±
5mm,精密三次元計測の誤差が全体で±7mm 程度と考えると，両者はほぼ整合していると考
えられる． 
 
表 4-12 光波測量と精密三次元計測の座標と距離差 
ター
ゲッ
ト 
番号 
光波測量 精密三次元計測 
距離差 
(mm) X 座標 Y 座標 Z 座標 
2 点間 
距離 
X 座標 Y 座標 Z 座標 
2 点間 
距離 
１ -113757.978 -61149.328 145.476 - 1,757  9,296  27,040  - - 
14 -113776.608 -61134.508 151.183 24.480  21,361  15,266  13,597  24,509  -28  
16 -113781.771 -61133.968 151.204 5.191  26,551  15,184  13,352  5,196  -5  
23 -113787.109 -61133.842 151.533 5.350  31,899  15,379  13,545  5,355  -6  
24 -113788.202 -61139.991 145.681 8.559  32,503  9,198  19,443  8,565  -7  
25 -113788.116 -61149.682 136.022 13.683  31,636  -933  28,605  13,687  -4  
37 -113803.067 -61132.571 151.742 27.630  47,921  15,245  13,196  27,647  -17  
47 -113815.900 -61123.902 158.324 16.827  61,392  21,925  5,617  16,839  -12  
48 -113816.537 -61133.517 148.925 13.461  61,254  12,036  14,762  13,470  -9  
53 -113827.488 -61124.833 159.097 17.286  72,936  22,351  7,251  17,299  -13  
55 -113833.804 -61134.675 149.557 15.092  78,448  12,166  16,945  15,103  -11  
57 -113830.932 -61149.272 136.571 19.747  74,423  -1,458  30,668  19,751  -4  
65 -113844.202 -61126.747 155.175 32.087  89,429  17,905  9,926  32,099  -12  
67 -113840.572 -61133.626 149.807 9.451  85,272  12,292  16,302  9,457  -7  
77 -113863.964 -61131.860 145.092 23.928  108,627  7,067  15,648  23,941  -13  
79 -113867.277 -61118.544 156.673 17.956  112,988  19,209  3,150  17,963  -7  
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図 4-28 光波測量と精密三次元計測による 2点間距離の相関関係 
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4.6.2既設クラック変位計との評価および変状メカニズムとの検討 
 
 デジタル写真計測で得られたターゲットの変位量を三次元変位計測結果とし，同時期の
既存計測手法から得られた結果と比較を行うことで，計測の信頼性と変状メカニズムにつ
いての検証を行う．図 4-29に山留擁壁のクラックに設置された既設のクラック変位計によ
る変位量と，クラック変位計と対比可能な 7 箇所の三次元変位計測によるクラックを挟ん
だ 2 点間距離の変位量を示した． 
 
 
図 4-29 三次元写真計測と伸縮計との計測結果の関係 
 
図中の CR という記号と共に表した番号は，現地に設置されたクラック変位計を示す．両
計測結果は近似した値を示しており，三次元写真計測とクラック変位計の変位量の決定係
数は 0.7 であり，両者の相関関係は高い．なお，活動性が低いと考えられる CR-6,CR-7 およ
び CR-8 のクラック変位計に対応する箇所の三次元写真計測で変位量は，内的精度 2σ=±
4.3mm 前後の値であり関係が有意であることを示している．次に山留擁壁では上端部と下
端部において光波測量による対岸からの距離計測と，上下流方向の水準測量が実施されて
いるので，その結果とデジタル写真計測法の結果を対比させた． 
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図 4-30 山留擁壁変位箇所断面図 
 
図 4-30は，変位が発生したと推定した箇所の断面上に両結果の変位ベクトルを示したも
のである．図中の括弧の中の数字は，それぞれ図の河川側への変位量と標高の高い方を正
とした図の上下方向の変位量を示したものである．この結果，光波・水準測量による変位
量と本研究における三次元変位計測データともに，山留擁壁の基部付近については，変位
量が認められない．これに対し，ターゲット番号 15，17，318 を含む範囲の山留擁壁は，
水平方向のクラックを境界として上側のブロックが河川側にせり出している傾向にあるこ
とが認められ，両者の計測結果はほぼ整合している．この結果からターゲット 17 と 318 の
間に変位量と変位方向に明瞭な差が示されている．特に 17 のターゲットは水平成分がせり
出しで，上下成分では浮き上がる方向を示している．これは円弧すべりにおける末端部の
挙動と類似している．残念ながら地すべりの上端部については，本計測では捕らえられて
いない．しかしながら，光波・水準測量の結果と比較することで，A-2 地点よりも上位に上
端部が存在すると推定できる．今後においては本計測と光波・水準測量結果をクロスチェ
ックに用いながら，挙動を監視していくことが望ましい．本結果によりクラック計で把握
されていた変動量が，面的な範囲も特定されたことで，今後の対策工の基礎資料となり現
在アンカー工の設置が設計・施工準備されている状態となっている． 
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4.7 まとめ 
 
本手法は，人工構造物の面的なモニタリングの手法として提案し，デジタル写真測量の
特徴である，対象物の寸法・形状を容易に高精度で計測できることであることを利用して，
山留擁壁の撮影を行い，そのデジタル画像をコンピュータによって 3 次元的に復元するデ
ジタル写真測量を応用し，当該対象物に生じた局所的な変位分布を計画段階で想定した
5mm の高精度で検知することができた． 
擁壁に分布するクラック変位計と同程度の精度で擁壁面全体を三次元計測で変位を把握
することができたことは，全てのクラックにクラック変位計を設置することと同等である
ことを考えると，コストの面でも削減することができた．実測結果は変位量にして 3 年間
で 4.8～8.7mm 河川側へ動いている擁壁の変位発生箇所の挙動を明らかにした．これより，
本研究のデジタル写真測量による三次元変位計測が従来の計測法と同等の精度をもちなが
らも，広い範囲を簡便で高密度の計測を可能にする利点を有していることを実証できたと
考える． 
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第 5章 航空レーザ計測データを用いた地すべりの活動性評価 
 
本章では，地すべり・崩壊に関わる変動の把握を目的とした広域の非設置型モニタリン
グ手法として航空レーザ計測データを用いた三次元点群の分布解析を行い，多時期の計測
データを利用する変動ベクトル解析を行うことで，斜面の動態モニタリングを行い地すべ
り・崩壊の活動性評価を試みた． 
 
5.1 航空レーザ計測の活用について 
 
航空レーザ計測は，1990 年代後半から活用された手法であり，航空機に搭載したレーザ
スキャナを用いてレーザ光を地上に照射し，地上で反射するレーザ光との時間差より得ら
れる地上までの距離と，GNSS(全地球航法衛星システム)および，IMU(慣性計測装置)から
得られる航空機の位置情報より，地上の標高や地形の形状を精密に調べる測量手法である．
植生の枝葉の隙間を通過したレーザ光により，航空写真では確認できない植生下の地形を
詳細に把握できることから，地すべり地調査をはじめ砂防分野の崩壊地の抽出 5-1)などに利
用されてきた．また数値標高データ（以下 DEM と呼ぶ．DEM:Digital Elevation Model）
が取得できるようになったことで，多数の地形解析手法が開発され文献 5-2)に整理されてい
る.近年では，最大 400kHz のパルスレートを有する波形記録型のレーザ機器の開発や
GNSS の高精度化などにより高密度な三次元点群データが取得できるようになり，微地形
判読の精度も向上している 2-37)など．また，斜面の傾斜量と開度を組み合わせた表現方法が
開発されている 5-3), 5-4), 5-5)など．  
航空レーザ計測は，測量作業の手順や精度基準に基づき一定の品質の管理がなされてい
るため，繰り返し計測による二時期あるいは多時期のデータを処理することで地形の変化
を把握することが検討されてきた．例えば，二時期の DEM から平面上，同一座標地点の標
高較差を計算することで地形変化量を算出し，土砂変動マップやボリューム計算が行われ
ている 5-6)．地すべりやマスムーブメントの解析の活用は 2008 年の岩手・宮城内陸地震に
おいて DEM を用いた数値地形画像マッチングにより 三次元ベクトル変位量を算出して
いる 5-7)．さらに 2011 年東北地方太平洋沖地震に関わるものとして，地表地震断層の DEM
を用いた解析により平野を含む山地部の広い範囲において数 10cm の変位量が報告されて
いる 5-8)．また DEM の他にもオリジナルデータから表層のデータを活用した DSM（Digital 
Surface Model）を用いて樹木表面の二時期間での変位量を抽出し，迅速かつ空間解像度の
高い傾動分布図を得ることが可能 5-9)となり，幅広い活用が進んでいる． 
以上のように，航空レーザ計測を利用した地形の三次元点群データに基づく変位量解析
の事例は，増加しているが，明瞭かつ顕著な地形変動の発生箇所についての報告が主体で
あり，将来の崩壊を予測可能な地表伸縮計や傾斜計に相当する役割を果たしているとは言
えない．今後，斜面変動の初期に見られる植生繁茂下における 10cm 程度以下の微小な変動
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を把握することができれば，航空レーザ計測の活用範囲は大きく広がると考えられる．新
たに滑動する可能性のある箇所の抽出や滑動初期の微地形の変化を的確に捉えるためには，
計測および解析の精度向上に向けた取り組みが必要である． 
 
5.2 変動量解析における精度向上のための課題 
 
航空レーザ計測における変動量解析のために精度を向上させるためには，取得した二時
期のデータ間で同一の地形的特徴を有する地物の位置を精度よく正確に同定して対比する
方法を構築することが求められる．精度よく地表面形状を把握するためには，レーザ計測
時期は，植生の繁茂が少ない時期に限定することが望ましい．さらに，レーザ照射密度を
高くすることや航空機と地表面の距離を短くすること及び波形記録方式のレーザ計測シス
テムを用いることで，植生繁茂の著しい地域においてもある程度の品質向上を図ることが
できる．このような方法での精度の向上は，機材の運用やコストなどに大きく影響するが，
ハードウェア面での向上に留まる．そこで，得られたオリジナルデータの処理段階におい
て効率的に植生繁茂下の特徴的な地物を際立たせる新たな手法の開発が課題となった． 
次に二時期計測データを用いた変動解析としては，数値地形画像マッチング 5-10)が既存手法
として用いられている．これは，点群データからグリッドデータを作成し画像化を行い，
変位の水平成分を算出する方法である．抽出される変位量や抽出精度は，検索領域全体の
相関係数の解析およびサブピクセル解析を用いることにより，計測点自体の精度が粗くて
も，より微小な変位を算出が可能となっている．しかし，植生が濃い場合やオーバーハン
グ地形などグラウンドデータ取得の点群の密度が低く，フィルタリング作業時に正確に地
表面を抽出できない場合，離散的な計測点から構築された TIN(Triangular Irregular 
Network)モデルは，本来の地表面と離れたものとなり，実際の変位以外の影響が混在する
ことになる． 
そこで本研究では航空レーザ測量で得られるオリジナルデータと，これを処理して得ら
れるラストショットである地表面データ（以後，これをグラウンドデータとする）の計測
精度を向上させ，地形的に特徴を持つ地物を際立たせる新たな解析手法を試行しながら変
動量解析に必要な二時期における同じ地表面形状の検出が容易となるような計測・解析方
法の確立を目指した．その研究結果を以下に考察するものである．本手法により得られる
斜面の変動は，単に水平方向あるいは鉛直方向を示す変位量ではなく，実際の三次元の変
動方向も把握することができるため，変動ベクトル解析として実施した．  
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5.3 解析手法 
 
本研究の変動ベクトル解析は，図 5-1 に示すフローにより実施した．本解析では，グラ
ウンドデータから作成された DEM と比較して特徴的な地物の情報を持つ下層モデル
（S-DEM：Substratum Digital Elevation Model)作成を用いて実施した． なお，本解析
における航空レーザ計測機器の諸元を表 5-1 に示す． 
 
 
図 5-1本研究における解析フロー 
 
表 5-1 航空レーザ計測の諸元 
 
  
数値地形画像マッチング
TINモデル・メッシュデータ作成
計測作業
グラウンドデータ
(ラストショットを抽出した地表面データ)
：本研究による解析過程
S-DEM（下層モデル）
変動ベクトル解析
DEM
オリジナル
データの
再活用
3次元点群データ
(オリジナルデータ)
：一般的な解析過程
傾斜角、凹凸度（狭・広）
ノイズ除去・
フィルタリング
傾斜度
項目 諸元
レーザ発射回数 240,000 Hz
計測方式 タイムオブフライト方式
スキャン角度 ±30°
飛行速度 100km/h
対地高度 450m
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5.3.1  特徴的な地形の抽出手法 
 
一般的なレーザ計測においてオリジナルデータからフィルタリングされたグラウンドデ
ータは，植生の影響を除去した比較的単調な地形面の情報となる．この通常の処理の場合
は，図 5-1 に示す一般的な解析手法のように三次元座標点から TIN モデルを作成し，メッ
シュ状のデータとなった DEM を地形画像として処理を行う．図 5-2には，古期崩壊地に隣
接した新規の滑落崖を計測したDEMを 1ピクセル 10cmの解像度で補間陰影処理した画像
と 1m 間隔の等高線処理した画像の例を示す．なお，補間陰影処理とは，各計測点を座標変
換した時，自然な見え方となるように，視点からの距離に応じた点の重ね合わせ，死角に
なる点の非表示と補間処理，さらには視点からの距離に応じた影や色付けを行うものであ
る. 1ｍ間隔の等高線図では小崖が一部不連続となり，末端部が不明瞭となっている．表現
力は等高線の間隔に依存するものの，小崖の延長が詳細に表現されているとは言えない．
一方 DEM の地形画像では，等高線の表現よりも良く滑落崖連続性を判読することができ約
250m の延長の高さ 20cm の小崖として判読が可能となった． 
 
図 5-2 グラウンドデータと等高線図による滑落崖の表現例 
(a)：1ピクセル 10cmの解像度で作成した地形画像，(b)：1m等高線図 
(a)は，約 100年前に発生した地すべり地に隣接する新規の約 200mの連続性の良い高さ 20cm小崖である．
(b)は，等高線化することにより凹凸が明瞭になり，滑落崖の規模を判断することが容易である．ただし等
高線間隔よりも小規模な起伏や，小崖の連続性については不明瞭となる． 
(a)
(b)
明治時代の地すべり地形
（オルソ画像では検出困難）
高さ20cm程度の
連続性の良い滑落崖
100ｍ
100ｍ 滑落崖の連続性の性状が
異なって見える
末端部の連続性にも
違いがある
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しかしながらラストパルスだけを抽出したグラウンドデータを正射投影する方法で TIN
モデル化した DEM による地形画像では転石やオーバーハングしている箇所は,詳細な地表
面の凹凸を表現できないことが指摘されてきた 5-11),5-12).そこで図 5-3に示すように，オリジ
ナルデータが持っている複雑な地表面近傍の凸凹形状の三次元点群データを活かすために
グラウンドデータから任意の距離に位置する点群だけを抜きだし，補間陰影処理を行うこ
とでオリジナルデータの有するノイズや植生として除去された転石，樹幹などの点群を含
む情報を抽出し図 5-4のように，TIN モデル化したものを S-DEM とした 5-13)． 
 
図 5-3 三次元点群データを用いた S-DEM作成の概要 
DEMは，グラウンドデータのみから TIN モデルの作成を行っているが,S-DEMは，グラウンド付近の点群を含むた
め，多くの三次元点群データを扱って TINモデル作成ができる． 
 
図 5-4 元地形とグラウンドデータ，下層モデルの作成 
グラウンドデータから適量オフ
セットして再表示
グラウンドデータ
これまで表現されなかったオー
バーハング地形も表示
これまで草木として除去された
転石・突起地形
グラウンドデータ
（自動フィルタリング）
下層モデルにすることで転石
や樹幹も表現
滑落崖が見えにくく
なることもある
地表付近を詳細
に表現でき，
相関を見るのに
適している
滑落崖滑落崖
(a)実際の地形とレーザ点群 (b)グラウンドデータの作成 (c)下層モデルの作成
下層モデルによる地形データ
自動フィルタリングでは，起伏
が表現できないこともある
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補間陰影処理で実施する下層処理の範囲すなわちグラウンドデータの表面からの距離は
対象地点で推定される転石や崖の高さや植生の種類によって変更する．この S-DEM 処理は，
中日本航空㈱によって開発された三次元ビューワ“Mierre”を使用した 5-14)．同じオリジナ
ルデータを用いた DEM と S-DEM の地形画像を地形・地質別に実施し示した． 
 
 
 
図 5-5  A地点における DEMと S-DEMの表現例 
浸食が進んでいる谷地形と緩斜面である． 
(a)DEMに比較して S-DEMでは，転石や植生が表現され山道も明瞭化している． 
(b)拡大-1 は水路内の転石や木橋も明瞭に表示されている．実際の現場では現地状況写真に示
すように水路内の転石の詳細な形状やφ約 50cmの転石分布が確認できた． 
(c)拡大-2 の植生が多い箇所は， DEM 画像ではグラウンドへの到達率が低いことにより部分的
な緩斜面が表現されるにとどまっているが， S-DEMでは植生と山道も明瞭に表現できている． 
拡大-２
拡大-１
2m2m
4m 4m
(a) DEMとS-DEM画像の比較 (d) 現地状況写真
(b) 拡大-1におけるDEMとS-DEM画像の比較
(c) 拡大-2におけるDEMとS-DEM画像の比較
転石分布
植生による不明な
地形も表示して明瞭化
S-DEM化
転石分布
S-DEMで明瞭化
した転石分布
1m
断続的な平坦地？
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図 5-6 B地点における DEMと S-DEMの表現例 
対象地は，トップリング崩壊が進行している片岩地帯である． 
(a)DEM と比較して S-DEMでは，トップリングの窪地地形や転石が詳細に表現された． 
(b)では，窪地形状や規模について正確に表示されており現地状況写真とも整合する． 
(c)では滑落崖下に，DEMでは認識できなかった直径 50cm程度の転石が認められる． 
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図 5-7 C地点における DEMと S-DEMの表現例 
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図 5-5 に示すＡ地点は，中古生層の砂岩・泥岩が分布し浸食が進んで谷地形の中の崩壊
地や滑落崖が明瞭となった箇所である．ここではコンクリート構造物により水路改修され
ているが，水路内および水路の両岸には土砂や転石が多く認められる．グラウンドデータ
から作成した DEM による地形画像（以下，DEM とのみ表記）に比較して S-DEM では，
水路内の転石群が明瞭となった．広く緩やかな傾斜地形を示す箇所においては，歩道は表
現されにくいが S-DEM では，転石や樹幹などの植生の一部が再現され山道も明瞭に表現で
きている．次に図 5-6 に示すＢ地点は，中生代の黒色片岩分布地域でありトップリング崩
壊が進行している．抽出した箇所は，トップリングによる滑落崖と移動岩体に挟まれた幅 5
ｍほどの凹状地が点在している．DEM でも起伏のある地形が認められるが，S-DEM では，
凹地の形状や溝状地形に加え，滑落崖に下の平坦地のφ50cm～1m の転石が表現された． 
図 5-7 に示すＣ地点は，流れ盤で表層崩壊が進行している結晶片岩地帯である．DEM 画
像と比較して S-DEM 画像では，転石や植生による起伏が明瞭となっている．図 5-7 (a-2)
では認められないが，図 5-7 (b-2)では，直径 50cm 程度の転石が散在しており，概ねその
位置は現地状況写真に示すように整合している．ただし大型の木根も検出されているため，
突起物が必ず転石であるとはいえない．同様に，点状の突起は植生であると考えられる． 
 
以上のようにグラウンドデータのみを用いた DEM では，線的な滑落崖を明瞭にし，起伏
感も良く表現されているが，グラウンドデータおよびその直上のデータを有する S-DEM を
用いることで DEM では不明瞭である数 10cm の起伏や窪地，約 50cm の転石を陰影で表現
できた．このように 2 種類の地形モデルを用いながら微地形判読を行うことで地形地質情
報をより有効に活用することが可能になると考える．また S-DEM は，後述する通り高精度
な変動解析に必要な地表面の地形的特徴点を多く有しており，変動解析を行うための情報
として適していることが明らかになった． 
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5.3.2  S-DEMによる変動ベクトル解析手法 
 
変動ベクトル解析ではグラウンドデータを用いた DEM から作成した傾斜度図をピクセ
ルセットの画像相関解析を用いて変位量計算が活用されている 5-8）．本研究では，グラウン
ドデータを用いた DEM とは異なり地表面近傍の特徴的な地物を表現することができる
S-DEM の特性を生かすこととした．これまで地表面近傍のノイズとして除去された点群を
メッシュデータに再活用することが，グラウンドデータのみの点群より図化に反映できる
数が増え起伏に富んだ情報を有することになった. メッシュの平面は，斜面の形状によって
斜面の形状に合わせた任意の座標設定が可能であり，その大きさは，取得された点密度に
より任意に設定するが，本解析手法では S-DEM の空間解像度を 0.1m に設定した． 
具体的な手法としては， 図 5-8に示すように二時期目データの任意地点を中心とした任
意のピクセルセットから相関が良い地点を一時期目データから探索する．相関に使用する
パラメータは①傾斜角，②狭い領域（考慮距離 5 ピクセル）における凹凸度，および③広
い領域（考慮距離 25 ピクセル）における凹凸度，の３つのパラメータとする 5-10)． 
 
図 5-8 変動ベクトル解析手法の概要 
 
次にパラメータのマッチング処理を行う．マッチングは3成分ごとに5cmずつ移動させ，
画像相関法により変動後の対応点を探索し，その変動量を算出した．解析では，マッチン
グによる初期値の推定と，CPU の並列処理などのアルゴリズム導入により短い計算時間で
変動量を推定する工夫を行っている．同定された地点間の三次元座標から変動量の三次元
ベクトルを計算し，これを隣接する地点に連続して実施し変動ベクトル図を作成する．  
本手法の適応性の確認するために従来の DEM と S-DEM を用いた手法の比較を行った．検
証は地表踏査により斜面変動が発生している可能性のある場所をテストエリアとして
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100m×50m の範囲を選択した．図 5-9(a)には，通常の DEM 画像を上方投影したうえで，
変動ベクトル解析を行った解析結果を示す．DEM 画像による斜面変動量は，変動していな
いと考えられる 0.0m から最大で 1.5m の変動量を示している．1m 以上斜面変動が認めら
れる箇所がブロック状に抽出することができた．次に本研究で提唱した S-DEM 画像を用い
た結果を図 5-9(b)に示す．全体的な傾向は DEM 画像の結果と同じトレンドを示している
が，斜面変動量は 0.5～1.1m を示し，DEM 画像を使用した場合では抽出できなかった 0.1m
単位の斜面変動量の検出が可能となった．特に 0.0m と 1.0m が隣接するような箇所におい
て，段階的に数値が変化することができており，課題であった隣接するグリッドのエッジ
部分における不明瞭化を解消し詳細な斜面変動量を抽出することが可能となった． 
 
図 5-9 変動ベクトル解析の実施例 
(a)はグラウンドデータを，(b)下層点群を TINモデルからメッシュを作成し，作成したもの． 
(a)(b)ともに 1ピクセル 0.1m解像度で処理を行った．ただし下層点群は,グラウンドデータよりも多くの点群を含んで
いるため地形画像が詳細に表現されている. 
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5.4 変動ベクトル解析の地すべり地への適用 
 
5.4.1 適用対象地の概要 
 
変動ベクトル解析の適用を行った対象地点は，静岡県の西部の赤石山地の南縁部に位置
する．この付近の山地は，天竜川及びその支流沿いの急傾斜な谷壁斜面とその上方の緩傾
斜な小起伏地からなり，谷壁斜面と小起伏地を境とする遷急線は，標高 800m 前後にあり，
全体として幼年期の地形を呈する．天竜川は，山地の中を北から南に流下し，天竜川と小
起伏地の比高は 700m に達する．対象地を含む谷壁斜面には，多くの地すべり地や崩壊地
が分布している． 
この地すべり地は，天竜川の支流に接しており，図 5-10の鳥瞰図に示す通り三つの変動ブ
ロックから構成される．そのブロックの規模は，幅 260m，長さ 810m，比高 450m であり，
変動ブロックの最上端と最下端を結んだ平均傾斜角は約 33 度である．これらのブロックが
崩壊し道路や天竜川へ流下する可能性が考えられることから，斜面変動を把握する必要が
生じた． 
 
図 5-10 岩屑すべり発生後の地形起伏図 5-6)とオルソ画像 
 
地すべり地の基盤岩は，西南日本外帯の三波川帯の結晶片岩より構成されている．この
結晶片岩は，剥離性に富み，表層の緩みと風化により著しく脆弱化している．地すべりの
斜面下部には塩基性片岩，斜面上部には泥質片岩が分布している．片理面の走向・傾斜は，
NE-SW，傾斜は 40°-60°NW を示す．調査地の片理面は，斜面に対して受け盤構造であ
る． 
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この地すべり地において， 2014 年 9 月 30 日午後 1 時 10 分に 2ha の範囲で山腹崩壊が
発生した．レーザ計測によって得られたグラウンドデータによる DEM による等高線図をも
とに微地形判読および地表地質踏査を行い地すべりブロックおよび地質分布図を作成し図
5-11 に示した．崩壊箇所は，三つあるブロックのうち下部のⅠブロックの西側エリアの標
高 380m から 220m にかけての傾斜約 40 度の急斜面に位置し，崩壊物は岩屑を主体とする
ことから，いわゆる岩屑すべりである.規模は，幅 90m，長さ 250m，最大深さ 13m，崩壊
土量約 3 万 m3であった．この崩壊は，降雨（天竜観測所：累計降雨量 166mm）から４日
経過してから発生した． 
 
図 5-11 地すべりブロックおよび地質分布図 
 
この地すべりの脚部は，天竜川の支流によって常に削剥を受けていることから，脚部浸
食の進展が崩壊の原因の一つと考えられる．この崩壊後 2 か月の間に，崩壊斜面上方の標
高 490m 付近の林道において数十 cm の下方への変位が進行した．Ⅰ及びⅡブロックの斜面
変動が活発化した状態になったため，緊急地すべり防止事業として，集水井（６基）の設
置工事が行われ，2016 年 3 月に竣工している．なお，標高 510m より上部のⅢブロックは，
水抜きボーリングとアンカーによる対策工事も並行して実施されている．  
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5.4.2 計測データの品質検証 
 
解析対象地点で実施したレーザ計測の諸元を表 5-2に示す．点密度とは，1m2中のレーザ
照射点を示す．グラウンド点密度とは，同様の範囲において，自動および手動のフィルタ
リングを行って，地表面に到達したとみなしたデータの密度を示す．これによると到達率
は，第 1 回と第 2 回よりも第 3 回目の方が良好であるが，この理由は飛行計画および機材
の違いによるものである．この検証により本計測で概ね 20cm 四方に分布する開口部や段差
を検出することが可能であると判断した． 
 
表 5-2 レーザ計測の諸元一覧 
 
 
5.4.3 2014年の岩屑すべりに関する崩壊前後の比較 
   
得られた点群情報について，崩壊箇所の標高差の差分解析を行った結果，図 5-12 に示す
ような範囲の崩壊が明らかになり，標高差 70m，最大幅 100m，最大標高差分 13m で，崩
壊量は 3 万 m3であることと算出することができた． 
 
図 5-12 崩壊量の標高差分解析図 
1回目 2回目 3回目
2012/11/5 2015/1/20 2015/12/28
全データ点密度(/m2) 100 138 87
グラウンド点密度(/m2) 5.2 12.5 13.1
グラウンド到達率(%) 5.2 9.1 15.0
計測回数と時期
100ｍ 
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岩屑すべりの頭頂部は，崩壊前において段差地形や滑落崖が認められる可能性があるた
め，二時期の断面形状を重ね合わせて比較を行い図 5-13 に示した．第 1 回目の計測につい
ては，得られた点群全データを表示し，第 2 回目にはグラウンドデータのみの表示を行っ
た．この結果，崩壊前後において，樹冠の間隙拡大が概ね 10m ほど認められた．滑落崖の
高さは崩落前において 8m の標高差が確認できており，さらに図 5-14 に示すように岩屑す
べり頭頂部のオルソ画像によれば，樹冠の空隙が約 30m 断続的に分布していることが確認
できた．このような特徴は崩壊を発生していない箇所では認められず，特徴的な事前現象
として考えられる． 
 
 
図 5-13 岩屑すべり周辺の樹冠間隙と段彩地形 
崩壊前の地形を茶色，樹木を緑色,崩壊後地形を黒色で示している 
 
 
図 5-14 崩壊前の岩屑すべり頭頂部のオルソ画像 
断面位置 A-A’は図 5-11で示したものである． 
樹幹の間隙拡大 
滑落崖（8m） 
A 
A’ 
樹幹の間隙拡大 
 
地すべり端部 
A 
A’ 
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5.4.4 不動エリアの評価と有意な斜面変動量の設定 
 
変動ベクトル解析における変動量の検証は，計測期間内において変動が生じないと考え
られる箇所（不動エリア）における変動量の算出を行い，その値を検出の限界と判断する．
表 5-3 には，地すべり地の下流にある道路上の平坦地(図 5-10 参照)および地すべりブロッ
ク外側の尾根付近を中心とした範囲における変動ベクトル解析の変動量を整理した． 
 
表 5-3 不動箇所の変動量の検討 
不動箇所の変動量の算出は，画像解像度のサブピクセル単位(0.01m)に合わせ， 
有効数字は小数点以下 2桁で表示を行った 
 
この結果最小値は 0m，最大値は，2 時期目を比較した 0.40m の差異が認められた．平均
値は 1 時期目に比べて 2 時期目が小さくなったが，レーザのグラウンド到達率の向上に関
係している可能性がある．標準偏差は，1 時期目よりも 2 時期目が大きいが類似した値とな
っており同じ精度の解析であると考える．本研究では平均値を変動ベクトル解析の誤差を
含めた検出限界とする．すなわち 0.14m よりも大きな変状を示す場合については，有意な
検出と判定する．本研究では地すべりブロックが明瞭であり，変動エリアの区分設定が容
易であったが，今後滑動量が不明な場合は標準偏差も考慮した検出限界を設定する必要が
ある． 
なお，2 時期のレーザ地形データを画像化して変位量を求める場合，広域地殻変動も考慮
する必要がある．本研究の対象地域における国土地理院の長期の地殻変動情報によれば図
5-15 に示すように 2011 年 11 月から 2016 年 11 月の 5 年間に 0.07～0.08m ほど東に変位
しているが，これは 2011 年東北太平洋沖地震の余効変動量と考えられる．ただし，本研究
における調査範囲内は不動領域と考え，近隣の国土地理院の電子基準点測量データを用い
て各時期の座標値を求めた．なお不動エリアの解析結果から得られた検出限界 0.14m に比
較すると，余効変動量は十分に小さいので無視できると考える． 
1時期目 2時期目
計測点数 102 91
最小変位量(m) 0.00 0.00
最大変位量(m) 0.32 0.40
平均値(m) 0.14 0.13
標準偏差 0.09 0.10
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図 5-15中部地方の長期の地殻変動図（国土地理院 HPより抜粋）5-15) 
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5.4.5 地すべりブロック変動量と変動ベクトル量の整合性 
 
以上の検討結果をもとに図 5-11に示す地すべりブロックⅠ及びⅡ及びその周辺の変動ベ
クトル解析を実施した．まず 1 時期目，すなわち 2012/11/5~2015/1/20 の 806 日間の解析
結果を図 5-16(a)に示す．地すべりブロックⅠの変動ベクトルは 2014 年に崩壊した岩屑す
べりの東側に隣接する側方崖に沿って南向（最大傾斜方向）に 4～5 m の変動が認められ日
変動量にすると 5～6mm の変動量である．この変動域は地すべりブロックⅠの上半部に顕
著に認められる．特に変動量が 3m 以上のエリアは地すべりブロックⅠの滑落崖周辺に分布
していることから，大きな変状が進行していると考えられる．一方，ブロックⅠの下半部
の緩斜面では上位に比べて少ないものの変動量 1～2m の範囲が面的に広がっている．地す
べりブロックⅠより下方では変動量は１ｍ以下で明瞭な変動が認められていない．また地
すべりブロックⅡにおいては南南東と南方向，すなわち最大傾斜方向に 1m 以下の変動が認
められた．一方，地すべりブロック以外で 1ｍ以下の変動量を示す箇所はランダムであるこ
とから，地すべりブロックⅡの 1m 以下の変動量は，地すべり滑動に伴うものと推測できる．
次に 2 時期目である 2015/1/20~2015/12/28 の 342 日間の解析結果を図 5-16(b)に示す．全
体的な変動範囲は変化していないが地すべりブロックⅠの中央部を中心に変動量は 1～3m
で日変動量にすると 3～8mm である．なお 2014 年に崩壊した岩屑すべりの北側に側方崖
が新たに崩壊したことが認められた．前回計測時に変動量の大きいエリアは二時期目にお
いても顕著に認められており，継続性があることが判明した． 
以上のように S-DEM に基づく面的な変動ベクトル解析を行うことで，斜面全体が一様に
変動するわけではなく，同じ地すべりブロック内でも場所により異なった斜面変動を示し
ていることが判明した． 
なお，図 5-16では，変動量自体を表示しているが，単位時間当たりの変位量に換算を行
うことで，地表伸縮計と同じ評価，すなわち日変位量による活動性の評価に活用すること
も可能である． 
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図 5-16 地すべりブロックと変動ベクトル解析図 
(a)1時期目(2012/11/5～2015/1/20)の 806日間の変動量．背景図は第 2回計測による起伏図を掲載している．
ベクトルの表示がない範囲は第 1回計測において計測範囲外であり，変動解析ができていない．(b)2時期目
(2015/1/20～2015/12/28)の 342日間の変動量．背景図は第 3回計測による起伏図を掲載している．いずれも赤
四角は現地で実施されている地表伸縮計の設置位置を示している． 
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5.4.6 地すべりの活動性とメカニズムの検証 
 
本節では，ここまでの解析結果を用いて，地すべりとして実際に現地で計測されている
機材の観測値を用いて，地すべりの活動性とメカニズムの検証を行う． 
 
(1)地すべり地表伸縮計と変動ベクトル量の検証 
本地すべり地は，静岡県西部農林事務所天竜農林局治山課により地すべり調査および地
すべり対策と監視が継続的に行われている．12 孔の調査ボーリング，7 箇所の地表伸縮計
の設置のほか，6 基の集水井による水抜き対策工時が既に実施されている．本研究ではこの
うち現在稼働中で変動ベクトル解析を実施した範囲と重複する 4 箇所の地表伸縮計の値を
用いて整合性の検証を行った． 
地表伸縮計の設置個所の事例を写真 5-1 に示す．地表伸縮計 S-2 と S-7 は，2014 年の崩
壊ブロックに隣接している箇所である．また S-3 と S-6 は，地すべりブロックⅡの中段に
位置する．表 5-4 には地表伸縮計の変位量と変動ベクトル解析結果による地表伸縮計末端
部付近の変動ベクトル量を日変動量に換算して比較した．この結果,観測期間が等しい S-3
と S-6 については，概ね類似した傾向が認められた．しかしながら特に S-7 は，2015 年 7
月 7 日の崩壊により計測不可となっているため観測期間が異なることから移動量の差が大
きくなっている．S-2 については，経過日数が大きく異なるものの，日変位量では類似した
傾向を見せている．以上のように地表伸縮計と変動ベクトル解析の結果からは日変位量は
計測期間が異なることや互いの計測地点が完全に同一でないために差が認められ，詳細な
評価については今後の課題と考える． 
 
写真 5-1  S-3地表伸縮計設置箇所 
地すべりブロックⅡとⅢが接する滑落崖に設置されている.林道の路肩には亀裂が確認されている． 
地表伸縮計の長さは約 7m. 
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表 5-4 地表伸縮計の計測値と変動ベクトル量 
地表伸縮計は有効数字 3桁で算出．変動ベクトル解析の変位量は，有効数字 2桁で表示． 
 
 
(2)変動ベクトル量から推定される地すべりメカニズム 
地表面における変動ベクトルの分布が明らかとされているため，地すべり主断面と変動
ベクトルを用いて変動が活発化した地すべりブロックⅠおよびⅡについて斜面変動のメカ
ニズムと今後の進行について検討を実施した．森脇 5-16)は，地表面ひずみについて崩壊発生
前兆・予兆領域が，0.003～0.006，破壊領域が 0.006～0.02 の間にあると考えた．図 5-17
によれば地すべりブロックⅠの頭頂部の滑落崖付近において活動が活発化して以降すなわ
ち 2 時期を合計した変動ベクトル量 1.9m が斜面変動量として確認できる．一方，地すべり
ブロックⅠの斜距離は，傾斜 36°，350m であることからひずみ量は 0.005 となる．この
ひずみ量は，現状で崩壊が発生していないという点で，整合している．ただし変動ベクト
ル量の計測期間以前にも緩慢な変形が進行していると考えると，現状ですでに破壊領域に
含まれる可能性がある．   
 
No. 計測手法 開始期間 終了期間 経過日数
(day)
変位量
(mm)
日変位量
(mm/day)
S-2 地表伸縮計 2014/10/5 2015/1/20 107 110 1.03
変動ベクトル解析 2012/11/5 2015/1/20 806 1300 1.6
S-3 地表伸縮計 2015/1/20 2015/12/28 342 501 1.47
変動ベクトル解析 2015/1/20 2015/12/28 342 500 1.5
S-6 地表伸縮計 2015/1/20 2015/12/28 342 104 0.30
変動ベクトル解析 2015/1/20 2015/12/28 342 300 0.9
S-7 地表伸縮計 2015/1/20 2015/7/7 168 259 1.54
変動ベクトル解析 2015/1/20 2015/12/28 342 300 0.9
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図 5-17 地すべりブロックと変動ベクトル量 
 
さらに，変動ベクトルを詳細に観察すると，地すべりブロックⅠの標高 250m 付近にお
ける小崖が多い区間において鉛直成分が卓越している．一方で地すべりブロックⅠの末端
部の標高 225m 付近では沈下が認められず水平成分が卓越している．これらの傾向は円弧
すべり状の変動を示していると推定できる．これらの傾向をまとめると地すべりブロック
Ⅰにおいて，全体的な滑動が発生している可能性とともに，末端部において局所的に円弧
すべりを示す小ブロックが存在して変動が進んでおり圧縮部となっていることを示唆する．
地すべりブロックⅡでは全体的に 0.5～1.0m の変動が認められる．地すべりブロックⅠと
Ⅱの境界付近では，その変動量の差から引張部の領域が形成されていることを示している． 
これらの情報を集積することで，対策工が施工された後においても面的に斜面の動きを監
視することができ，今後の経過を総合的に判断する資料として活用できると考えられる． 
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5.5 地すべりの活動性評価 5-17)  
 
本項では，変動の見られる可能性のある地すべり・崩壊の発生した斜面を対象として多
時期に取得した航空レーザ計測結果に基づいて変動ベクトル解析を行い，斜面の変動や変
状をモニタリングするのに適した計測法が適用できるかを試みた． 
解析の対象とした箇所は，電源開発株式会社の管理する貯水池近傍の斜面変動を示す地
点であり，2 時期または 3 時期の計測を行った．表 5-5に各地点の地質と被災状況および計
測結果を取りまとめて示した．この成果をもとに 2 地点の変動ベクトル解析を実施した．
データの品質検証は，第一にレーザデータ取得時に対して 1m2グリッド中のレーザ照射点
を示す計測点密度で，第二に，多時期データ比較時に 10m×10m の範囲の不動点の変動量
で評価を行った． 
 
表 5-5 計測地点の概要と変動量のまとめ 
 
  
  
地点 Ａ Ｂ
地質
中・古生代変成岩
（結晶片岩）
古生代堆積岩
（泥岩）
災害の発生
2012年9月
表層崩壊
2012年9月
地すべり
不安定斜面規模 約10万㎥ 約550万㎥
計
測
時
期
初回 2013/12/6 2012/12/19
第2回 2015/12/29 2015/1/25
第3回 ― 2015/12/9
精
度
検
証
計測点密度(点/1m) 45～60 16（初回、第3回）100（第2回）
不動点の変動量 0.3m以下 0.3m以下
変
動
量
最大変位量
（初回～第2回） 4.6m ＜0.3m
最大変位量
（第2回～第3回） ― ＜0.3m
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(1)Ａ地点 
Ａ地点は，貯水池に面する崩壊地である．地質は，黒色片岩が主体をなし，緑色片岩の
薄層をレンズ上に挟んでいる．崩壊の進行は写真 5-2と写真 5-3 に示したように平成 12 年
時点では崩壊は発生していなかったが，平成 18～20 年度から始まり，は平成 23 年 9 月の
台風 15 号で崩壊の進行が加速したと考えられる． 
 
 
 
写真 5-2 平成 12年のＡ地点（電源開発株式会社提供） 
 
写真 5-3 平成 26年のＡ地点（電源開発株式会社提供） 
 
航空レーザ計測後の地形図と地形起伏図で実施した微地形判読では大規模な滑落崖が存
在し，囲まれた範囲が不安定岩体となっており，全体的な地質構造が差し目であることか
ら大規模なトップリング型の地すべりであると考え地表踏査を行ったが，その結果，地す
べり的な滑動は現在認められる状況からは発生していないが，河川の攻撃斜面であること
から，トップリング崩壊が継続的に進行して不安定化している斜面であると判断された．
現地にはアプローチする登山道なども少なく急崖であることから，地表伸縮計などの設置
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が困難であり， 非設置型のモニタリングが適切であると考えた． 
変動ベクトル解析を図 5-18 に示す．微地形判読と現地調査の結果から，表層（面）崩壊
の進行する斜面であると推定された．航空レーザ計測の 2013/12/6～2015/12/29 の 753 日
間の 2 時期の計測からは，貯水池標高から表層崩壊上端部までの標高差約 100m の範囲で
最大変位量 4.6m を確認した．図中で示す表層崩壊の範囲内は，ほぼ斜面の傾斜方向と類似
した傾向を示して変位量もほぼ一定であった．この結果は，現地調査で確認した表層にあ
る岩屑堆積物の移動と推定することができる．なお，表層崩壊上位の露岩部において貯水
池方向に 0.3～1m の変状が認められているため，今後の崩壊の進行を予測するうえで有効
な情報となると考える． 
 
 
図 5-18 A地点変動ベクトル解析結果 5-17) 
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表層崩壊 
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(2)Ｂ地点 
Ｂ地点は，2011 年 9 月の台風 12 号の豪雨によって大きく滑動した地すべり地である．
2.1 項の事例３に相当する地点である．その変動ベクトル解析図を図 5-19 に示す．前述の
ように，当該地点は防災科学研究所による地すべり地形分布図にも掲載されていないもの
であり，初生地すべりと言える状況にある．最初の計測は 2013 年に実施して微地形判読を
行い明瞭な滑落崖や崩壊地が複数確認された．またボーリング調査が実施され地すべり面
の確認と傾斜量の計測が実施されているが，標高差約 300m の広大な斜面であるため地す
べり全体の滑動性の判断が必要であり，2011 年豪雨以降の変動状況を見るため多時期の航
空レーザ計測を実施した．その結果，地すべりブロックの内外で±0.3m 程度の検出ができ
た．ベクトルの方向性は，まとまった傾向がない事から，誤差以上の有意な変動は認めら
れなかった．ただし，計測精度は 30cm 程度であることから，変状がまだ閾値よりも下で滑
動している可能性もある．計測の 1 回目を考慮すると，10cm/年以下であれば検出されない
ため，緩慢な地すべりとして進行している可能性はまだ否定できない．特に，地すべり下
部の末端部では表層崩壊が活発であるため，今後も定期的に計測を行う計画となっている． 
 
図 5-19 B地点変動ベクトル解析結果 5-17) 
  
断続的に分布する
滑落崖 
4～5m
3～4m
2～3m
1～2m
0.3～1m
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5.6 まとめ 
 
 本章では，広域の非設置型モニタリング手法として航空レーザ計測の三次元点群データ
を用いて斜面の動態モニタリングを行い，実際に地すべり・崩壊が発生している地点に適
用し活動性の評価を行ったものである． 
本手法で用いた技術は，第 2 章で検証した地形的特徴を際立たせることを着目点とし，
オリジナルデータの見直しによる S-DEM データを用いた変動ベクトル解析である．本計測
の精度は，計測現場ごとに設定が必要であるものの，概ね 20～30cm が閾値であり，これ
以上の斜面変動であれば検出できることが明らかとなった．ただし閾値以下であっても，
ベクトル方向が同一であれば，変動している可能も示していることになり，現地地表踏査
結果や，地盤伸縮計や別の計測方法とクロスチェックを行いながら判断することで，緩慢
な地すべりの変動評価に適用できると判断できた．  
このような手法は，緩慢な地すべりや微地形が確認されている山地斜面において，定期
的にレーザ計測を実施することで，変動を捉えることができる可能性を示している．特に，
地形的な特徴を有しない緩慢な地すべりのモニタリング手法は，数が多いことや存在が知
られていない可能性がある．このような地点では概査のみに活用するだけでなく，定期的
な計測によってその変動量を推察することができるようになると考える． 
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第 6章 斜面の活動性に合わせた動態モニタリングの提案 
 
本章では，前章までの計測手法の検討に基づいて，地すべり・崩壊の活動性評価が可能
となる局所から広域まで斜面の動態モニタリング計測手法をとりまとめる．次にこれらの
計測手法を用いたモニタリング体制の概念を示し提案を行う． 
 
6.1適用した動態モニタリング手法のまとめ 
 
6.1.1  人工構造物の局所的なモニタリング手法 
 
 写真測量技術を用いたひび割れ計測手法は，人工構造物の局所的なモニタリングの手法
として提案し．多くのコンクリート構造物のひび割れに対して，ターゲットの設置と写真
撮影，および汎用性のある解析という簡易的な手法で定時モニタリングが可能とするため
の技術開発と実用化を行う目的のために実施した．その結果，反射ターゲットをひび割れ
箇所に設置し，任意の撮影位置から計測を行うという簡便な手法で，高精度でひび割れを
幅の変化を検出することが可能であることが維持管理の現場だけでなく地すべり・崩壊に
関わる現場でも有効であることが確認できた．本研究による室内試験および実構造物を対
象にした計測結果によって得られた結論を示す． 
①撮影距離が 20m 以内（近距離撮影）およびターゲットに正対した位置から 60 度の撮影
角度であれば，1000 万画素クラスのデジタルカメラを用いて，0.1mm 程度の高精度でひ
び割れ幅の変位を検出することが可能である． 
②撮影距離が 20m 以上 100m 以内（遠距離撮影）およびターゲットに正対した位置から 30
度の撮影角度であれば，1000 万画素クラスのデジタルカメラを用いて，0.1mm 程度の高
精度でひび割れ幅の変位を検出することが可能である． 
③画像処理技術の一つである射影変換を用いることで，ターゲットに正対した位置から 60
度の撮影角度がある位置からの計測でも，計測精度の低下は見られない． 
④構造物に発生しているひび割れ幅が温度変化による膨張・収縮の影響を受けて変化した
ものか，あるいは健全性に影響を与える要因で変化したものかを識別できる程度の高精
度な計測が可能となることから，構造物の維持管理計画をその状況に見合った形で立案
することができ，効率的な管理が可能になる． 
 
今後は，長期間にわたる計測によって本手法の有用性を確認しながら，これまで開発さ
れてきた計測結果の処理の自動化アルゴリズムとの融合を図っていくことで効率化が進む
と考えられる．これにより様々な斜面での変位箇所の時間変化を簡便かつ精度よく把握す
ることの利点を実証することができ，簡易で定量的なひび割れ計測の効果的な管理手法の
一つとしての発展が期待できると考える．  
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6.1.2 人工構造物の面的なモニタリング手法 
 
本手法は，人工構造物の面的なモニタリングの手法として提案し，デジタル写真測量の
特徴である，対象物の寸法・形状を容易に高精度で計測できることであることを利用して，
山留擁壁の撮影を行い，そのデジタル画像をコンピュータを用いて三次元的に復元するデ
ジタル写真測量を応用し，当該対象物に生じた変位分布を高精度で検知する手法の確立を
試みた．既存の手法に加えて，実際の現地計測を行う前に，シミュレータを用いた計測方
法の立案により内的精度の平均値が 1.87mm の高精度計測を可能にできることを確認した
うえで，実際の計測では，基準点の無い山留擁壁において 5mm 以上の変位を検出すること
が可能となった． 
斜面の活動性に関する評価については，2 段階の手順で擁壁の挙動をモニタリングする手
法の理論的構築を行った．まずターゲットの 2 点間距離の計測による変位分布量の解析に
よって変位が発生した箇所を絞り込み，さらに変位が発生したと判断した箇所の三次元変
位分布を求める手法により，広い範囲を対象にした場合でもデジタルカメラで簡便に実施
することができるデジタル写真測量を用いた三次元計測法が実現した． 
これらにより擁壁に分布する約 20 箇所の開口クラックに対して，クラック変位計と同程
度の精度で擁壁面全体を三次元計測で変位を把握することができ，効率を向上させること
ができた．また全てのクラックにクラック変位計を設置することに比較してコストの面で
も削減することができた．実測結果は変位量にして 3 年間で 4.8～8.7mm 河川側へ動いて
いる擁壁の変位発生箇所の挙動を明らかにした．山留擁壁のクラックに設置したクラック
変位計および山留擁壁の上端・下端で実施されている光波・水準測量の変位計測結果と比
較することで構築した手法の妥当性を検証することができた． 
以上の結果から，地すべりや崩壊における末端部の人工構造物の動態モニタリングを面
的にかつ簡易的に実施することが可能になると考える．リアルタイム計測ではないものの，
多く存在する緩慢な地すべりに対して，経過時間を年単位の長期であっても変位を抽出す
ることが可能になる． 
今後は，長期間にわたる計測によって本手法の有用性を確認しながら，これまで開発さ
れてきた計測結果の処理の自動化アルゴリズムとの融合を図っていく予定である．これに
より様々な斜面での変位箇所の時間変化を簡便かつ精度よく把握することの利点を実証す
ることができ，変位の見られる斜面の効果的な管理手法の一つとしての発展が期待できる． 
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6.1.3  広域の非設置型モニタリング手法 
 
本計測では，広域の面的なモニタリング手法を把握する目的に対して，非設置型の計測
方法である航空レーザ測量による三次元点群データを用いた変動計測を適用し，実際の地
すべり滑動が発生している地点の変位分布を高精度で検知する手法の確立を試みた． 
グラウンドデータの到達率を十分に管理した高精度な航空レーザ計測により得られた三
次元点群を S-DEM 解析により解像度の高い地形画像を作成し変動ベクトル解析に適用し
た結果，これまで困難であった植生下での 20cm 程度の斜面変動量を広い範囲において詳細
に把握することができた．また変動ベクトル解析により斜面変動の量と方向を解析するこ
とにより地すべり・崩壊メカニズムや変形の状況あるいは不安定領域の詳細を明らかにす
ることができた．本解析手法は，大規模な斜面変動が明瞭となっている山地斜面への適用
で，数 10 cm 程度の変動量を示す不安定斜面の抽出および変動量の評価への活用が大いに
期待できる．また，変動量がほとんど見られない箇所に観測機器が設置されている場合は，
観測機器による斜面変動のモニタリングから，本解析手法による斜面変動のモニタリング
に変更できる可能性がある．これによって，観測機器の維持管理費軽減と安全性向上を図
ることができる． 
本手法は，リアルタイム計測ではないものの緩慢な地すべりにおいて，経過時間を大き
くとることで変位を抽出することが可能になる．また，レーザ計測による特徴的な地形の
抽出も実施でき，かつ初期値の測定も可能であるため流域全体での計測を行うことが望ま
しい． 
今後の課題としては，我が国の特性である濃い植生下においてもレーザ計測が今回と同
程度の精度で可能となる計測手法の開発や変動ベクトル解析手法において微地形の特性を
さらに有効に活用できる点群を直接比較するアルゴリズムの活用などの改善で，数センチ
オーダーの地すべり等の斜面変動に適応を図ることが重要である．  
現時点では本手法を適用できる機材や回転翼機が限定され，計測費用も高価なため，繰
り返し行う多時期の計測ではコスト高となっている．そこで近年技術開発が活発な UAV を
用いたレーザ計測では，150m 以下の低高度でレーザ計測することで，位置精度，植生下の
地表面への到達密度が向上することによる高密度の三次元点群データからセンチオーダー
の変位を抽出する技術へ拡張できると考えられる．今後の技術開発により，単位面積当た
りの計測コストも低下させることができることから，変動ベクトル解析のさらなる発展が
期待される． 
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6.2 斜面の活動性に合わせた動態モニタリング 
 
 上記のように，デジタル写真を用いたひび割れの写真計測，精密三次元計測による変状
計測および，レーザ計測データを用いた三次元点群データによる変状計測は，それぞれ計
測の条件があるものの，緩慢な地すべり・崩壊における任意の時間の定期モニタリングに
有効であると考える．そこで，動態モニタリングとしてこれらの計測を用いる流れを条件
と共に整理して，モニタリングの仕組みの検討を行う． 
第 2 章で示した本研究での課題である，①未知の地すべりを把握する，②滑動して安定
化したもの，滑動の隣接箇所の新規のすべりの把握，③第三者への遭遇確率は低いが，発
生頻度が高く箇所数の多いモニタリングについて活用できるモニタリング手法を精査し，
図 6-1 に示すフローを提案し，以下に課題の検討内容を述べる． 
 
図 6-1斜面の活動性に合わせた動態モニタリングの提案フロー(図 2-29に加筆) 
概査の対象外となった箇所
概査（地形判読，現地踏査）
解析の必要性
の有無
対策工計画設計施工
精査が必要な
地すべりの有無
有
無
再滑動のリスク
有
無
既往手法（貯水池湛水に伴う地すべり対応の方法）
本研究提案
監視・計測*1)
精査（地質調査）
解析（機構・安定）
初生すべりのリスク
リスク低減
上流から
の崩壊
豪雨・地震
で活発化
本研究の提案する
モニタリング
有
無
流域全体の
危険個所抽出
特定の地すべりの
変動把握
OK：定期的に繰り返し
特定のクラックの
変動把握
*1)設置型計測器
*2)写真計測
*3)LiDAR，写真計測，地上型3DLS
*4)LiDAR or InSAR
人工構造物の局所的
なモニタリング手法*2)
人工構造物の面的な
モニタリング手法*3)
広域の非設置型モ
ニタリング手法*4)
NG：変動量によって
適時フィードバックを行う リスク上昇の変化に対応
対策工の必要性
概査の対象外
となった流域
すべての微地形が
概査と対象となる
わけではない
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（１）未知の地すべりと新規のすべりの把握 
斜面変動のモニタリングに関して，第 2 章で示した本研究での課題である，①未知の地
すべりを把握する，②滑動して安定化したもの，滑動の隣接箇所の新規のすべりの把握，
の課題に対して以下の考察を行った． 
豪雨や地震などの自然災害により，活発化した地すべり地や初生すべりとしてすでに滑
動を始めた事象については，既存の調査・対策工設計を実施したうえで，リアルタイムの
モニタリング（図上では，「監視・計測」）を進めことになる．しかしながら 2 章で検討し
たように，概査を行ったうえで，「滑動が安定していると判断できて設置型の計測を行う必
要が無いと判断されたもの」や「滑動の速度が低下して計測機器の精度上判定のつきにく
いもの」は，再滑動のリスクを継続して所有する．また，周辺に活動的な地すべりが確認
できており，流域全体を網羅することが困難な流域については未知な不安定斜面が存在し
ている可能性は継続し，次回の豪雨や地震の自然災害のインパクトにより，初生すべりと
して活動をはじめる可能性がある．このような事象に備えるための定期モニタリングは，
一度は安定していると判断されているものと，滑動の履歴がない流域全体を対象とする． 
これらの計測は，必要に応じて 1 年から数年の間隔で行うことになる．そこで，本研究
で実施したようなデジタル写真を用いた変状解析や航測・地上型レーザを用いた点群によ
る変動ベクトル解析，および本研究では適用性の検討は行っていないが，衛星による
In-SAR・地上型レーダを用いた位相差の解析を行うことで，現地へ設置しなくてもモニタ
リングが可能となる．また設置型では，メンテナンス不要であることと面的に捉えられる
ことからコストの低下にも貢献できる． 
得られたデータは定期的，例えば 1 年～数年間隔で実施することが望ましいが，変動が
認められない可能性もある．万一変動が確認できない場合でも初期値として活用すること
が可能である． 
また，地すべりの速度で緩慢な変動を示す地点においても，年オーダーで管理すればよ
い変動も検出することができる．現在は変動ベクトル解析では，約 20cm の変動量の閾値で
あるため，計測期間を延ばすことで調整することが可能となる．また複数年で実施を行え
ば，より詳細な活動を追うことが可能となり，文頭で述べた課題の解決方法となりうる． 
 
（２）発生頻度が高く箇所数の多いモニタリング 
次に，③第三者への遭遇確率は低いが，発生頻度が高く箇所数の多いモニタリング，に
ついては第 2 章の事例 5 のように観測開始時点では被害が発生していないが，地すべりの
前兆現象を捉える可能性があることと地すべり末端部の擁壁の変動やひび割れは，数多く
存在するためこれらを網羅的にモニタリングすることが必要である． 
その点で，第 3 章で紹介したように，画像解析を用いたひび割れ計測を適用することで，
水抜きトンネル内で多数の割れ目を計測したが，その開口傾向は様々であり，緩慢な変動
から急激に進行するひび割れを簡易かつ低コストで実施することができた．この結果はあ
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くまでコンクリートの変動を計測したものではないものの，これまで深部地すべりの変動
量を直接計測することが難しいことを考えると，地すべりの活動性評価に有効であったと
考えられる．このように多点に簡易な計測機器を設置することで，これまで対応できてい
なかった地点でも計測することが，今後の計測の判断に有効であると言える． 
また，経年劣化の進んだ構造物の点検という点ではコンクリート構造物のひび割れは建
設時にできたもので，その後進行していない物もある．このような場合に，高価な計測機
を多く設置することはコスト面の課題が大きく，同様の効果が見込まれる． 
 
（３）管理基準値について 
地すべりの計測においては，管理基準値を必要とするが，本研究で実施している地すべ
り・崩壊の多くは緩慢な動きを示していることが多いと考える．また初生すべりに関して
は，初動の把握が必要であるが，本提案の計測はいずれも定期観測でありリアルタイムで
ない．しかしながら，不変である時期はその地点の安定領域の状態であることを把握でき，
初期値を参考にして，変動量のトレンドを把握することは可能であると考える．この場合
においては，第 2 章で検討した斉藤 2-49)による３次クリープの変位量を観測するなどの手法
を用いて適時使用する．航空レーザ計測結果であれば，座標上に固定点を設け，周辺の特
徴的な地物を目印にしたり，針葉樹の樹幹間隔を目標にしたりすることも可能である．そ
の上で変動が認められ場合については継続あるいはより詳細な調査ステップアップすれば
よいと考える． 
また，写真計測も点群による変動ベクトル解析においても，座標で管理することが可能
であるため，三次元的な変位量，二次元的な変位量を算出することが可能となる．これに
より，既存の地表伸縮系あるいは孔内傾斜計への換算値を求めることは容易であり，クロ
スチェックの手法としても活用可能である． 
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6.3 まとめ 
  
本研究は，多発することが確実な豪雨や地震などの自然災害で発生する斜面災害に対し
て，これまで予知することが困難とされている再滑動する可能性があるが安定した地すべ
りや，地すべりを発生させた隣接斜面でまだ拡大せずわずかな微地形だけで，滑動が顕著
ではない地すべりにおいて任意の時期で実施可能な定期モニタリングを実施することを提
案した． 
図 6-2に示すように，本論文で検討した手法を用いたモニタリング体制を整えることで，
微地形の伸展状況を把握することでより詳細な地質性状を把握することができるとともに，
変動ベクトル解析を行うことで，数 10cm オーダーの変状を確認することができれば，今後
の斜面災害に対するリスクを低減させることにつながると考える． 
また，多くの地すべり地形はわずかでも安全率を上回っていれば滑動しないが，クリー
プによる重力的な変動が起きている可能性もある．このような場合は，末端部は人工構造
物が存在することが多いが，その数は非常に多い．そこで本研究で提案している局所的な
モニタリング手法を活用することで，定点的であるものの，mm オーダーの情報を得るこ
とができ，緩やかな変動を捉えることは可能であること考える． 
いずれにしても，現在抽出されている箇所のみで崩壊が発生する可能性は低く，今後も
想定外の箇所で地すべり・崩壊は発生すると考えられる．本提案のような体制で計測を実
施することで，斜面災害に対するリスクを低減させることにつながることに期待し本研究
の結びとする． 
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図 6-2 本研究で提案するモニタリングの概念図 
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第 7章 結論 
 
本研究は，近年多発する異常気象や大規模地震などに伴う災害について，今後も様々な
規模・形態の斜面災害が発生する可能性が高まっている．これらの斜面災害を事前に把握
し，災害の発生を予防するため，地すべり・崩壊において活動性の評価が可能となる手法
の検討を行ったものである．本研究で得られた知見と結論を述べる． 
まず，斜面災害における既往の計測機器について総括し，災害の発生する可能性や予兆
を把握することに関して課題を抽出した．斜面災害の発生源となる不安定な領域の分布の
把握を正確かつ広域に行うことは困難である．一方で，不安定斜面に対策された擁壁など
のコンクリート構造物の健全性についても評価は難しい状況を述べた．特に，地すべり発
生の特定について様々な調査機関が分析評価を行っているものの推測が難しい事例を示し，
その対応策について，以下のように課題を整理した． 
 
①斜面災害は，既存の地すべり地形が再滑動する可能性のほか，地形条件などのために確
認できない未知の地点においても発生する事がある． 
②斜面災害に隣接した斜面は，次回以降の降雨時に崩壊する可能性がある． 
③斜面災害に伴う擁壁変状は，初期値が不明なため評価できないことが多く，一方で対象
箇所が非常に多いため，コストの問題が伴う． 
 
これらの課題に対して，斜面災害における動態モニタリングの着目点について考察した
のち，動態モニタリング手法の選定を行った．特に，近年新たに開発された手法も勘案し
た．  
 
第一に，写真測量技術を用いたひび割れ計測手法は，人工構造物の局所的なモニタリン
グの手法として提案し．多くのコンクリート構造物のひび割れに対して，ターゲットの設
置と写真撮影，および汎用性のある解析という簡易的な手法で定時モニタリングが可能と
するための技術開発と実用化を行う目的のために実施，3 地点の維持管理現場への適用を行
い，有効性を確認できた．また地すべり・崩壊に関しては，地すべり面を横断している水
抜坑の調査横坑にターゲットを設置し，約 1mm/年の変動を正確に捉えることができ，地す
べり滑動性評価に貢献できた． 
 
第二に，精密三次元計測法を用いた長大擁壁の計測は，人工構造物の面的なモニタリン
グの手法として提案し，デジタル写真測量の特徴である，対象物の寸法・形状を容易に高
精度で計測できることであることを利用して，山留擁壁の撮影を行い，そのデジタル画像
をコンピュータを用いて三次元的に復元するデジタル写真測量を応用し，当該対象物に生
じた変位分布を高精度で検知する手法の確立を試みたものである．その結果，既存の手法
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に加えて，実際の現地計測を行う前に，シミュレータを用いた計測方法の立案により内的
精度を向上させ，基準点の無い山留擁壁において計測全体の一部の亀裂に囲まれたブロッ
クが変位していることを検出できた．この解析により当初予想されていた，深部のすべり
だけではなく表層すべりに着目され，この変位量と範囲が明瞭になった事がきっかけで擁
壁についてアンカーの設計・施工が実施されることになり，地すべり滑動性評価に貢献で
きたものと考える． 
 
第三に，航空レーザ測量による三次元点群データを用いた変動計測では，広域の面的な
モニタリング手法を把握する目的に対して，非設置型の計測方法である航空レーザ測量に
よる三次元点群データを用いた変動計測を適用し，実際の地すべり滑動が発生している地
点の変位分布を高精度で検知する手法の確立を試みた．この結果，グラウンドデータの到
達率を十分に管理した高精度な航空レーザ計測により得られた 3 次元点群を S-DEM 解析に
より解像度の高い地形画像を作成し変動ベクトル解析に適用した結果，これまで困難であ
った植生下での 20cm 程度の斜面変動量を広い範囲において詳細に把握することができた．
また変動ベクトル解析により斜面変動の量と方向を解析することにより地すべり・崩壊の
メカニズムや変形の状況あるいは不安定領域の詳細を明らかにすることができた．本解析
手法は，大規模な斜面変動が明瞭となっている山地斜面への適用で，数 10 cm 程度の変動
量を示す不安定斜面の抽出および変動量の評価への活用が可能であることを明らかにでき
た． 
 
最後に，以上の計測手法を活用した計測体系の提案を行った．斜面災害では，必要に応
じて地すべり調査を実施し，対策工や監視体制を整える．特に対策工を実施してリスクが
消失する場合は問題ない．しかし調査時に安全率が十分に確保できている場合には，対策
工やモニタリングはなされず，再滑動のリスクを有することになる． 
一方，地すべり・崩壊の隣接地や流域全体に関しては，箇所数や流域面積の規模から現
状を詳細の把握ができないため，初生すべりのリスクを有することになる．そこで，これ
らのリスクに対して必要に応じた定期モニタリングを提案する．本研究で実施した手法を
活用することで，簡易で面的なモニタリングが可能となる．このように多点計測でありな
がら簡易な計測を実施することで，これまで対応できていない緩慢な地すべりでもモニタ
リングすることが可能となり，今後の斜面災害のリスク低減に活用できると考える． 
 
 今後の課題を以下に記す． 
① 緩慢な地すべりの挙動の把握 
地すべり・崩壊の緩慢な活動時期においては，滑落崖周辺のみの活動なのか，移動体
全体が変動しているのかは不明である．今後，一定の広い流域（km2オーダー）の範囲に
おいて，実際に緩やかな変動が認められるかのモニタリングは今後の計測事例を検証す
7-3 
 
る必要がある． 
 
② レーザ計測における広域モニタリングの高精度化・汎用性について 
提案した計測手法のうち，特に航空レーザ測量を用いた計測手法を適用できる機材が
限定され，計測費用も現状では高価であるため，繰り返し行う多時期の計測ではコスト
高となっている．そこで技術開発が活発な UAV を用いたレーザ計測では，150m 以下の
低高度でレーザ計測することで，位置精度，植生下の地表面への到達密度が向上するこ
とによる高密度の 3 次元点群データからセンチオーダーの変位を抽出する技術へ拡張で
きると考えられる．今後の技術開発により，単位面積当たりの計測コストも低下させる
ことができることから，変動ベクトル解析のさらなる発展が期待される． 
 
③ 3 次元点群データによる変動ベクトル解析の高度化 
  3 次元点群データは，地形図の作成（いわゆる等高線化）や差分解析（同じメッシュの
標高比較）が主体であり変動ベクトル解析まで実施することは多くない．変動量の解析
は 6 章で記載したように 20cm 程度であり変動量の検出量としてはさらにセンチオーダ
ーが必要であると考える．航空レーザ計測や地上型 3DLS で計測する場合には植生の影
響があるため，精度向上が難しいことを考えると，新たな視点を考える必要がある．例
えば，点群自体を用いた変動マッチングが落石の形状認識に使用され始めており，斜面
変動への活用が期待できる． 
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割いていただき，私の拙い説明を聞いていただいた．特に本論文の議論では，入試で大学
が使用できなくても訪問した筆者に対して，風邪を召されながらも早朝からコンビニの２F
の打ち合わせスペースで批評をいただいた．博士論文という一生に一度であろう機会を充
実なものにしていただいたことに，心から深謝の意を表したい．  
同専攻教授・河村雄行先生には本論文の副査として細部にわたりご指導を戴いた．また，
筆者が解析結果の解釈や考察で困っていた時に快く話を聞いていただき，適切なアドバイ
スをいただいた．深謝の意を表したい．並びに，同専攻教授 大久保賢治先生には副査とし
てご助言を戴くとともに本論文についてご指導を戴いた．ここに深謝の意を表する．さら
に，環境生命科学研究科教授・市川康明博士，同研究科准教授・木本和志博士，自然科学
研究科教授・鈴木茂之博士からご指導や励ましをいただいた． 
 
論文執筆に際して，電源開発株式会社土木建築部・秦野輝儀氏は，本論文のすべてのス
タートとなったダム擁壁の調査計測を立案された．秦野氏からの 1 本の電話がすべての始
まりであるといって差し支えない．本論文で得られた様々な現場や考察は氏と共に進んだ
ものであり，さまざまな助言は本論文の隅々に生かされた．深謝の意を表します． 
研究過程では，京都大学大学院技術専門職員・矢野隆夫博士には，本論文の発端となっ
た擁壁の精密三次元計測および，ひび割れ計測手法において現場への適用手法を切り開い
ていただいた．当時，室内試験中心で実用例が多くなかったこの手法について，ほとんど
の現場に立ち会っていただき，実際の対象物に設置を行っていただいた．現場では自ら先
頭に立ち防護メガネを付け，ハンマードリルでアンカー設置を作業していただきエンジニ
アリングの基本姿勢として心に刻みたい．つくばソフトウェアエンジニアリング株式会
社・村上治博士には，画像計測法によるひび割れ計測について，基本原理から説明いただ
き，実用化にあたり特にソフトウェアの面で支えていただいた．多くの実験に立ち会って
いただき，的確なご指導をいただいた．また，ひび割れ計測用のターゲットの開発におい
て石塚硝子株式会社・吉田幹氏，山下トレーディング・山下一彦氏には，さまざまな現場
環境下におけるガラス・ターゲットの開発に創意工夫を凝らしていただき積雪地から港湾
地域まで使用できる製品を作成していただいた，このように資材の開発なしには汎用性の
確保は難しく，心から感謝したい．株式会社地層科学研究所・林邦彦氏，高橋昌弘氏には
精密三次元計測において現場でご指導をいただいた．写真計測について殆ど無知であった
筆者に丁寧にご指導いただき，失敗しながらも徐々に精度が向上し，変動ブロックが見え
るようになったことは両氏の粘り強いチャレンジの賜物であった．中日本航空株式会社・
千田良道氏，江崎充典氏，吉田利輝氏には，航空レーザ計測および点群データ処理の専門
家として，変動ベクトル解析の事例について多くの論文や研究発表の共著者として多大な
支援をいただいた．三重計測サービス・横山薫氏には，地上型 3DLS のスペシャリストと
して多数の現場でお世話になった．特に急傾斜地で植生の多い斜面に対しほぼ 1 日の現地
計測で見事なオーバーハングのある地形図を作成していただいたことは，大変新鮮で驚き
であった．TI アサヒ株式会社・山崎文明博士には，マスムーブメント解析の専門家として，
三次元データ解析で筆者が立ち往生している際に多くのご指導をいただいた． 
 
元電源開発株式会社・堀正幸氏には，筆者が岡山大学に入学する時点で筆者の所属会社
の代表取締役を務められており，当時まだ目新しかった写真計測に関する研究について説
明を聞いていただき，弊社では異例である進学に関しても背中を押していただいた．この
ような後押しがなければ大学院で学ぶ機会は無かったと考え，深謝の意を表する．また電
源開発株式会社・嶋田善多執行役員には，研究が始まった当時，計測し始めることが大事
であることを公言しておられた．このようなアドバイスは心強く，その後の研究における
礎となった．電源開発株式会社・土木建築部土木技術室地質タスクの津田延裕様，井口敬
次様，清水功様には，同社に関係する様々な斜面の調査に同行させていただき，さまざま
な視点で地形・地質を見て解釈する事をご指導いただいた．本論文で実用化されたひび割
れ計測であるが，まだ現場実証例がない段階において積極的に採用していただいた，同社
上士幌電力所・松林茂所長代理，同社九頭竜電力所・三谷司郎所長代理には深謝の意を表
する．加えて，電源開発株式会社・東日本支店，中部支店，西日本支店と電力所の皆様，
およびJPハイテックの各水力発電現場で電力の安定供給にご尽力されている皆様にも深謝
の意を表する． 
株式会社開発設計コンサルタントにおいて，論文執筆に際してアドバイスをいただいた
平井武顧問，茶石貴夫技術顧問に深謝の意を表する．また業務多忙な中，論文執筆を快諾
して筆者の業務に関する調整をしていただいた殿村敦典執行役員，鹿野久米豊地質事業部
長には，深謝の意を表する．また上杉公一主幹技師長には，ひび割れ計測が維持管理現場
で活用できるとの見立てをいただいたことが，筆者が現地への活用を推し進める原動力と
なった．同社の諸先輩方，同僚の皆様に深謝の意を表する．また西山研究室の皆さんには
充実した 3 年間を過ごせたことに感謝の意を表したい．年齢や地位に分け隔てなく議論の
場となっていた研究室で過ごすことは，筆者にとって最も楽しい時間であった． 
最後に著者を支えてくれた家族に心から感謝の意を表し，謝辞の結びとする． 
